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一覧表の見方について

○  「区分」欄は次の６つの区分に分類しています。

☆ 県から市町村、団体等（ＮＰＯ・自治会等）に対する支援

① 市町村への助成

② 団体等への助成

③ 県庁力によるサポート（人的支援等）

☆ 国、公的団体から市町村・団体等（ＮＰＯ・自治会等）に対する支援

④ 国からの助成

⑤ 公的団体からの助成

☆ その他の支援

⑥ 国、県、公的団体から市町村への「アドバイス、相談」窓口の設置等

○　また、一覧表は、関連するサポート施策がまとまるように並べています。

　　各事業の詳細については、県窓口担当課までお問い合わせください。

○　さらに、巻末に市町村サポートを担当する各課（室）の所掌を掲載して

　いますのでご参照ください。



(1) 地域をつくるための教育と学校へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当
①市町村への助成 地域教育力再生事業

地域教育力再生事業市町村補助 　地域放課後子ども教室推進事業 　 　市町村が実施する「放課後子ども教室推進事業」への助成 　 　 　スキーム：県2/3(国1/2 県1/2)　市町村1/3 　 　 　助成対象：13市町村39教室 　地域ふれあい活動体験事業 　 　大人と中学生等が共に体験活動を行う講座を開設する市町村 　 　に対する助成 　 　 　スキーム：県2/3(国1/2 県1/2)　市町村1/3 　 　   助成内容：１活動経費の限度額 8千円×活動日数　　　　　　　　 　 　又は320千円の低い方の額　年間12日以上実施 　 　   助成対象：6市町13箇所　 　県予算額：13,025千円
市町村 奈良県 教育委員会人権・社会教育課

①市町村への助成 学校支援地域本部事業 　地域ぐるみで学校運営を支援する体制を整備する事業として、中学校区単位で「学校支援地域本部」を設置した市町村又は市町村実行委員会に委託 　スキーム：県10/10(国10/10) 　委託対象：30市町村76校区 　県予算額：132,909千円 市町村 奈良県 教育委員会人権・社会教育課①市町村への助成 人権教育資料等作成事業 県内の小学校1、3、5年生児童、中学校1年生、高校1年生生徒を対象に人権教育資料「なかま」を配布した市町村に対する助成 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象:全市町村 　県予算額：10,698千円 市町村 奈良県 教育委員会人権・社会教育課⑤公的団体からの助成 子どもゆめ基金 未来を担う子どもの健全な育成の推進を図ることを目的に、民間団体が実施する取組や活動に助成 　助成内容：子どもの体験活動の振興を図る活動への助成 　　　　　　　　子どもの読書活動の振興を図る活動への助成 　　　　　　　　子ども向けソフト教材を開発・普及する活動への助成 　助成金額：20千円～20,000千円 　　　　　　 　　（ただし、子ども向けソフト教材を開発・普及する活動　　　　　　　　 への助成は下限なし） 民法上の法人、ＮＰＯ法人等の民間団体 独立行政法人国立青少年教育振興機構 教育委員会人権・社会教育課
①市町村への助成 小中学校パソコン整備事業 小中学校における事務用パソコンの整備を行う市町村教育委員会に対し、経費の一部を助成。 　スキーム：県10/10(国10/10)　県1/2(国10/10)・市町村1/2 　助成内容：パソコン整備補助　所要額の1/2（上限60千円） 　　　　　　　 既存パソコンの改修経費補助　所要額（上限60千円） 　助成対象：23市町村178校　 　県予算額：7,447千円 市町村 奈良県 教育委員会教職員課③県庁力によるサポート 教育相談事業 スクールカウンセリングカウンセラー派遣事業 　支援内容：スクールカウンセリングカウンセラーを県内公立学校 　　　　　　　　（園）に派遣 　支援対象：全市町村 　県予算額：2,750千円 市町村 奈良県 教育委員会教育研究所
④国からの助成 安全・安心な学校づくり交付金 公立の義務教育諸学校等施設に係る改築や補強、大規模改造等の施設整備事業に対し交付 　スキーム：危険改築　原則1/3、過疎5.5/10　　　　　　　　不適格改築　原則1/3、過疎5.5/10、地震特措法1/2　　　       　 　(Is値0.3未満かつ、やむを得ない場合）　　　　　　　　地震補強　原則1/3、地震特措法1/2(Is値0.3以上)、　　　　　　　　地震特措法2/3(Is値0.3未満)      　　　　　大規模改造(老朽)1/3　　　　　　　　　(補助下限額70,000千円(小中)、4,000千円(幼)、　　　　　　　　　上限額200,000千円) 市町村 文部科学省 教育委員会学校支援課
⑥アドバイス・相談 児童生徒健全育成推進プロジェクト事業 困難な問題行動等が発生した学校に、教員・警察官ＯＢ（ＯＧ）からなる「学校支援アドバイザー」を派遣し、学校・保護者を支援　  支援内容：学校支援チーム　２チーム（４人） － 奈良県 教育委員会学校教育課⑥アドバイス・相談 「危機対応支援チーム」による対応 問題行動等の対応に苦慮する学校に対して、関係機関等との連携により、迅速かつ効果的に支援 － 奈良県 教育委員会学校教育課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 小学校運動場芝生化推進事業 小学校運動場の芝生化推進のため、芝生化モデル校を設置する市町村に対し、施工経費等を助成 　スキーム：県10/10（国10/10） 　助成内容：4,000㎡モデル校 5校　8,000㎡モデル校 10校 　助成対象：モデル校を設置する市町村 　県予算額：66,615千円 市町村、市町村で組織された実行委員会 奈良県 教育委員会保健体育課④国からの助成 地域活性化・生活対策臨時交付金（小学校運動場芝生化推進事業） 本交付金を活用して、小学校運動場の芝生化推進・普及を図るための交付金 　スキーム：芝生造成のために要する経費　10/10　　　　　　　　芝生管理に必要な物品購入等経費　10/10　　　　　　　　　（ただし、維持管理等に係る人件費、水道代は除く） 市町村 内閣府 教育委員会保健体育課
⑤公的団体からの助成 グラウンド芝生化事業（地域スポーツ施設整備助成） 地域住民の身近なスポーツ活動の場となる屋外グラウンドを芝生化する事業への助成 　天然芝生化新設事業 　 　助成金額：48,000千円(上限） 　 　助成割合：4/5 　天然芝生化改設事業 　 　助成金額：22,500千円(上限） 　 　助成割合：3/4 　人工芝生化新設・改設事業 　 　助成金額：22,500千円（上限） 　 　助成割合：3/4 県、市町村等 独立行政法人日本スポーツ振興センター 教育委員会保健体育課
⑤公的団体からの助成 公共スポーツ施設活性化助成事業 公共スポーツ施設等の有効利活用促進のための効果的・効率的な利用システムの整備または特色あるソフト事業に対して助成（事業費が1,000千円以上のものに限る） 　助成金額：10,000千円（システム整備事業の上限） 　　　　　　　   1,000千円（ソフト事業の上限） 　助成割合：10/10 市町村 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 スポーツ拠点づくり推進事業 全国大会を継続して開催する拠点づくりを進める市区町村の小・中・高校生スポーツ大会開催経費を助成（助成期間10年を限度） 　助成金額：5,000千円（上限）（初年度のみ10,000千円上限） 　助成割合：10/10 市町村 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 コミュニティ助成事業（青少年健全育成） 青少年の健全育成助成に資するため、主として小・中学生が参加するイベント等ソフト事業への助成 　助成金額：300千円～1,000千円 　助成割合：10/10 県、市町村・コミュニティ組織 (財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課②団体等への助成 青少年育成指導者養成事業 ボランティアとして青少年の指導育成に当たっている青少年指導員の地域での活動や青少年の指導育成の拡充を図る。 　家族の絆を深めるための自主事業（ファミリーウォーク）の実施 　市町村での巡視活動や研修会の開催 　県予算額：2,145千円 奈良県青少年指導員連絡協議会 奈良県 くらし創造部青少年・生涯学習課
(2) 地域の安全・安心を守るためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 地震防災対策アクションプログラム推進事業（市町村災害対応支援事業） 市町村アクションプログラム策定支援のため研修会を実施 　支援内容：研修２回 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部知事公室防災統括室①市町村への助成 消防力強化支援事業 国庫補助を補完し、市町村の消防設備の整備促進に対する助成 　助成内容：補助率　一般　1/3、過疎　5.5/10、 　　　　　　　　はしご付消防ポンプ自動車　1/20～2/10 　助成対象：整備実施市町村 　県予算額：20,000千円 市町村 奈良県 総務部知事公室消防救急課④国からの助成 消防防災施設等整備費補助金 市町村の消防施設の計画的整備を促進し、地域の消防防災体制の確立を図ること、特に消防力の重点的整備及び各市町村における消防力水準の均衡的向上を図る 　スキーム：消防防災施設（耐震性貯水槽・画像転送システム）　　　　　　　　　1/2　　　　　　　　消防防災施設（その他）1/3　　　　　　　　緊急消防援助隊設備　1/2 市町村、広域連合等 総務省消防庁 総務部知事公室消防救急課- 2 - 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 救急車等の寄贈 各団体から救急車等の寄贈　 助成内容：救急車等の車両本体　 　　　　（搭載資機材及び艤装費用、式典費用等は自己負担）　 助成割合：10/10 市町村、広域連合等 (社)日本損害保険協会、遊技業組合 総務部知事公室消防救急課⑤公的団体からの助成 女性消防隊による安全で災害に強い地域づくり推進事業 女性消防隊の育成強化を図るための助成 　助成内容：①初期消火活動及び予防活動助成事業 　　　　　　　　②初期活動及び応急救護普及活動助成事業　　　　　　　　　　・Ｄ-1級軽可搬消防ポンプの購入 　助成金額：1,000千円（上限） 　助成割合：10/10 市町村、広域連合等 (財)日本消防協会 総務部知事公室消防救急課⑤公的団体からの助成 消防団員安全装備品整備等助成事業 消防団員の安全確保の促進を支援するため、活動に係る安全装備品の整備、健康診断の実施に対して助成 　助成内容：安全装備品、被服、無線機器、照明器具、健康診断等 　助成割合：10/10及び1/2 市町村、広域連合等 消防団員等公務災害補償等共済基金 総務部知事公室消防救急課⑤公的団体からの助成 ふるさと消防団活性化助成事業 地域住民の消防団に対する理解と認識を深め、活動に対する協力を得るための活動や施設に対する助成 　助成対象事業：広報活動　　　　　　　　　　　 住民への防災指導　　　　　　　　　　　 住民や事務所等の地域交流活動　　　　　　　　　　　 消防団参加促進活動　等 　助成金額：1,000千円（上限）　　　　　　　　　（事業費が50万円以上であること） 　助成割合：10/10 市町村、広域連合等 (財)自治総合センター 総務部知事公室消防救急課
⑤公的団体からの助成 防火・防災訓練用等機材の寄贈 防火、防災訓練用等の機材の寄贈民間防火組織等を育成することを目的とした助成事業 　助成内容：防火防災用訓練資機材（上限600千円） 　　　　　　　　防火広報用視聴覚資機材（上限1,000千円） 　　　　　　　　幼年消防用活動資機材（上限400千円） 　助成条件：他に国庫補助金の交付を受けていないこと 　　　　　　　　当該年度に事業を完了 　補助割合：10/10 市町村、広域連合等 (財)日本防火協会 総務部知事公室消防救急課⑤公的団体からの助成 救急機材の寄贈 救急普及啓発資機材の寄贈　 助成内容：心肺蘇生訓練用人形、感染防止用シールド、応急手　 　　　　    　当講習テキスト等　 助成割合：現物支給 市町村、広域連合等 (財)救急振興財団 総務部知事公室消防救急課①市町村への助成 交通事故被害者等救済事業（高等学校等交通遺児授業料減免補助事業） 高等学校等に在学する交通遺児で経済的な理由により修学が困難である者の授業料について、減免措置を行う高等学校設置者に対する助成 　スキーム：県1/2　国1/2 　助成内容：減額授業料 　助成対象：奈良市、大和高田市　 　県予算額：119千円 市町村 奈良県 総務部知事公室安全・安心まちづくり推進課③県庁力によるサポート 安全・安心まちづくり連携事業 市町村と連携し青色防犯パトロール活動を率先垂範し、住民の自主防犯活動の取組みを促す 　支援内容：青色防犯パトロールの実施　　　　　　　　 実施回数　週１回程度 市町村、地域団体 奈良県 総務部知事公室安全・安心まちづくり推進課③県庁力によるサポート 全国地域安全運動奈良県民大会の開催事業 10月の全国地域安全運動の一環として、自主防犯活動の意識を高めるため講演会を開催、市町村からの参加も募集 　支援内容：自主防犯活動の活性化のための講演会　　　　　　　　 実施回数　年１回　　募集人員　700名 市町村、地域団体 奈良県 総務部知事公室安全・安心まちづくり推進課③県庁力によるサポート 自主防犯・防災に関する講演会開催事業 地域特性を踏まえた北和・中和・南和の３地域で地域の自治会、市町村の関係者等を対象に講演会を開催 　支援内容：自主防犯・防災に関する普及啓発を行う講演会 　　　　　　　　実施回数　年３回　　募集人員　各回250名 市町村、地域団体 奈良県 総務部知事公室安全・安心まちづくり推進課③県庁力によるサポート 自主防犯・防災活動団体に対する支援事業 自主防犯・防災に関する情報を市町村や自治会等に提供 　支援内容：メールマガジンの発行（２ヶ月１回）等 市町村、地域団体 奈良県 総務部知事公室安全・安心まちづくり推進課- 3 - 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 自主防犯・防災リーダー研修事業 自主防犯活動団体及び自主防災組織等地域のリーダーを養成する研修会を開催（日本防災士機構の防災士の受験資格取得）　 支援内容：地域のリーダー等を養成する研修会　  　　　　　   実施回数　年１回（４日間）　募集人員　150名 市町村、地域団体 奈良県 総務部知事公室安全・安心まちづくり推進課③県庁力によるサポート 安全・安心チャレンジ事業 地域住民が防犯・防災マップを作成することにより危機管理能力を身につける 　支援内容：モデル事業を実施（３カ所） 地域団体 奈良県 総務部知事公室安全・安心まちづくり推進課⑤公的団体からの助成 コミュニティ助成事業（自主防災組織育成） 地域の防災活動に必要な施設又は設備の整備への助成 　助成金額：300千円～2,500千円 　助成割合：10/10 市町村・自主防災組織 (財)自治総合センター 総務部知事公室安全・安心まちづくり推進課⑥アドバイス・相談 安全・安心まちづくりアドバイザー派遣事業 市町村や自治会等が開催する自主防犯・防災に関する講演会・研修会等を実施するに際アドバイザーを派遣 　支援内容：年間１５回を上限に派遣 　　　　　　　　アドバイザーの謝金、旅費は県が負担 － 奈良県 総務部知事公室安全・安心まちづくり推進課①市町村への助成 消費者行政強化・活性化事業（市町村消費者行政活性化助成事業） 市町村が新たに取り組む消費者行政推進事業に対する助成 　スキーム：国10/10 　助成内容：消費生活センターの窓口機能強化に要する経費に 　　　　　　　　ついて助成 　助成対象：全市町村 　県予算額：33,000千円 市町村 奈良県 健康安全局消費・生活安全課
⑤公的団体からの助成 市町村活動助成事業 県内市町村が開催する金融・金銭教育に関する講演会や学習会等に助成 　助成内容： 　 　消費者教育講演会やシンポジウムの開催　400千円以内 　 　金融広報・生活設計ブースの設置　　　　　　200千円以内 　 　生活設計学習会の開催　　　　　　　　　　　　 100千円以内 　助成割合：10/10 市町村 奈良県金融広報委員会 健康安全局消費・生活安全課⑥アドバイス・相談 市町村消費生活相談員指導・支援事業 市町村の消費生活相談員の対応困難事例や悩み、相談能力の技術向上等を目的に、県に指導・支援担当相談員を配置し、指導や助言を行う － 県から団体に委託 健康安全局消費・生活安全課①市町村への助成 既存木造住宅耐震診断支援事業 市町村が実施する耐震診断技術者派遣事業に対する助成 　対象市町村：財政力指数(過去3年間の平均値)が0.7未満の市町　　　　　　　　　 村（ただし緊急輸送道路沿道区域は全ての市町村） 　助成対象：昭和56年の新耐震基準以前に建てられた木造住宅　　　　　　　　 500戸（30千円／戸） 　負担区分：国1/2（直接）　県1/4　市町村1/4 　県予算額：3,750千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局建築課
①市町村への助成 特殊建築物等耐震診断支援事業 市町村が実施する精密耐震診断費用補助に対する助成 　対象市町村：財政力指数(過去3年間の平均値)が0.7未満の市町　　　　　　　　　 村(ただし緊急輸送道路沿道区域は全ての市町村) 　助成対象：多数の者が利用する建築物と全ての住宅 　　　　　　　　１棟（上限2,000千円／棟　外） 　負担区分：国1/3（直接）　県1/6　市町村1/6　所有者1/3 　県予算額：333千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局建築課
①市町村への助成 既存木造住宅耐震改修支援事業 市町村が実施する木造住宅耐震改修費用補助に対する助成 　対象市町村：財政力指数(過去3年間の平均値)が0.7未満の市町　　　　　　　　　 村（ただし緊急輸送道路沿道区域は全ての市町村） 　助成対象：昭和56年５月31日以前に工事着手した木造住宅　　　　　　　　 1３0戸（工事費に応じて200千円～300千円） 　負担区分：国1/2（直接）県1/4　市町村1/4　　　　　　　　 国45％(直接) 県25％ 市町村30％ 　県予算額：7,300千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局建築課- 4 - 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 住宅・建築物耐震改修等事業補助金 住宅の耐震診断 　スキーム：1/2以内建築物の耐震診断 　スキーム：1/3以内住宅、建築物の耐震改修 　スキーム：費用×23％の1/3以内　　　　　　　　限度額は要綱による 市町村 国土交通省 まちづくり推進局建築課④国からの助成 アスベスト対策推進事業 市町村施設の吹き付けアスベスト等を除去する工事費用等に対し補助 　スキーム：1/3民間建築物の吹き付けアスベスト等分析調査費用に対し助成 　スキーム：10/10 市町村 国土交通省 まちづくり推進局建築課③県庁力によるサポート 拡張事業等（応急給水栓等整備事業） 震災時等における応急給水用として、市町村が給水活動を行う応急給水栓の整備（H21～22　設置工事（全41カ所）、Ｈ21は奈良市を除く受水23市町村各1カ所設置） 　支援内容：１栓目　県水全額負担　　　　　　　　 ２栓目　県水負担：給水栓付空気弁、鉄蓋等　　　　　　　　　　　　　 市町村負担：給水器具、待避所等の整備 　支援対象：県水受水市町村 市町村 奈良県水道局 水道局業務課
(3) 地域の環境・景観・人権を守るためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 吉野川マナーアップキャンペーン事業 吉野川流域の各市町村毎に、県職員、市町村職員、ボランティア団体等により、ごみの持ち帰りの呼びかけ等を実施 　支援内容：広報、消耗品（ゴミ袋、軍手）等の提供 　支援対象：流域市町村、ボランティア団体等 　県予算額：967千円 市町村、ボランティア団体等 奈良県 景観・環境局環境政策課③県庁力によるサポート 地球温暖化防止県民運動事業（地球温暖化対策地域協議会設立推進事業） 温暖化防止推進員と市町村との協働を図り、地域協議会設立を促す等地域での温暖化防止に向けた基盤づくりの推進 　支援内容：市町村の環境イベントへの出展、グッズ提供、市町村　　　　　　　　 担当者会議の開催等 　支援対象：全市町村 　県予算額：188千円 市町村 奈良県 景観・環境局環境政策課③県庁力によるサポート 環境啓発推進事業（環境アドバイザー派遣事業） 県民等が実施する講習会へ環境の専門家を派遣、また、学校・市町村・民間団体に県職員等を派遣し、エコ教室を開催 　支援内容：環境アドバイザーの派遣、どこでもエコ教室を開催 　支援対象：全市町村、民間団体（町内会、ＮＰＯ等）、県民 　県予算額：347千円 市町村、民間団体、県民等 奈良県 景観・環境局環境政策課
④国からの助成 低公害（代エネ・省エネ）車普及事業 地方公共団体等が保有する公営バスへの低公害車（天然ガス、ハイブリッド、電気自動車）の導入を支援 　車両総重量　3.5トン超の低公害車の導入 　車両総重量　3.5トン以下の電気自動車のリース導入地方公共団体が率先して導入することにより、地域における省エネ・代エネ対策を推進 　スキーム：通常車輌との差額の1/2、リース料の1/2 地方公共団体及びその団体、第３セクター（出資比率５０％以上） 環境省 景観・環境局環境政策課
④国からの助成 次世代技術普及事業のうち次世代低公害車普及事業 地方公共団体等による次世代低公害車（燃料電池自動車、ジメチルエーテル自動車、水素自動車）の導入を支援 　地方公共団体が率先して導入することにより、燃料電池自動車等    の次世代低公害車の早期普及を図る 　 　スキーム：リース料の1/2 地方公共団体及びその団体、第３セクター（出資比率５０％以上） 環境省 景観・環境局環境政策課⑤公的団体からの助成 地球環境基金助成金 民間団体（ＮＧＯ）による環境保全活動への資金の助成 　助成金額：4,000千円（規模により、上限緩和有り） 　助成割合：10/10 民間の発意に基づき活動を行う営利を目的としない法人その他の団体 (独)環境再生保存機構 景観・環境局環境政策課- 5 - 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 環境保全促進事業 地域環境及び地球環境にかかる保全活動・教育啓発の推進を図るための事業への助成 　助成金額：2,000千円（都道府県の事業）上限 　　　　　　　　1,000千円（市町村・コミュニティ組織の事業）上限 　助成割合：10/10 県、市町村・コミュニティ組織 (財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課
①市町村への助成 地域環境対策支援事業 産業廃棄物最終処分場周辺の環境調査や環境整備（道路改良等）、不法投棄防止のための工作物設置及び緑化に要する経費に対する助成 　スキーム：県1/2　2/3、市町村1/2　1/3 　助成内容：産業廃棄物最終処分場周辺環境調査、環境整備及び　　　　　　　　 産業廃棄物不法投棄防止対策に係る経費 　助成対象：全市町村（保健所設置市を除く） 　県予算額：15,000千円 市町村 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課
①市町村への助成 産業廃棄物監視支援事業 保健所設置市が実施する産業廃棄物処理施設等からの採取物や放流水等の調査分析や不法投棄防止対策事業への助成 　スキーム：県1/2、市1/2 　助成内容：産業廃棄物の不法投棄防止対策事業 　助成対象：保健所設置市（奈良市） 　県予算額：1,500千円 市町村 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課①市町村への助成 特定産業廃棄物処理対策事業 特定産業廃棄物の処理に対する助成 　スキーム：県1/2、市町村1/2 　助成内容：特定産業廃棄物の処理経費　＠23,000円／トン 　助成対象：御所市ほか５市町 　県予算額：11,437千円 市町村 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課
①市町村への助成 アクアセンター搬入道路整備補助事業 広域的なし尿処理施設設置に伴い地元市が行う周辺環境整備への助成   スキーム：地方道路整備臨時交付金対象事業費から交付金及び　　　　　　　　地方債の元金にかかる地方交付税措置額を除いた額　　　　　　　　について、県1/2、市1/2 　助成内容：し尿処理施設搬入道路整備事業 　助成対象：御所市 　県予算額：29,016千円 市町村 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課
②団体等への助成 「不法投棄ゼロ作戦」推進事業 市長会、町村会等と県とが実行委員会形式で行う「不法投棄ゼロ作戦」推進キャンペーン開催への助成 　スキーム：県10/10 　助成内容：街頭キャンペーン経費等 　助成対象：奈良県不法投棄ゼロ作戦推進キャンペーン実行委員　　　　　　　　 会 　県予算額：1,500千円 実行委員会 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課④国からの助成 循環型社会形成推進交付金 市町村が循環型社会形成の推進に必要な廃棄物処理施設の整備を実施するために、循環型社会形成推進地域計画に基づく事業に対し交付金を交付 　スキーム：1/3（交付金率） 市町村 環境省 景観・環境局廃棄物対策課③県庁力によるサポート 屋外広告物指導取締事業（違反屋外広告物対策事業） 屋外広告業の登録権者である県と、屋外広告物の許可権者である市町村が連携し、集中的な違反是正活動を展開 　支援内容：広域事案対策会議の開催、一斉強化調査の実施等　 　県予算額：132千円 市町村 奈良県 景観・環境局風致景観課③県庁力によるサポート 屋外広告物適正化啓発事業 市町村の違反是正活動のH21年度中の遂行に目途をつけ、その実効性を高めるため、屋外広告物の適正化について事業者に周知 　支援内容：広告業者、チェーンストア等への啓発文書一斉通知　 　県予算額：200千円 市町村 奈良県 景観・環境局風致景観課①市町村への助成 国定公園等施設整備事業（国定公園施設整備市町村補助事業） 自然環境整備計画に基づく、地域の実情に応じた自然歩道・自然公園整備事業に対する助成 　スキーム：国4.5/10　市町村5.5/10 　助成対象：葛城市 　県予算額：12,980千円 市町村 奈良県 景観・環境局自然環境課- 6 - 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当②団体等への助成 吉野山桜樹林保全推進事業 吉野山桜樹林の再生に向けた桜樹林衰退原因の調査研究に対する助成 　スキーム：県1/2以内 　助成対象：（財）吉野山保勝会  　県予算額：750千円 地域づくり団体 奈良県 景観・環境局自然環境課⑤公的団体からの助成 宝くじ桜配布事業 新しいさくらの名所の創設を通じ、国民へ潤い、安らぎ、豊かな環境を提供 　助成内容：桜の苗木の配布 市町村 (財)日本さくらの会 景観・環境局自然環境課①市町村への助成 隣保館運営等事業費補助事業 市町村の隣保館運営等各種の事業に要する経費について補助 　スキーム：国1/2　県1/4  市町村1/4　 　県予算額：424,645千円 市町村 奈良県 くらし創造部人権施策課①市町村への助成 人権啓発推進事業（インターネット差別書込み対策事業補助） インターネット上の差別書込みに対する啓発活動及び情報収集等に対する補助 　スキーム：県1/2　市町村人権･同和問題啓発活動推進本部連　　　　　　　　絡協議会(｢市町村啓発連協｣)  1/2　　 県予算額：676千円 市町村啓発連協 奈良県 くらし創造部人権施策課①市町村への助成 市町村人権問題啓発活動充実強化（市町村啓発連協充実強化事業） 「奈良県市町村人権・同和問題啓発活動推進本部連絡協議会」（市町村啓発連協）に補助することにより、市町村と連携した人権啓発施策を推進 　スキーム：県1/2　市町村啓発連協1/2 　県予算額：2,392千円 市町村啓発連協 奈良県 くらし創造部人権施策課①市町村への助成 市町村人権問題啓発活動充実強化（人権啓発活動地方委託事業） 人権思想の普及高揚を図り、地域住民に人権問題に対する正しい認識を広めるための人権啓発活動を市町村等に委託 　スキーム：国10/10 　県予算額：21,544千円 市町村、市町村啓発連協 奈良県 くらし創造部人権施策課③県庁力によるサポート 人権啓発推進事業（人権啓発に関する人材養成事業） 市町村職員や自治会長に対し、人権啓発等について基礎知識提供や指導者としての資質を培う等を目的とした研修を実施 　支援内容：行政職員人権啓発初任者研修（市町村職員）、人権　　　　　　　　 啓発学習講座（市町村職員）、人権啓発地域住民指　　　　　　　　 導者養成講座(自治会長) 　支援対象：全市町村、自治会長 　県予算額：434千円 市町村、自治会 奈良県 くらし創造部人権施策課
③県庁力によるサポート 人権啓発推進事業（人権パートナー養成・活用事業） 「人権のまちづくり」に向けた人材養成と活用を推進 　支援内容：〈人材の養成〉「人権サポーター」養成講座　　　　　　　　　　　　　　　　　 「人権コーディネーター」養成講座　　　　　　　　〈人材の活用〉 「人権パートナー」活用事業　　　　　　　　　　過去に養成した人権指導者等のフォローアップ、　　　　　　　　　　人材登録を行い、市町村・ＮＰＯ等民間機関での　　　　　　　　　　活用を推進 　支援対象：全市町村、ＮＰＯ等 　県予算額：3,000千円 市町村、ＮＰＯ等 奈良県 くらし創造部人権施策課
③県庁力によるサポート 人権相談支援事業（人権相談ネットワーク推進事業） なら人権相談ネットワーク構成機関の相談員相互の連携や情報交換のため研修会等を実施　 支援内容：相談員研修会等  年２回　 支援対象：全市町村、ＮＰＯ等　 県予算額：325千円 市町村、ＮＰＯ等 奈良県 くらし創造部人権施策課③県庁力によるサポート 人権相談支援事業（相談員資質向上講座開催事業） 人権相談員としての知識を拡充し、各種相談に対する資質、能力を高めるための講座を開催 　支援内容：相談員資質向上講座　５日間　15講座 　支援対象：全市町村、ＮＰＯ等 　県予算額：655千円 市町村、ＮＰＯ等 奈良県 くらし創造部人権施策課④国からの助成 地方改善事業 生活環境等の安定向上を図る必要のある地域の住民の生活環境等の改善を図るため、市町村が設置する共同施設の整備を補助 　スキーム：1/2以内 市町村 厚生労働省 くらし創造部人権施策課- 7 - 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 情報・相談事業（男女共同参画にかかる情報提供・相談員研修会の開催） 市町村に対し男女共同参画にかかる情報提供を行い、行政が行う女性相談事業について理解を深めてもらうとともに、相談員の資質向上を目指す研修会の開催 　支援内容：研修会年2回開催、各回50名 　支援対象：市町村担当課等　 　県予算額：176千円 市町村 奈良県 くらし創造部女性センター
③県庁力によるサポート 講座・セミナー事業（市町村担当職員研修会の開催） 市町村の男女共同参画担当職員が各種施策を実施するにあたり、必要となる知識・スキルを取得するための講座の開催 　支援内容：研修会年1回、40名 　支援対象：市町村担当課職員　 　県予算額：34千円 市町村 奈良県 くらし創造部女性センター
(4) 地域の文化芸術活動を推進するためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 図書館未設置町村支援事業 県内における情報格差、サービスレベル格差の解消に向け、県政主要施策の図書資料・情報を住民に提供するとともに、県庁各機関・民間等とタイアップして専門職員による研修会を実施 　県予算額：3,000千円 図書館未設置町村 奈良県 文化観光局文化課
⑤公的団体からの助成 地域の文化・芸術活動支援事業（創造事業） 市町村等が地域において自主的に実施する文化・芸術事業（音楽・演劇・伝統芸能・美術等）に対する助成 　地域における創造的な文化・芸術活動に資する事業及び同事業 　の企画調査、実施準備事業 　 　助成金額：10,000千円（上限） 　 　助成割合：1/2以内 市町村、文化施設の指定管理者等 (財)地域創造 文化観光局文化課
⑤公的団体からの助成 地域の文化・芸術活動支援事業（連携事業） 市町村等が地域において自主的に実施する文化・芸術事業（音楽・演劇・伝統芸能・美術等）に対する助成 　原則として３以上の地方公共団体等が連携して企画し、共同で 　制作して行うソフト事業で、ワークショップ等を伴う公演及び展 　覧会等 　 　助成金額：5,000千円（上限） 　 　 　 　　　　　（経費45,000千円以上の場合は最大10,000千円） 　 　助成割合：2/3以内 　上記事業の連絡調整事業 　 　助成金額：1,000千円（上限） 　 　助成割合：2/3以内 市町村、文化施設の指定管理者等 (財)地域創造 文化観光局文化課
⑤公的団体からの助成 地域の文化・芸術活動支援事業（単独事業） 市町村等が地域において自主的に実施する文化・芸術事業（音楽・演劇・伝統芸能・美術等）に対する助成　 地方公共団体等が単独で自ら企画制作し、地域の人々の文化・　 芸術に対する理解・共感を広げるような参画に伴いながら取り　 組む事業　 助成金額：5,000千円（上限）　　　　　    　（経費45,000千円以上の場合は最大10,000千円）　 助成割合：2/3以内 市町村、文化施設の指定管理者等 (財)地域創造 文化観光局文化課
⑤公的団体からの助成 地域の文化・芸術活動支援事業（研修事業） 公立文化施設等で企画運営に携わる職員又は地域の文化・芸術活動を担う者に対する実践的な研修の場を提供する目的として地方公共団体等が自ら企画、実践する広域的な研修事業 　助成金額：2,000千円（上限） 　助成割合：1/2以内 市町村、文化施設の指定管理者等 (財)地域創造 文化観光局文化課⑤公的団体からの助成 地域の文化・芸術活動支援事業（公立文化施設活性化計画支援事業） 公立文化施設の地域において果たすべき役割と、それを実現するための方策を登載した計画を策定する事業 　助成金額：2,400千円（上限） 　助成割合：8/10以内 市町村、文化施設の指定管理者等 (財)地域創造 文化観光局文化課- 8 - 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 芸術提供・共催事業 地方公共団体が主催する地域のニーズを踏まえた質の高い音楽、演劇、伝統芸能等の公演の企画提供に関する事業について、財団法人地域創造が共催 　助成金額：音楽　　　　　 10,000千円（上限）　　　　　　　　 演劇、ダンス  5,000千円（上限）　　　　　　　　 伝統芸能　   10,000千円（上限） 　助成割合：1/2以内 市町村、文化施設の指定管理者等 (財)地域創造 文化観光局文化課
⑤公的団体からの助成 公立美術館活性化事業（公立美術館活性化事業） (財)地域創造が企画立案する巡回展に参加しながら、他館との連携の中でスキルアップが図れる、エントリー型の事業 　助成金額：12,000千円（上限） 　助成割合：2/3 市町村、公立美術館の指定管理者等で構成される実行委員会 (財)地域創造 文化観光局文化課
⑤公的団体からの助成 公立美術館活性化事業（公立美術館巡回展支援事業） 公立美術館の自主企画による、コレクションを活用した巡回展の実施を、準備経費を含めて２年間にわたり助成 　助成金額：  2,500千円（１年目準備年度の上限） 　　　　　　　　20,000千円（２年目開催年度の上限） 　助成割合：2/3以内 市町村、公立美術館の指定管理者等で構成される実行委員会 (財)地域創造 文化観光局文化課
⑤公的団体からの助成 公立美術館活性化事業（地域の公立美術館ネットワーク事業） 同一都道府県の公立美術館による連携事業を支援巡回展に限らず同時開催展等多様な形態の展覧会が対象 　助成金額：10,000千円（上限） 　助成割合：2/3以内 市町村、公立美術館の指定管理者等で構成される実行委員会 (財)地域創造 文化観光局文化課⑤公的団体からの助成 地域住民のためのコンサート 地域における文化の振興を支援するため、各地の公立文化ホールに著名な演奏家を派遣し、質の高いコンサートを提供 　助成内容：三井住友海上文化財団、県、市町村の３者共催　　　　　　　　 財団が演奏家謝礼、交通費等を負担する共催方式 市町村 (財)三井住友海上文化財団 文化観光局文化課④国からの助成 伝統文化子ども教室事業 学校、文化施設等を拠点として民俗芸能、邦楽郷土芸能などの伝統文化に関する活動を継続的に体験・習得できる機会を提供 　助成金額：900千円（上限）（採択件数により額を調整） 小学校１年～中学校３年を対象とする伝統文化教室 文化庁 くらし創造部青少年・生涯学習課④国からの助成 文化芸術による創造のまち支援事業 地域の文化芸術活動の環境づくり、人材育成及び子どもたちが参加する文化活動の活性化に寄与する事業を支援地域における文化芸術の創造、発信及び交流を通した文化芸術活動の活性化を図ることにより、我が国の文化水準の向上を図ることを目的とする 市町村、大学、地域の芸術団体、文化施設等による実行委員会 文化庁 くらし創造部青少年・生涯学習課
④国からの助成 芸術拠点形成事業 自ら企画・制作する能力を有する文化会館、劇場等が行う、自主企画・制作公演及び教育普及活動に対する支援 　助成金額：支援対象経費の1/3以内かつ自己負担金の範囲内　　　　　　　　 の額 過去3年間に舞台芸術に関する自主企画等の実勢を有し、所定の要件を満たす文化施設 文化庁 くらし創造部青少年・生涯学習課
④国からの助成 地域人材の活用による文化活動支援事業 地域の文化芸術人材を活用し、学校の文化活動での指導や、放課後、休日における児童生徒の文化芸術活動を支援　 ①実践研究：学校（中学校・高等学校）の文化部活動等を一層促　 　 進するため、地域で活躍する芸術家等を外部指導者として活用　 　 するための実践研究　 ②体験プログラム：小学生が地域において、様々な文化芸術に触　　　れたり、体験したりできるよう、地域の人材を指導者として多彩　　　なプログラムを年間を通じて実施

市町村、地域の芸術文化団体、文化施設等により構成される実行委員会 文化庁 くらし創造部青少年・生涯学習課⑤公的団体からの助成 芸術文化振興基金助成金 地方から文化を発信することを実現しようとしている事業に対して支援 　助成割合：助成対象経費の1/2以内かつ自己負担金の範囲内 　　　　　　　　の額 地域文化施設、アマチュア文化団等 (独)日本芸術文化振興会 くらし創造部青少年・生涯学習課- 9 - 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 地域伝統芸能等保存事業（映像記録保存事業） 各市町村が実施する、各地域で失われつつあり、かつ、記録の少ない伝統芸能等を映像に記録・保存する事業 　助成金額：3,200千円（上限） 　助成割合：8/10以内 市町村 (財)地域創造 教育委員会文化財保存課⑤公的団体からの助成 地域伝統芸能等保存事業（地域伝統芸能継承者育成事業） 継続的に継承者を育成している地域伝統芸能等で、その継承者である青少年等が当該市区町村内に所在する公立文化施設等においてその成果を発表する公演等の事業 　助成金額：1,000千円（上限） 　助成割合：8/10以内 市町村 (財)地域創造 教育委員会文化財保存課
(5) 地域の住まいづくりのためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当
①市町村への助成 住宅新築資金等貸付助成事業

市町村が地域改善対策として実施してきた住宅新築資金等貸付金の償還に伴い生じる財政負担を軽減するための助成 　特定助成事業 　 　住宅新築資金、宅地取得資金貸付に係る当該年度に生じる 　 　元利差（S53年度以降61年度以前の貸付分）を助成 　 　 　スキーム：国1/2　県1/2 　 　 　助成対象：①債権を有する市町村で次の条件を満たすもの　　　　　　　　　　　　　　 貸付件数　　20件以上　　　　　　　　　　　　　　 財政力指数　 0.8未満　等　　　　　　　　　　　②市町村から債権を移管された一部事務組合 　償還推進助成事業 　 　住宅新築資金、宅地取得資金及び住宅改修資金の償還推進 　 　事務、訴訟等回収困難な債権の措置に要する経費 　 　 　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4 　 　 　助成対象：①債権を有する市町村で次の条件を満たすもの　　　　　　　　　　　　　　 財政力指数　 0.8未満　　　　　　　　　　　②市町村から債権を移管された一部事務組合 　県予算額：125,535千円
市町村、市町村から債権を移管された一部事務組合 奈良県 まちづくり推進局住宅課

④国からの助成 地域住宅交付金 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備を推進するために、市町村が地域住宅計画に基づいて行う事業に対する助成　 スキーム：概ね4.5/10 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住宅課④国からの助成 住宅相談事業（地域住宅交付金（提案事業）） 今後ますます需要の増加が予想される住宅相談のうち、地域住宅計画に位置づけられた事業に対する交付金 　スキーム：概ね4.5/10 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住宅課④国からの助成 長期優良住宅等推進事業 長期優良住宅を普及推進するため、先導的な材料・技術・システム等が導入されるなどの先導的モデル事業に対し助成 　スキーム：10/10 団体等 国土交通省 まちづくり推進局住宅課④国からの助成 地域木造住宅市場活性化推進事業 地域建材を活用した木造住宅を振興するため、住宅関連事業者団体が行う木造住宅の供給体制整備などの事業に対し助成 　スキーム：10/10 団体等 国土交通省 まちづくり推進局住宅課④国からの助成 地域住宅モデル普及推進事業 二地域居住等を促進するため、生活体験施設の整備を行う団体等に対し補助を行う市町村に助成 　スキーム：10/10 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住宅課④国からの助成 住宅市街地総合整備事業 既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、美しい市街地景観の形成、密集市街地の整備改善等を図るため、住宅等の建設、公共施設の整備等を総合的に行う。 　スキーム：1/3～2/3 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住宅課⑥アドバイス・相談 住まいづくりアドバイザー派遣支援事業 今後ますますの需要の増加が予想される住宅相談に的確かつきめ細かな対応をするため、市町村が開設する住宅相談窓口に対し、市町村の要請に基づき、県が養成した「住まいづくりアドバイザー」を派遣 － 奈良県 まちづくり推進局住宅課- 10 - 地域でくらすためのサポート



(1) 地域福祉へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 民生児童委員活動費 民生委員活動費負担金、児童委員活動費負担金、地区民協活動推進費負担金、民生委員推薦会負担金 　民生・児童委員及び民生委員関係機関の活動等に対する負担金 　 　スキーム：県 10/10 　 　助成内容：民生・児童委員活動費、地区民協活動費、民生委員　　　　　　　　　　推薦会経費 　 　助成対象：全市町村 　 　県予算額：85,424千円 市町村 奈良県 福祉部福祉政策課
①市町村への助成 地域ケア推進ネットワーク等構築事業 住民、行政、福祉関係団体とのネットワークづくりを行い要援護者全般に対する支援体制整備をモデル実施コミュニティソーシャルワーカーの配置、地域福祉推進会議等の開催 　スキーム：国 1/2（間接）　県 1/4　市町村 1/4 　助成対象：モデル市町村　２地区 　県予算額：6,611千円 市町村 奈良県 福祉部福祉政策課②団体等への助成 ボランティア活動振興事業 地域ボランティア活動の育成 　助成内容：ボランティア研究集会等の開催委託等 　助成対象：県ボランティア連絡協議会 　県予算額：672千円 県ボランティア連絡協議会 奈良県 福祉部福祉政策課③県庁力によるサポート 地域福祉計画策定支援事業 「市町村地域福祉計画」の計画策定を支援 　支援内容：市町村連絡協議会を開催し、県内外の事例紹介や具体　　　　　　　　 的な策定手法等について検討を実施 　支援対象：全市町村 　県予算額：84千円 市町村 奈良県 福祉部福祉政策課③県庁力によるサポート 介護就労お助け事業 福祉施設に関心の高い求職者を雇い入れ、就労機会を確保するとともに、介護職員の負担を軽減し、施設サービスの質の向上を図る。 　支援内容：県社会福祉協議会及び県内社会福祉施設へ補助 　支援対象：県社会福祉協議会、県内社会福祉施設 　県予算額：129,361千円 社会福祉法人等 奈良県 福祉部福祉政策課③県庁力によるサポート 中国帰国者地域生活支援事業 中国帰国者援護担当者研修会 　中国残留邦人等の援護を行う市町村職員に対して、地域社会にお   ける相互理解と交流の促進等のための研修を実施 　   支援内容：中国残留邦人問題の背景と施策等について研修　　　　　　　　　　実施回数　年１回 　   支援対象：中国残留邦人支援対象市町村 　 　県予算額：48千円 市町村 奈良県 福祉部福祉政策課
④国からの助成 セーフティネット支援対策事業費補助金（地域福祉等推進特別支援事業） 地域社会における今日的課題の解決を目指す先駆的・試行的取組に対する助成 　スキーム：1/2 市町村 厚生労働省 福祉部福祉政策課④国からの助成 セーフティネット支援対策等事業費補助金 中国残留邦人等が地域で安心して生活できる環境づくりを推進するため、地域における多様なネットワークを活用し、地域の中での理解や見守り・支え合いなど社会的自立を促進するための事業に対し助成 　スキーム：10/10 市町村 厚生労働省 福祉部福祉政策課④国からの助成 セーフティネット支援対策等事業費補助金(自立支援プログラム策定実施推進事業) 自立支援プログラムの策定・実施を推進するため、生活保護受給者等の自立・就労支援のための福祉事務所の実施体制及び多様かつ重層的なメニュー・各種サービスを整備する事業に対する補助　 スキーム：1/2及び10/10 市町村 厚生労働省 福祉部援護室④国からの助成 セーフティネット支援対策等事業費補助金(生活保護適正実施推進事業) 生活保護の適正な運営を確保するため、診療報酬明細書の点検強化等による医療扶助の適正化、収入資産調査の充実強化等による認定事務の適正化、生活保護関係職員の資質向上のための研修の実施等、各種適正化の取組を推進する事業に対する補助 　スキーム：1/2及び10/10 市町村 厚生労働省 福祉部援護室

２２２２．．．．地域地域地域地域のののの医療医療医療医療・・・・福祉福祉福祉福祉へのへのへのへのサポートサポートサポートサポート
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 セーフティネット支援対策等事業費補助金(ホームレス対策事業) ホームレス又はホームレスとなるおそれのある者の自立を支援するため、巡回相談、宿所の提供、生活指導を行うことにより、地域社会で自立し安定した生活が営めるよう支援する事業に対する補助 　スキーム：1/2 市町村 厚生労働省 福祉部援護室⑤公的団体からの助成 中央競馬馬主社会福祉財団助成事業 障害者の福祉施設に対する助成老人、母子及び児童のため福祉施設に対する助成社会福祉施設職員等の海外研修及び国内研修に対する助成国又は地方公共団体が後援等を行っている公益事業に対する協賛 　助成割合：3/4 社会福祉施設等 中央競馬馬主社会福祉財団 福祉部福祉政策課⑤公的団体からの助成 共同募金会共同募金配分 社会福祉団体の実施する事業に対する募金の配分 　市町村社会福祉協議会、児童福祉施設連盟、里親会、（財）奈良県　 交通遺児等援護会などに対し助成 　 　助成金額：500千円（上限） 　 　助成割合：3/4以内 団体 (社福)奈良県共同募金会 福祉部福祉政策課⑤公的団体からの助成 体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の補助 社会福祉の増進に関する事業に対する助成 　児童、高齢者、障害者の各施設における整備事業、児童・高齢者 　に対する虐待の早期発見、早期対応に関する調査研究、身体障害　 者補助犬の普及、自殺予防に関する調査、研究等） 　 　助成割合：重点事業　4/5　　　　　　　　　　一般事業　3/4 社団法人、財団法人、社会福祉法人、ＮＰＯ法人 (財)日本自転車振興会(財)日本小型自動車振興会 福祉部福祉政策課⑤公的団体からの助成 福祉車両配備事業 訪問入浴者、介護支援車等福祉車両の配備助成 　助成金額：3,080千円（上限） 社団法人、財団法人、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、ボランティア団体等 (財)日本船舶振興会(日本財団） 福祉部福祉政策課⑤公的団体からの助成 独立行政法人福祉医療機構長寿・子育て・障害者基金事業助成金 社会福祉の振興に寄与する事業を行う法人又は団体が行う、機構が定める要件に該当する「長寿・子育て・障害者」に係る活動に対して助成 　助成金額：特別分　5,000千円（上限）　　　　　　　　 地方分　2,000千円（上限）　　　　　　　　 地域分モデル事業　2,000千円（上限） 　助成割合：10/10 社会福祉の振興に寄与する事業を行う法人又は団体 独立行政法人福祉医療機構 福祉部障害福祉課長寿社会課こども家庭局こども家庭課⑤公的団体からの助成 共生のまちづくり助成事業 総務省の「少子・高齢化対策事業取扱要領」による事業計画に基づく事業及び同様の事業への助成 　助成金額：10,000千円（施設等の整備を含まない事業は5,000千円） 　　　　　　　　（上限） 　助成割合：10/10 市町村 (財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 保健・医療・福祉事業等推進事業 市町村が行う保健・医療・福祉等の施策の企画・立案、実施・評価のため、地域住民を対象とした意識、実態、ニーズ等の調査・分析を行う事業への助成（事業をすべて外部委託するものは対象外） 　助成金額：5,000千円（上限） 　助成割合：10/10 市町村 (財)地域社会振興財団 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談市町村恩給援護事務担当者会議 旧軍人軍属の恩給、戦傷病者及び戦没者遺族への援護事務に関する市町村担当者への説明会を実施 － 奈良県 福祉部福祉政策課
(2) 障害者福祉へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 障害者自立支援介護給付事業 障害者自立支援のための介護給付費負担金 　居宅介護・生活介護等 　 　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4 　 　助成対象：全市町村 　 　県予算額：1,719,946千円 市町村 奈良県 福祉部障害福祉課①市町村への助成 障害者自立支援訓練等給付事業 障害者自立支援のための訓練等給付費負担金 　就労移行支援・共同生活援助等 　 　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4 　 　助成対象：全市町村 　 　県予算額：477,163千円 市町村 奈良県 福祉部障害福祉課- 12 - 地域の医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 自立支援医療事業 身体障害者の障害の軽減、除去を目的として給付する医療費に対する助成 　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4 　助成対象：全市町村 　県予算額：294,194千円 市町村 奈良県 福祉部障害福祉課
①市町村への助成 障害者（児）自立支援施設運営費 障害者施設自立支援給付費（身体、知的） 　障害者自立支援のための知的障害者及び身体障害者施設訓練　 給付費等に対する県負担金 　 　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4 　 　助成対象：全市町村 　 　県予算額：558,937千円 市町村 奈良県 福祉部障害福祉課
①市町村への助成 市町村地域生活支援事業 障害者のニーズに応じた事業を実施する市町村に対する助成相談支援事業、コミニュケーション支援事業、日常生活用具給付等事業、移動支援事業、地域活動支援センター機能強化事業他 　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4 　助成対象：全市町村 　県予算額：233,000千円 市町村 奈良県 福祉部障害福祉課
①市町村への助成 小規模通所授産施設運営費補助 小規模通所授産施設に対する運営費助成 　助成内容：対象作業所数　継続２ヶ所　　　　　　　　 10,000千円×２カ所×3/4＝15,000千円 　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4 　助成対象：桜井市　葛城市 　県予算額：15,000千円 市町村 奈良県 福祉部障害福祉課
①市町村への助成 心身障害者通所援護事業 心身障害者福祉作業所に対する運営費助成 　助成内容：対象作業所数　継続１１箇所　　　　　　　　 補助単価　 ５～ ８人　5,100千円×0.8　　　　　　　　　　　　　　　　９～14人　5,750千円×0.8　　　　　　　　　　　　　　　 15～19人　6,750千円×0.8　　　　　　　　　　　　　　　 重度加算月額　5,700円/人×0.8 　スキーム：県1/2  市町村1/2 　助成対象：市町村 　県予算額：25,028千円 市町村 奈良県 福祉部障害福祉課
①市町村への助成 補装具給付事業 身体障害者の日常生活能力を高めるための補装具の経費に対する助成 　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4 　助成対象：全市町村 　県予算額：66,086千円 市町村 奈良県 福祉部障害福祉課
①市町村への助成 障害者自立支援特別対策事業 障害者自立支援法の円滑な施行を図るための特別対策事業の実施市町村に対する助成 　スキーム：事業者に対する激変緩和措置に対する経費　　　　　　　　　 国1/2（基金に積み立てて繰入）　県1/4　市町村1/4　　　　　　　　新法移行のための緊急的な経過措置に対する経費　　　　　　　　　 国10/10（基金に積み立て) 　助成対象：全市町村 　県予算額：367,038千円 市町村 奈良県 福祉部障害福祉課
①市町村への助成 精神障害者社会復帰施設運営費補助金（精神障害者小規模通所授産施設運営事業） 在宅精神障害者への生活指導や作業指導を行う小規模通所授産施設への運営費補助を行う市町村に対する助成 　スキーム：県3/4（国1/2　県1/4）　市町村1/4 　助成内容：10,000千円（補助上限額）×5施設×3/4＝37,500千円 　助成対象：奈良市、天理市 　県予算額：37,500千円 市町村 奈良県 健康安全局健康増進課
①市町村への助成 小規模作業所運営費補助事業 回復途上にある在宅精神障害者への生活指導や作業指導を行う小規模作業所への運営費補助を行う市町村に対する助成 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成内容：補助基本額　7,890千円 　助成対象：橿原市、桜井市 　県予算額：7,890千円 市町村 奈良県 健康安全局健康増進課

- 13 - 地域の医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 障害者自立支援制度施行事業（精神障害者医療費助成事業） 精神障害者の医療費のうち、自己負担分に対し補助を行う市町村に対する助成 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象：全市町村 　県予算額：41,217千円 市町村 奈良県 健康安全局健康増進課③県庁力によるサポート 障害児等療育圏域支援モデル事業 障害児が身近な圏域で継続的な療育支援が受けられるよう、療育・発達支援コーディネーターを配置し、市町村の療育支援体制整備を支援 　支援内容：ライフステージ支援及びネットワーク構築　　　　　　　　 Ｈ20～22において南和障害福祉圏域でモデル実施 　支援対象：南和障害福祉圏域内市町村 　県予算額；5,000千円 市町村(南和障害福祉圏域) 奈良県 福祉部障害福祉課
③県庁力によるサポート 人材育成事業 障害程度区分認定調査員研修 　全国一律の基準に基づき、客観的かつ公平・公正に障害者給付等   の事務が行われるよう、障害程度区分認定調査員（一部市村職 　員）に対する研修を実施 　 　支援内容：障害程度区分認定調査員研修　　　　　　　　　　実施回数　１回  　研修受講予定者　５０名 　 　支援対象：全市 　 　県予算額：203千円 市町村 奈良県 福祉部障害福祉課
③県庁力によるサポート 精神保健福祉センター事業 市町村職員に対する精神保健研修 　精神保健福祉法に基づく精神障害者への支援を実施するための知 　識及び能力の向上を図るための研修会を実施 　 　支援内容：精神保健専門研修等　　　　　　　　　　実施回数　年2回　　募集人員  各回78名 　 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 健康安全局健康増進課⑥アドバイス・相談市町村職員精神保健研修 市町村の職員が、精神保健福祉法に基づく精神障害者への支援を実施するための知識及び能力の向上を図るための研修会を実施 － 奈良県 健康安全局健康増進課
(3) 高齢者福祉へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 介護給付費負担金等 介護給付費負担金 　介護給付に要する経費を負担 　 　スキーム：施設給付費　　　　　　　　　　　国20% 県17.5% 市町村12.5% 保険料50%　　　　　　　　　 居宅給付費　　　　　　　　　　　国25% 県12.5% 市町村12.5% 保険料50% 　 　助成対象：全市町村 　 　県予算：10,865,912千円 市町村 奈良県 福祉部長寿社会課
①市町村への助成 地域支援事業交付金 地域支援事業に要する経費を負担（介護給付費見込み額の3.0％以内） 　スキーム：介護予防事業　　　　　　　　　 国50％　県25％　市町村12.5％　保険料50％　　　　　　　　包括的支援事業、任意事業　　　　　　　　　 国40％　県20％　市町村20％　保険料20％ 　助成対象：全市町村 　県予算額：354,000千円 市町村 奈良県 福祉部長寿社会課
①市町村への助成 低所得者利用者負担額減免措置事業 障害者ホームヘルパー利用者等支援措置事業社会福祉法人利用者負担減免措置事業 　低所得利用者の利用者負担額を軽減 　 　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4 　 　助成対象：全市町村　 　 　県予算：3,288千円 市町村 奈良県 福祉部長寿社会課
①市町村への助成 老人クラブ活動助成事業 市町村の各地区の老人クラブが行う活動に助成　 助成内容：補助基準額　適正クラブ　   　3,100円  　       　　　　　　　　　　　過疎地小規模　1,550円　 スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3　 助成対象：全市町村　 県予算：29,426千円 市町村 奈良県 福祉部長寿社会課- 14 - 地域の医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 市町村老人クラブ連合会活動助成促進事業 市町村老人クラブ連合会が行う活動に助成 　助成内容：補助基準額　　　　　　　　　　会員数割　　　  65千円　　　　　　　　　　 1事業あたり  227千円 　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 　助成対象：全市町村 　県予算：13,220千円 市町村 奈良県 福祉部長寿社会課
③県庁力によるサポート 地域ケア推進ネットワーク等構築事業

高齢者包括ケア体制モデル事業 　地域支援センターを中心に、保健・医療・介護・福祉の連携に加え、 　民生委員やボランティアなどによる見守りも含め、様々なサービス 　が提供できるシステムの構築する 　 　支援内容：県職員を定期的・継続的に現場レベルに派遣し、高　　　　　　　　　　齢者包括ケアの実践・成功例を構築　　　　　　　　　　スーパーバイザー(県医師会理事)による支援・助言　　　　　　　　　　医療機関、介護関係者、民生委員等からなるネット　　　　　　　　　　ワークによる支援を実施。　　  支援対象：モデル市町村（大和郡山市）高齢者包括ケアモデル展開事業 　20年度から実施しているモデル事業を評価・分析し他市町村へ   展開する 　 　支援内容：支援を要請する市町村の状況に応じ、県職員を定期　　　　　　　　　　的・継続的に現場レベルに派遣やスーパーバイザー　　　　　　　　　　（県医師会理事）による支援・助言を実施 　 　支援対象：全市町村のうち意欲ある市町村３程度 　県予算額：2,100千円
市町村 奈良県 福祉部長寿社会課

③県庁力によるサポート 高齢者虐待防止支援事業 高齢者虐待専門部会による意見交換等を実施し、高齢者虐待に対応する市町村を支援 　支援内容：高齢者虐待防止専門部会　　実施回数年２回　　　　　　　　 高齢者虐待検討ワーキンググループ  実施回数年６回 　支援対象：全市町村 　県予算：1,292千円 市町村 奈良県 福祉部長寿社会課③県庁力によるサポート 地域包括支援センター支援事業 地域包括支援センター業務に携わる市町村職員の資質向上 　支援内容：研修機関への派遣　　　　　　　　 地域包括支援センター部会　実施回数年２回 　支援対象：全市町村 　県予算額：3,264千円 市町村 奈良県 福祉部長寿社会課
③県庁力によるサポート 地域で支える認知症支援事業 キャラバンメイトの養成 　認知症高齢者を地域でサポートするキャラバン・メイト及び認知症　 サポーターを養成する 　 　支援内容：キャラバン・メイト養成事業　実施回数年２回 　 　支援対象：全市町村認知症フォーラムの開催 　認知症に関する正しい知識と普及のためフォーラムを実施 　 　支援内容：基調講演、パネルディスカッション 年１回実施 　 　支援対象：全市町村 　県予算：11,979千円 市町村 奈良県 福祉部長寿社会課
③県庁力によるサポート 介護予防に関する事業評価・市町村支援事業 介護予防に関して事業の効果の検証を実施するとともに、介護予防事業等の課題検討の場を設置し、介護保険者である市町村を支援 　支援内容：介護予防事業専門部会　実施回数年２回 　支援対象：全市町村 　県予算額：1,779千円 市町村・地域団体 奈良県 福祉部長寿社会課③県庁力によるサポート 保険者支援事業 介護保険制度の円滑な実施に向け、市町村への指導・支援を実施   支援内容：保険者指導　随時   支援対象：全市町村   県予算：4,093千円 市町村 奈良県 福祉部長寿社会課③県庁力によるサポート 認定調査員等研修事業 認定調査員（一部市町村職員）等に関する研修を実施し、公平・公正かつ適切な要介護認定等を推進 　支援内容：認定調査員研修　実施回数年４回　　　　　　　　 介護認定審査会運営適正化研修　実施回数年２回 　支援対象：全市町村 　県予算額：3,925千円 市町村 奈良県 福祉部長寿社会課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 介護給付適正化推進事業 介護給付適正化計画の推進により、市町村における介護保険適正化事業を支援 　支援内容：給付適正化会議　実施回数年３回　　　　　　　　 介護給付適正化システム活用研修会　　　　　　　　 介護給付適正化システム活用事例集の作成 　支援対象：全市町村 　県予算：344千円 市町村 奈良県 福祉部長寿社会課
③県庁力によるサポート 小規模多機能型居宅介護（「訪問」「通い」「泊まり」一体型サービス）普及促進事業

可能な限り住み慣れた地域で、利用者のニーズに応じた24時間365日切れ目のないサービスを提供できる小規模多機能型居宅介護の普及促進を図る。 　小規模多機能型居宅介護事業所職員研修受講支援 　小規模多機能型居宅介護利用促進事業 　 　支援内容：未利用者の試行的利用経費補助のほか、市町村担　　　　　　　　　　当会議を開催する。 　 　支援対象：全市町村 　 　県予算：30,000千円 市町村 奈良県 福祉部長寿社会課
④国からの助成 地域介護・福祉空間整備交付金 市町村が地域密着型サービス、介護予防拠点など日常生活圏域で利用されるサービス拠点を整備するための交付金 　スキーム：整備を行う施設種別ごとの定額交付金 市町村 厚生労働省 福祉部長寿社会課④国からの助成 地域介護・福祉空間推進交付金 市町村が地域密着型サービス等の導入のため特に必要と認められる場合に、設備やシステムに要する経費を助成するための交付金 　スキーム：整備を行う設備等に対する定額交付金 市町村 厚生労働省 福祉部長寿社会課④国からの助成 介護従事者処遇改善臨時特別交付金（仮称） 介護報酬改定（プラス3.0％）に伴う介護保険料の上昇を抑制するための交付金を交付 　スキーム：介護保険料の上昇分を抑制するために必要な経費を 　　　　　　　 交付し、市町村に基金を造成する 市町村 厚生労働省 福祉部長寿社会課⑤公的団体からの助成 介護保険等整備推進事業 市町村が行う介護保険等の整備推進に関する事業への助成 　助成金額：2,000千円（上限） 　助成割合：10/10 市町村 地域社会振興財団 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談市町村介護保険初任者研修会 人事異動等に伴い、新たに介護保険を担当することになった市町村職員を対象に、介護保険制度等に関するしくみや内容等について研修を実施 － 奈良県 福祉部長寿社会課⑥アドバイス・相談高齢者虐待防止研修会 市町村及び地域包括支援センターの職員を対象に、高齢者虐待防止に関して、新規配属職員向けの基礎研修と、実務者向けの研修を実施 － 奈良県 福祉部長寿社会課⑥アドバイス・相談地域包括支援センター部会 市町村、地域包括支援センター、県等の関係機関によるネットワークを構築するため、県市町村介護保険制度推進協議会のもとに部会を設置し、介護予防に関する事例検討など実施 － 奈良県 福祉部長寿社会課⑥アドバイス・相談認知症キャラバン・メイト養成研修 市町村及び地域包括支援センター等の職員を対象に、認知症サポーター養成講座の講師役となるキャラバン・メイトを養成 － 奈良県 福祉部長寿社会課⑥アドバイス・相談介護サービス事業所指定・指導事務研修会 介護サービス事業者への立入権限及び地域密着型サービス事業者指定権限に関し、必要な知識修得等を目的として、市町村職員を対象に指定事務手続き、指導方法、関係法令等についての研修を実施 － 奈良県 福祉部長寿社会課⑥アドバイス・相談認定調査員研修 介護保険制度における認定調査に従事する市町村職員を対象に、要介護認定における公平・公正かつ適切な認定調査を実施するために必要な知識の修得等を目的とする研修を実施 － 奈良県 福祉部長寿社会課
(4) 医療保険へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 国民健康保険財政調整交付金 国民健康保険に対する県の財政調整交付金 　スキーム：県負担率  保険給付費等の７％ 　助成対象：全市町村（国保） 　県予算額：5,050,000千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課- 16 - 地域の医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当
①市町村への助成 国民健康保険保険基盤安定化事業 国民健康保険基盤安定化事業 　低所得者の保険料（税）軽減相当額を公費で補填 　 　スキーム：県3/4  市町村1/4 　 　助成対象：全市町村（国保）国民健康保険者支援事業 　低所得者を多く抱える市町村保険者を支援するために低所得者数 　に応じて保険料（税）の一定割合を公費で補填 　 　スキーム：国1/2（直接補助） 県1/4  市町村1/4 　 　助成対象：全市町村（国保） 　県予算額：3,357,000千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課
①市町村への助成 国民健康保険高額医療費共同事業財政助成事業 市町村保険者を対象として奈良県国保連合会が行う高額医療費共同事業における市町村拠出金の1/4を、県が負担 　スキーム：国1/4（直接補助）　県1/4　市町村（国保）1/2 　助成対象：全市町村（国保） 　県予算額：636,000千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課①市町村への助成 国民健康保険特定健康診査・特定保健指導負担金事業 高齢者の医療の確保に関する法律に基づき市町村国保が実施する特定健康診査等に対する負担金 　スキーム：国1/3（直接補助)　県1/3　市町村（国保）1/3 　助成対象：全市町村（国保） 　県予算額：275,000千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課
①市町村への助成 後期高齢者医療給付事業 後期高齢者の医療給付費定率負担 　後期高齢者の医療費のうち自己負担を除く費用の一部を公費負担 　 　助成内容：対象者75歳以上（65歳以上で一定の障害があると認　　　　　　　　　　定を受けた者を含む） 　 　スキーム：国4/12（直接補助）　県1/12　市町村1/12後期高齢者高額医療費公費負担 　高齢者の高額な医療費のうち、保険料負担分の一部を公費負担 　 　助成内容：80万円超の医療費に対して負担 　 　スキーム：国1/4（直接補助）　県1/4　広域連合1/2 　 　助成対象：奈良県後期高齢者医療広域連合 　県予算額：9,303,000千円

奈良県後期高齢者医療広域連合 奈良県 福祉部保険福祉課
①市町村への助成 後期高齢者医療保険基盤安定化事業 後期高齢者医療保険基盤安定化事業 　低所得者等に対する保険料の軽減分を公費で補填 　 　スキーム：県3/4　市町村1/4 　 　助成対象：全市町村後期高齢者医療不均一保険料差額補填事業 　一人当たり医療費が県平均より著しく低い地域に対して課する不 　均一保険料と均一保険料との差額を補填 　 　対象地域：山添村　曽爾村　下北山村　上北山村 　 　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/2 　 　助成対象：奈良県後期高齢者医療広域連合 　県予算額：1,501,000千円

市町村、奈良県後期高齢者医療広域連合 奈良県 福祉部保険福祉課
①市町村への助成 後期高齢者健康診査補助事業 高齢者に対する健康診査に係る経費の一部に助成し、受診者の自己負担額を軽減 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成期間：２年間(H20-H21) 　助成対象：奈良県後期高齢者医療広域連合  　県予算額：10,000千円 奈良県後期高齢者医療広域連合 奈良県 福祉部保険福祉課
①市町村への助成 老人医療費助成事業 老人に対する医療費の一部を助成 　助成内容：対象者　昭和15年７月31日までに生まれた70歳未満の　　　　　　　　　　　　　　老人（2,506人） 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象：全市町村 　県予算額：82,000千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課
①市町村への助成 乳幼児医療費助成事業 乳幼児に対する医療費の一部を助成 　助成内容：対象者  ０歳～就学前の乳幼児（63,869人） 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象：全市町村 　県予算額：639,000千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課- 17 - 地域の医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 心身障害者医療費助成事業 心身障害者に対する医療費の一部を助成 　助成内容：対象者　身障手帳１・２級又は療育手帳Ａ所持者（重度　　　　　　　　　　　　　　心身障害老人等医療費助成対象者を除く、　　　　　　　　　　　　　　9,630人） 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象：全市町村 　県予算額：611,000千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課
①市町村への助成 母子医療費助成事業 母子に対する医療費の一部を助成 　助成内容：対象者　母子家庭の母等と18歳到達後最初の３月31日　　　　　　　　　　　　　　までの児童（26,855人） 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象：全市町村 　県予算額：279,000千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課
①市町村への助成 重度心身障害老人等医療費助成事業 重度心身障害者老人等に対する医療費の一部を助成 　助成内容：対象者　長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の適用　　　　　　　　　　　　　　を受けている重度心身障害老人等（11,823人） 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象：全市町村 　県予算額：447,000千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課
①市町村への助成 福祉医療費助成事務費 老人、乳幼児、心身障害者、母子及び重度心身障害老人等医療費助成事業の事務費に対する助成 　助成内容：集計手数料 　助成対象：全市町村 　県予算額：29,652千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課①市町村への助成 福祉医療費資金貸付事業 福祉医療制度の対象者が医療機関の窓口で支払う一時的な資金需要に対応するため市町村が創設する貸付金制度への無利子貸付 　助成対象：全市町村 　県予算額：10,000千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課③県庁力によるサポート 医療費適正化推進事業 市町村国保による特定健診等への支援等在宅療養の利用促進を図るための調査の実施 　支援内容：特定健診等を実施している国保保険者との検討会 　支援対象：全市町村（国保） 　県予算額：4,925千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課
(5) 子育てへのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 保育所等児童保護措置費 私立保育所及び母子生活支援施設、助産施設への入所費用に要する経費の一部を助成 　スキーム：保育料等徴収金を控除した残額を国1/2（直接助成）、　　　　　　　　県1/4、市町村1/4で負担 　助成内容：（支弁額－徴収金）×1/4 　県予算額：801,156千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課①市町村への助成 休日保育事業費補助 休日保育の実施に対する助成 　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 　県予算額：2,344千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課①市町村への助成 一時保育事業費補助 一時的な保育が必要な児童の保育実施に対する助成 　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 　県予算額：39,204千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課①市町村への助成 病児・病後児保育事業費補助 病児・病後児・体調不良児の保育に対する助成 　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 　助成内容：病児　8,480千円×2/3　　　　　　　　 病後児(4人)　6,790千円×2/3　　　　　　　　 病後児(2人)　4,630千円×2/3　　　　　　　　 体調不良児　4,410千円×2/3 　県予算額：47,976千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 ２歳未満児保育実施事業費補助 １歳児に対する職員配置を6:1から5:1に改善するために必要な経費に対する助成（民間保育所のみ） 　スキーム：県1/2 市町村1/2 　助成内容：1,780円（月額）×対象児童数×1/2 　県予算額：12,234千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課
①市町村への助成 障害児保育受入促進事業費補助 ４名以上の障害児を受け入れ、かつ、基準以上の保育士加配をしている保育所に対し人件費を助成 　スキーム：県　10/10 　助成内容：障害児4～7名　900千円　障害児8～11名　1,900千円　　　　　　　　 障害児12名以上　3,000千円 　県予算額：31,400千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課
①市町村への助成 家庭支援推進保育事業費補助 家庭支援推進保育事業費助成（県単） 　家庭環境に対する配慮などが必要な児童が多数入所している保育 　所の保育士加配に対する助成 　 　スキーム：県　10/10 　 　助成内容：１保育所　843千円 　 　県予算額：26,254千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課
①市町村への助成 待機児童解消促進等事業費補助 保育所分園や保育所以外での一時保育に対する助成及び認可外保育施設職員の健康診断実施に対する助成 　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 　助成内容：保育所分園  1,200千円×2/3　　　　　　　　 保育所以外    600千円×2/3　　　　　　　　 認可外健康診断　3,900円×人数×2/3 　県予算額：3,532千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課
①市町村への助成 安心子育て支援対策事業 「安心こども基金」を活用し、子どもを安心して育てることができるよう実施された体制整備に必要な経費に対する助成 　助成内容：①保育所等整備事業　　　　　　　　②保育の質の向上のための研修事業等 　スキーム：①国1/2　市町村1/4  法人1/4　　　　　　　　②国1/2　市町村1/2   県予算額：396,936千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課
①市町村への助成 放課後児童健全育成事業費補助 放課後児童健全育成事業補助金 　放課後児童クラブ運営費に対する助成 　 　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 　 　県予算額　318,229千円放課後児童クラブ支援事業 　放課後児童クラブ指導員の健康診断実施及び放課後児童クラブ 　へのボランティア派遣実施に対する助成 　 　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 　 　県予算額：1,225千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課
①市町村への助成 放課後児童クラブ施設整備費補助事業 放課後児童クラブの施設整備に対する助成 　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 　県予算額：114,230千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課①市町村への助成 放課後児童クラブ等機能強化事業 児童の健全育成や安全管理のために必要な物品購入に対する助成 　スキーム：国1/2　市町村1/2 　助成内容：放課後児童クラブ、児童館、認可外保育施設、へき地　　　　　　　　 保育所　100千円×1/2　　　　　　　　 証明書発行の認可外保育施設　200千円×1/2 　県予算額：8,550千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課①市町村への助成 児童館運営費補助 児童館運営費助成  母親クラブなどの地域組織活動の促進を図るための活動費を助成  スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3  県予算額：1,511千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課- 19 - 地域の医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 地域子育て支援拠点事業費補助 子育て親子の交流や子育て相談等子育て支援の拠点となる事業に対する助成 　スキーム：国1/3  県1/3 市町村1/3 　県予算額：125,223千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課
①市町村への助成 児童手当県負担金 児童手当の給付に伴う県負担金 　スキーム：３歳未満被用者　　　　　　　　　 国1/10（直接補助） 県1/10 市町村1/10  事業主7/10　　　　　　　　３歳未満特例給付　 事業主10/10　　　　　　　　その他の区分　　　　　　　　　 国1/3（直接補助）  県1/3　市町村1/3 　県予算額：2,645,884千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課
①市町村への助成 母子家庭等日常生活支援事業 家庭生活支援員を派遣し母子家庭等の家事援助を行う市町村への助成 　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4 　県予算額：41千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課①市町村への助成 ひとり親家庭生活支援事業 ひとり親家庭の生活基盤安定を図る市町村への助成 　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4 　県予算額：51千円 市町村 奈良県 こども家庭局こども家庭課③県庁力によるサポート 児童福祉施設職員研修会実施費 児童健全育成、保育、給食等に関する専門的知識や技術に関する研修の実施 　支援内容：放課後児童指導員等研修会、保育所関係者研修会、　　　　　　　　 給食関係者研修会、栄養士研修会 　支援対象：保育所等児童福祉施設職員、放課後児童クラブ指導員　　　　　　　　 等 　県予算額：815千円 市町村・児童福祉施設職員 奈良県 こども家庭局こども家庭課③県庁力によるサポート 児童館活動充実費 児童館活動の活性化、地域のボランティア育成を図る研修等の実施 　支援内容：研修会実施、交流会、広報活動 　支援対象：児童館職員、地域子育て支援ボランティア等 　県予算額：1,000千円 市町村・地域ボランティア・児童福祉施設職員 奈良県 こども家庭局こども家庭課
③県庁力によるサポート 「みんなで見守る」児童虐待の防止・支援事業

児童虐待の関係機関（者）の意識改革・意識向上、対応スキルの向上のための支援実施 　スーパーアドバイスチーム派遣支援事業 　 　支援内容：法的助言等専門的アドバイスを実施　  　支援対象：市町村、関係機関等　  　県予算額：4,308千円 　意識改革・スキル向上のための研修  　　支援内容：基礎研修、専門実務研修　  　支援対象：市町村・関係機関  　　県予算額：416千円
市町村・関係機関 奈良県 こども家庭局こども家庭課

④国からの助成 次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金） 次世代育成支援対策推進法に規定する行動計画に基づき市町村が実施する子育て支援事業その他次世代育成支援対策に資する事業を支援するための交付金　 スキーム：定額補助（対象事業をポイントに換算し、予算の範囲内　　　　　　　　で助成。概ね１ポイント100千円） 市町村 厚生労働省 こども家庭局こども家庭課④国からの助成 次世代育成支援対策施設整備交付金（ハード交付金） 待機児童解消等のため、次世代育成支援対策推進法に規定する行動計画をもとに市町村が作成する整備計画に基づく交付金（保育所、子育て支援のための拠点施設に関する整備は、平成21年度、22年度の2ヵ年は子育て支援臨時特例交付金事業にて実施） 　スキーム：定額補助（整備の規模・種別により定められた交付基礎　　　　　　　　点数に基づき積算。1点1千円）） 市町村 厚生労働省 こども家庭局こども家庭課④国からの助成 保育所運営費国庫負担金 私立の保育所への運営費支弁に対する国庫負担金 　スキーム：国1/2　県1/4  市町村1/4 市町村 厚生労働省 こども家庭局こども家庭課④国からの助成 児童育成事業推進等対策事業補助金 児童健全育成に資する模範的・先駆的事業の実施に対する補助 　スキーム：10/10 　助成対象：全体事業費　500千円～3,000千円 市町村 厚生労働省 こども家庭局こども家庭課- 20 - 地域の医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 児童扶養手当給付費国庫負担金 児童扶養手当の支給機関に対する国庫負担金 　スキーム：1/3 市、福祉事務所設置村 厚生労働省 こども家庭局こども家庭課④国からの助成 母子家庭自立支援給付金事業 就業に有利な技能・資格を取得する母子家庭の母に給付 　スキーム：3/4 市、福祉事務所設置村 厚生労働省 こども家庭局こども家庭課④国からの助成 母子自立支援プログラム策定事業 児童扶養手当受給者の自立・就労を促進するため、個々の状況に応じた自立支援プログラムの策定に対する支援 　スキーム：10/10 市・福祉事務所設置村 厚生労働省 こども家庭局こども家庭課⑤公的団体からの助成 ニッセイ財団児童・少年の健全育成助成 地域活動の一環として定期的・継続的に実施している「子どもたち自身が主人公となり自然体験・生活体験活動、仲間づくりや文化の伝承活動」等の活動を行う団体に対し物品購入費用を助成 　助成金額：１団体300千円～600千円 　助成割合：10/10 団体 (財)ニッセイ財団 こども家庭局こども家庭課⑤公的団体からの助成 ニッセイ財団生き生きシニア活動顕彰 高齢者が主体となって行う多世代が関わる地域貢献・社会貢献活動に対し資金助成 　助成金額：１団体50千円 　助成割合：10/10 団体 (財)ニッセイ財団 こども家庭局こども家庭課⑤公的団体からの助成 日本宝くじ協会児童の遊び場に遊具を贈る事業 児童の遊び場（原則として都市公園・児童遊園以外）への遊具設置 　贈呈市町村数：１市町村　10基 市町村 (財)日本宝くじ協会 こども家庭局こども家庭課⑤公的団体からの助成 (財)こども未来財団助成事業（事業所内保育関係） 事業所内保育施設に係る次のような費用に助成 　事業所内保育施設の保育遊具や給食・調理施設等の購入に要す 　る費用　 　 助成金額：400千円（上限）      助成割合：10/10 　事業所内保育所における世代間交流活動等創意工夫をこらした 　保育活動に要する費用 　 　助成金額：100千円（上限） 　 　助成割合：10/10 事業所内保育施設運営する一般事業主 (財)こども未来財団 こども家庭局こども家庭課⑤公的団体からの助成 (財)こども未来財団助成事業（民間保育関係） 特別保育事業等を推進するための、建物や設備の整備及び備品等の購入に要する経費に助成 　助成上限：750千円 　助成割合：3/4 社会福祉法人等 (財)こども未来財団 こども家庭局こども家庭課
⑤公的団体からの助成 (財)こども未来財団助成事業（放課後児童対策その他子育て支援関係）

放課後健全育成事業を実施する一般事業主等に対して、当該事業を実施するための施設整備に要する経費に助成 　助成割合：2/3(助成上限：7,950千円)小規模放課後児童クラブの備品購入に助成　 助成金額：20千円～100千円 　助成割合：10/10(ただし、対象事業費30千円以上で、対象事業　　　　　　　　　　　　　から10千円を控除）授乳室、キッズコーナー整備に要する経費、イベント時託児施設の設置に要する経費に助成等 　助成金額：1,000千円（上限） 　助成割合：3/4他 一般事業主等 (財)こども未来財団 こども家庭局こども家庭課
⑤公的団体からの助成 (財)ＳＢＩ子ども希望財団児童虐待対策寄附活動 児童虐待等の対策のため、児童養護施設、乳児院等に対して、施設の活動に要する経費に対して寄附 　助成金額：10,000千円(上限） 　助成割合：配分は財団で決定 児童養護設、乳児院、母子生活支援施設 (財)ＳＢＩ子ども希望財団 こども家庭局こども家庭課
⑤公的団体からの助成 (財)２１世紀職業財団事業所内託児施設助成金

労働者のための託児施設を事業所内を設置する事業主に対して、その設置、運営、増築に係る費用に対して助成 　設置費 　 　助成金額：23,000千円(上限） 　 　助成割合：中小企業事業主　2/3　　　　　　　　　　大企業事業主　　1/2 　運営費 　 　助成金額：通常型　 3,792千円～6,996千円(上限）　　　　　　　　　　時間延長型　 1,260～2,520千円(上限）　　　　　　　　　　深夜延長型　　　 280～630千円(上限）　　　　　　　　　　体調不良児対応型　　1,650千円(上限） 　 　助成割合：中小企業事業主　2/3　　　　　　　　　　大企業事業主　　1/2 一般事業主 (財)２１世紀職業財団 こども家庭局こども家庭課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑥アドバイス・相談ひとり親家庭等の自立支援関係者合同会議 ひとり親家庭等に対する自立支援の一層の充実を図るため、母子自立支援員、市町村母子福祉担当職員等を対象に業務遂行に必要な研修等を実施 － 奈良県 こども家庭局こども家庭課⑥アドバイス・相談児童手当、児童扶養手当及び特別児童扶養手当事務担当初任者研修会 児童３手当の事務担当者を対象に制度の内容について研修を実施 － 奈良県 こども家庭局こども家庭課⑥アドバイス・相談 ストップ少子化市町村連絡会議 次世代育成支援に係る県行動計画と市町村の行動計画を共に推進していくため、連携・調整を図る場として、年３～４回連絡会議を開催 － 奈良県 こども家庭局こども家庭課
(6) 地域医療へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 へき地診療所医師人件費補助事業 へき地診療所に勤務する医師人件費に対する助成 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成内容：補助基準額＝対象額－控除額（11,000千円）   　            補助限度額　2,400千円 　助成対象：十津川村、川上村、御杖村、天川村 　県予算額：7,095千円 市町村 奈良県 健康安全局地域医療連携課①市町村への助成 へき地診療所医師確保支援事業 へき地診療所に勤務する医師やその子弟の通勤等に係る経費の助成 　スキーム：県2/3（国10/10）　市町村1/3 　助成内容：交通費 　助成対象：五條市 　県予算額：174千円 市町村 奈良県 健康安全局地域医療連携課
①市町村への助成 へき地医療拠点病院運営費補助事業 へき地医療拠点病院が行う、へき地診療所への代診医等の派遣、へき地従事者への研修等に対する助成 　スキーム：県10/10（国1/2　県1/2） 　助成内容：人件費、旅費、需用費 　助成対象：奈良市 　県予算額：539千円 市町村 奈良県 健康安全局地域医療連携課
①市町村への助成 過疎地域等特定診療所設備整備事業 過疎地域における眼科、耳鼻咽喉科又は歯科診療所の設備整備に対する助成 　スキーム：県3/4（国2/3　県1/3）　市町村1/4 　助成内容：診療設備整備費　　   　        補助基準額＝１カ所あたり15,750千円（上限） 　助成対象：宇陀市 　県予算額：786千円 市町村 奈良県 健康安全局地域医療連携課
①市町村への助成 国民健康保険保健施設整備費助成事業 国保直営診療所、施設、設備整備事業に対し助成   スキーム：負担区分：国1/2（直接補助）　市町村（国保）1/2   助成対象：曽爾村　十津川村  下北山村　上北山村（国保）   県予算額：14,931千円 市町村 奈良県 福祉部保険福祉課
①市町村への助成 救急医療体制支援事業 救急勤務医手当を支給する医療機関に対する助成 　スキーム：県1/3（国10/10）　市町村2/3 　助成内容：手当支給額　補助基準額＝1人1回あたり　　　　　　　　　　　　　　　　　休日夜間13,570円　夜間18,659円 　助成対象：県内医療機関（救命救急センター、第二次救急医療機　　　　　　　　 関） 　県予算額：148,969千円 市町村公的・民間医療機関 奈良県 健康安全局地域医療連携課
①市町村への助成 病院群輪番制病院設備整備費補助事業 病院群輪番制病院の救急医療設備整備に対する助成 　スキーム：県2/3（国1/2　県1/2）　市町村1/3 　助成内容：診療設備整備費 　　  　        補助基準額＝１カ所あたり21,000千円（上限） 　助成対象：大和郡山市 　県予算額：14,000千円 市町村 奈良県 健康安全局地域医療連携課- 22 - 地域の医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 小児初期救急支援事業 中南和の小児初期救急の拠点的役割を果たす橿原休日夜間応急診療所に対する助成 　スキーム：県10/10 　助成内容：人件費　補助基準額＝12,000千円（定額） 　助成対象：橿原市 　県予算額：12,000千円 橿原市 奈良県 健康安全局地域医療連携課
①市町村への助成 小児救急輪番制参加病院運営費補助事業 小児救急輪番制参加病院の運営費に対する助成 　スキーム：県10/10（国1/3　県2/3） 　助成内容：人件費 　助成対象：奈良市、大和高田市、大淀町 　県予算額：32,939千円 市町村 奈良県 健康安全局地域医療連携課①市町村への助成 産科医療体制支援事業（産科医療体制支援事業補助金） 分娩手当を支給する医療機関に対する助成 　スキーム：県1/3（国10/10）　市町村2/3 　助成内容：手当支給額　補助基準額＝１分娩あたり10,000円 　助成対象：県内分娩取扱医療機関 　県予算額：36,157千円 市町村公的・民間医療機関 奈良県 健康安全局地域医療連携課①市町村への助成 産科医療体制支援事業（産婦人科後期研修医支援事業補助金） 産婦人科後期研修医に手当を支給する医療機関に対する助成 　スキーム：県1/3（国10/10）　市町村2/3 　助成内容：手当支給額　補助基準額＝１か月あたり50,000円 　助成対象：県内医療機関 　県予算額：1,600千円 市町村公的・民間医療機関 奈良県 健康安全局地域医療連携課
①市町村への助成 産婦人科病院群輪番制運営事業 休日夜間における産婦人科一次救急患者に対応する医療機関に対する助成 　スキーム：県3/4　市町村1/4 　助成内容：人件費 　助成対象：奈良市 　県予算額：18,423千円 市町村 奈良県 健康安全局地域医療連携課
①市町村への助成 医師確保推進事業（短時間正規雇用支援事業） 短時間正規雇用制度を導入する県内医療機関における代替医師雇い上げ経費に対する助成 　スキーム：県2/3（国1/2　県1/2）　市町村1/3　　　　　　　　予算額：426千円×12月×4病院×2/3＝13,632千円 　助成内容：医師確保が困難な地域を支援する病院又は特定診療科　　　　　　　　 （小児科・産婦人科（産科を含む）・麻酔科）における　　　　　　　　　代替医師の雇い上げ経費 　助成対象：医師確保が困難な地域を支援する病院　　　　　　　　 特定診療科標榜病院 　県予算額：13,632千円 市町村公的・民間病院 奈良県 健康安全局地域医療連携課(医師・看護師確保対策室）
①市町村への助成 医師確保推進事業（医師事務作業補助者設置支援事業） 医師事務作業補助者を設置する県内医療機関における専門研修に参加する職員の代替職員雇い上げ経費に対する助成 　スキーム：県10/10（国1/2　県1/2）　　　　　　　　予算額：434千円×6月×7病院＝18,228千円 　助成内容：代替職員の雇い上げ経費 　助成対象：県内医療機関 　県予算額：18,228千円 市町村公的・民間病院 奈良県 健康安全局地域医療連携課(医師・看護師確保対策室）①市町村への助成 看護師キャリアアップ等支援補助事業 認定看護師等の資格取得に要する経費に対する助成　 スキーム：定額　 助成内容：学費、交通費　      　　　　　補助基準額＝１人あたり1,000千円（上限）　 助成対象：県内医療機関　 県予算額：10,000千円 市町村公的・民間病院 奈良県 健康安全局地域医療連携課(医師・看護師確保対策室）①市町村への助成 病院内保育所運営費補助事業 院内保育施設を運営する病院に対する助成 　スキーム：県1/3　市町村2/3 　助成内容：人件費、保育加算額等 　助成対象：県内医療機関（奈良市、宇陀市、大淀町） 　県予算額：4,390千円 市町村公的・民間医療機関 奈良県 健康安全局地域医療連携課(医師・看護師確保対策室）- 23 - 地域の医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート へき地勤務医師確保推進事業 県・市町村・医科大学・へき地医療拠点病院で構成する（仮称）「へき地医療推進協議会」を設立・運営 　支援内容：へき地医療確保に向けた具体策を検討　　　　　　　　 各種プロモーション活動を実施 　支援対象：へき地市町村 　県予算額：3,100千円 市町村（へき地） 奈良県 健康安全局地域医療連携課④国からの助成 臨床研修費等補助金 公私立大学附属病院及び公私立病院の開設者が行う医師法第１６条の２に定める臨床研修の事業に対し助成 　スキーム：定額（臨床研修費等補助金交付要綱に基づく） 病院等 厚生労働省 健康安全局地域医療連携課⑤公的団体からの助成 地域医療技術向上推進事業 地域社会における住民の健康及び福祉の向上を図り、健やかな地域社会づくりを推進していくため、それに必要な地域医療に従事する者の資質向上を目的とした「研修事業」及び「研究事業」への助成 　助成金額：10,000千円（研修事業における上限）     　　　　　　 5,000千円（研究事業における上限） 　助成割合：10/10 県、市町村 (財)地域社会振興財団 地域振興部市町村振興課
(7) 健康づくり・保健事業へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 未受診妊婦対策「健やか親子育成事業」（初回妊娠判定受診料補助金） 初回の妊娠判定受診料の公費負担を行う市町村に対する助成 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成内容：市町村民税非課税世帯（生活保護世帯を除く） 　助成対象：全市町村 　県予算額：2,024千円 市町村 奈良県 健康安全局健康増進課
①市町村への助成 妊婦健康診査支援事業 母子保健法に基づき市町村が実施する妊婦健康診査事業に対する助成 　スキーム：県1/2（国10/10）　市町村1/2 　助成内容：妊婦健康診査14回のうち、地方財政措置されていない　　　　　　　　 残り９回分の健診経費の1/2　　　　　　　　　（助成期間：平成22年度まで） 　助成対象：全市町村 　県予算額：377,094千円 市町村 奈良県 健康安全局健康増進課
①市町村への助成 健康増進普及推進事業 健康増進法に基づき、市町村が実施する保健事業に対する助成  スキーム：県2/3（国1/3　県1/3）　市町村1/3  助成対象：全市町村  県予算額：51,803千円 市町村 奈良県 健康安全局健康増進課①市町村への助成 感染症予防対策事業（感染症予防事業費負担金） 市町村が実施した消毒及びそ族昆虫の駆除等に係る経費に対する負担金 　スキーム：県2/3（国1/3　県1/3）　市町村1/3 　助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村） 　県予算額：180千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 健康安全局健康増進課
①市町村への助成 予防接種事業（予防接種事故対策費補助） 市町村が負担する健康被害調査委員会の開催費用及び医療手当・障害年金等に対する助成 　スキーム：県2/3（国1/3　県1/3）　市町村1/3 　助成対象：全市町村 　県予算額：16,883千円 市町村 奈良県 健康安全局健康増進課
①市町村への助成 難病患者等居宅生活支援事業（難病患者等居宅生活支援事業補助金） 居宅生活において、介護、家事等便宜を必要とする難病患者等に居宅生活支援事業を行う市町村に対する助成 　スキーム：県3/4（国1/2　県1/4）　市町村1/3 　助成内容：ホームヘルプサービス事業、短期入所事業、日常生活　　　　　　　　 用具給付 　助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村） 　県予算額：1,464千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 健康安全局健康増進課

- 24 - 地域の医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 小児慢性特定疾患治療研究事業（小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業） 小児慢性特定疾患児の居宅生活を支援するための日常生活用具を給付する市町村に対する助成 　スキーム：市及び福祉事務所を設置する町村　　　　　　　　　 県1/2（国10/10）　市1/2　　　　　　　　福祉事務所を設置していない町村　　　　　　　　　 県3/4（国1/2　県1/4）　町村1/4 　助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村） 　県予算額：478千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 健康安全局健康増進課
③県庁力によるサポート 地域保健活動推進事業（生活習慣病対策従事者資質向上事業） 生活習慣病対策を行う市町村職員等に対して、保健指導従事者としての資質向上を図るため、研修を実施 　支援内容：メタボリックシンドローム予防専門研修　　　　　　　　 実施回数　年2回　　募集人員　各回70名 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 健康安全局健康増進課③県庁力によるサポート 自殺対策事業（自殺予防に関わる人材養成研修事業） 市町村職員に対する自殺予防に関する研修 　自殺予防に関する基礎知識や面接技法の研修を実施 　 　支援内容：専門家による講演、演習　　　　　　　　　　実施回数　年3回　　募集人員  各回30名 　 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 健康安全局健康増進課⑤公的団体からの助成 地域医療機関と住民の連帯推進事業 健やかな地域社会づくりを推進することを目的とした、地域医療機関と住民とが協力して企画・実施する健康づくり推進事業等への助成 　助成金額：2,000千円（上限） 　助成割合：10/10 県、市町村 地域社会振興財団 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談生活習慣病対策従事者資質向上事業 生活習慣病対策を行う市町村職員等に対して、保健指導従事者としての資質向上のための研修を実施 － 奈良県 健康安全局健康増進課

- 25 - 地域の医療・福祉へのサポート



(1) 地域の商工業・消費・雇用へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 企業立地促進土地活用支援事業 企業立地を促進するために、平成２０年度で設定した「土地活用・地域づくり推進エリア」において、市町村が実施する「実施計画策定」に要する経費の助成 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象：「土地活用・地域づくり推進エリア」の市町村 　県予算額：20,000千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局地域デザイン推進課①市町村への助成 宇陀市下水前処理施設維持管理費補助 毛皮革産業の振興を図るため、菟田野毛皮革工場団地内の下水前処理施設維持管理費に対して助成 　スキーム：県1/2　市1/2 　助成内容：下水前処理施設維持管理費 　助成対象：宇陀市  　県予算額：21,533千円 宇陀市 奈良県 商工労働部商工課
①市町村への助成 御所市産業振興センター事業費補助 御所市産業振興センターが実施する産業振興に向けた各種事業に対して助成 　スキーム：県9/10　市1/10 　助成内容：人材育成事業・需要開拓事業等　 助成対象：御所市 　県予算額：10,000千円 御所市 奈良県 商工労働部商工課
①市町村への助成 地域産品展示促進事業 地場産品の展示促進事業に対して助成 　スキーム：県1/3　町2/3 　助成内容：地場産品展示促進事業費　 助成対象：三郷町 　県予算額：333千円 三郷町 奈良県 商工労働部商工課②団体等への助成 商店街パワーアップ事業 商店街活性化協議会で企画した、他地域の先進事例となりうる活性化事業への取り組みに対する助成 　スキーム：県1/2以内 　助成対象：大和郡山市商工会 　県予算額：1,900千円 商工会、商工会議所 奈良県 商工労働部商業振興課②団体等への助成 商店街等活性化事業補助金 商店街組合等が行う環境整備のための共同施設の整備に対する助成 　スキーム：県1/4以内 　助成内容：防犯カメラ、アーケード、カラー舗装、街路灯等の整備　 助成対象：商店街組合等 　県予算額：3,000千円 商店街組合等 奈良県 商工労働部商業振興課
③県庁力によるサポート 商店街次世代リーダー育成事業 県内30地区程度の商店街を対象に、商店街活性化の意欲があり、かつ企画・指導力を併せ持つ人材に対し、活性化実現のためのスキルアップ養成塾を実施し、商店街活性化の取り組みを支援 　スキーム：県10/10 　支援内容：商店街次世代リーダースキルアップ講演会　　　　　　　　 先進地ケーススタディ　　　　　　　　 地域プラン作成支援 　県予算額：2,300千円 地域団体等 奈良県 商工労働部商業振興課
④国からの助成 地域資源活用新事業展開支援事業費補助金 地域資源を活用した商品の販路開拓などに取り組む組合や団体等に対し、展示会出展等費用の一部補助地域資源を活用して新規性の高い商品開発等に取り組む中小企業に対し、試作品開発、展示会出展等費用の一部補助 　スキーム：地域資源活用売れる商品づくり支援事業　　　　　　　　　 2/3（上限30,000千円）　　　　　　　　地域資源活用販路開拓等支援事業　　　　　　　　　 1/2（上限なし） 組合・団体・中小企業 経済産業省 商工労働部産業支援課
④国からの助成 新連携対策補助金 異分野の中小企業及び中小企業者と農林漁業者が有機的に連携し、それぞれの経営資源を有効に活用して行う事業、当該事業を行うために必要な体制を構築する事業及び中小企業者と農林漁業者との有機的な連携を支援する事業にかかる経費の一部補助 　スキーム：連携体制構築支援  2/3（上限 5,000千円）　　　　　　　　事業化・市場化支援2/3（上限25,000千円） 中小企業農林漁業者 経済産業省 商工労働部産業支援課

３３３３．．．．地域地域地域地域のののの経済活性化経済活性化経済活性化経済活性化・・・・魅力魅力魅力魅力づくりへのづくりへのづくりへのづくりへのサポートサポートサポートサポート

- 26 - 地域の経済活性化・魅力づくりへのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 工業高校等実践教育導入事業 ものづくりを支える将来の専門的職業人を育成するため専門学校と地域産業界が連携してものづくり人材育成を行う 　スキーム：10/10（上限14,000千円） 団体 経済産業省 商工労働部産業支援課④国からの助成 人材養成等支援事業 誘致対象産業のニーズを踏まえ、新規立地につながる地域の人材養成、セミナーなどのプログラム作成費、研修費用などを補助 　スキーム：10/10（定額補助（下限1,000千円）） 地域産業活性化協議会の構成員 経済産業省 商工労働部企業立地推進課⑤公的団体からの助成 魅力ある商店街づくり助成事業 商店街のイメージアップや中心市街地の再活性化を目的として市町村が行うモデル的な商店街の振興整備事業（施設・設備等のハード整備事業）への助成 　助成金額：20,000千円(これに消費税を加えた額を上限とする) 　助成割合：10/10 市町村 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 活力ある商店街づくり助成事業 地域の特性を活かし、自主的・主体的に商店街を活性化する目的で市町村等が実施するソフト事業への助成 　助成金額：3,000千円（上限） 　助成割合：10/10 市町村、広域行政機構 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 新分野進出等企業支援補助事業 企業が市場において新規性を有する商品開発や技術開発に取り組む事業を助成 　助成金額：10,000千円（上限　新分野進出研究開発補助金）　　　　　　　　　5,000千円（上限　小規模商品開発補助金） 　助成割合：2/3 市町村 (財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 競輪の交付金による機械工業振興補助事業 自転車その他の機械の改良及び輸出の振興並びに機械工業の合理化に寄与すると認められる事業に対する助成 　助成割合：1/2 公益法人 (財)日本自転車振興会 商工労働部商工課⑥アドバイス・相談 （仮）奈良県地域産業活性化協議会幹事会 県内の企業立地を促進するため、市町村との連絡会議を設置講演会の開催、情報交換 － 奈良県 商工労働部企業立地推進課⑥アドバイス・相談 新分野進出等アドバイザー・社外パートナー派遣事業 地域企業の新分野進出等の事業に関する専門家や社外の人材をアドバイザーまたは社外パートナーとして派遣 　支援内容：助成金額　　　　　　　　　　４人回（アドバイザー派遣　金額の明示は無し）　　　　　　　　　　５人回（社外パートナー派遣　上限1,000千円） 　助成割合：10/10 － (財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課①市町村への助成 ふるさと雇用再生特別基金事業 地域の発展が見込まれる新たな取り組みを地域求職者等を雇い入れた民間企業等へ委託する場合に助成 　スキーム：県10/10以内（ふるさと雇用再生特別交付金） 　助成対象：大和郡山市外12市町村 　県予算額：200,000千円 市町村 奈良県 商工労働部雇用労政課
①市町村への助成 緊急雇用創出事業 地域求職者の次への雇用が見込まれる新たな取り組みを地域求職者等を雇い入れた民間企業等へ委託（直轄実施も可）する場合に助成 　スキーム：県10/10以内（緊急雇用創出事業臨時特例交付金） 　助成対象：奈良市外25市町村 　県予算額：300,000千円 市町村 奈良県 商工労働部雇用労政課④国からの助成 若年者地域連携事業 若者の就職支援のワンストップサービスセンター（ジョブカフェ）において、国が団体等に委託して若年者の就職支援事業を実施 　スキーム：10/10 団体等 厚生労働省 商工労働部雇用労政課④国からの助成 地域若者サポートステーション事業 若者サポートステーションにおいて、相談業務等のニート対策事業を,国が団体等に委託して実施 　スキーム：10/10 団体等 厚生労働省 商工労働部雇用労政課④国からの助成 シニアワークプログラム事業 高齢者（概ね６０歳代前半層）の就職支援のための講習会を、国が団体等に委託して実施 　スキーム：10/10 団体等 厚生労働省 商工労働部雇用労政課④国からの助成 地域雇用創造推進事業（パッケージ事業） パッケージ事業で育成した人材等を活用し、波及的に地域の雇用機会を増大させる効果が見込まれる地域の産業及び経済の活性化等に資する事業の中から雇用創出効果が高いと認められる事業について、事業を提案した協議会へ委託 　スキーム：10/10 地域雇用創造協議会 厚生労働省 商工労働部雇用労政課- 27 - 地域の経済活性化・魅力づくりへのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 シニア就業支援プログラム事業 地域のネットワークを活用したワークショップの開催、高齢者の技術、技能、ノウハウ等を登録し、企業・地域コミュニティなどの人材ニーズとマッチングする事業を委託 　スキーム：10/10 民間団体 厚生労働省 商工労働部雇用労政課
(2) 地域の魅力づくりへのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当
①市町村への助成 地域の観光力向上応援補助金 地域が有する歴史文化・観光資源を活用することにより、地域の振興を図る取組に対し助成 　スキーム：市町村事業　　　　　　　　　 財政力指数0.5未満　県1/2　市町村1/2　　　　　　　　　 財政力指数0.5以上　県1/3　市町村2/3　　　　　　　　市町村補助事業　市町村が補助する額の1/2を補助 　　 　2010年1月1日～12月31日の平城遷都1300年祭開催期間に　　　　ついては、ソフト事業に限り補助率を引き上げ 　　 　　 市町村事業　県2/3　市町村1/3      　　 市町村補助事業　市町村が補助する額の2/3を補助　 県予算額：100,000千円

市町村、市町村の広域連携組織 奈良県 文化観光局観光振興課
②団体等への助成 観光行事の保護育成 地域の観光振興に寄与していると認められる観光行事及び伝統行事で市町村が補助している催事に補助 　県予算額：7,719千円 実行委員会等 奈良県 文化観光局観光振興課②団体等への助成 宿泊観光を促す地域の魅力づくり事業 県内を訪れる観光客の滞在時間を延ばし、リピーターを育てる地域の魅力づくりを推進する優れた事業企画を提案したＮＰＯ等の事業を支援 　スキーム：県10/10（補助上限100万円） 　県予算額：5,000千円 ＮＰＯ、観光関連団体 奈良県 文化観光局ならの魅力創造課②団体等への助成 落語タウン「ならまち」の創成事業 奈良市「ならまち」エリアで行われている様々な寄席、落語会の情報を収集整理し、効果的に情報発信することにより、集客力を高める観光商品を造成 　支援内容：事業実施の委託　 　県予算額：12,600千円 実行委員会 奈良県 文化観光局ならの魅力創造課
②団体等への助成 奈良の鹿保護育成事業 県、奈良市、春日大社等による（仮称）奈良の鹿保護育成委員会を設立し、奈良の重要な観光資源である鹿を保護するため、（財）奈良の鹿愛護会に助成するとともに、新たに鹿を活用したイベント等を実施　　支援内容：事業実施への負担金　　スキーム：県25,800千円、奈良市13,750千円、　　　　　　　　 春日大社6,000千円　　県予算額：25,800千円 （仮称）奈良の鹿保護育成委員会 奈良県 文化観光局ならの魅力創造課③県庁力によるサポート 県庁周辺にぎわい創出事業 春、秋の行楽シーズン及び観光客の減少する冬季に県庁周辺で季節に応じたイベント及び県庁味わい市等の物産販売を実施 　支援内容：市町村の物販コーナーの設置　 　県予算額：3,100千円 市町村 奈良県 文化観光局観光振興課③県庁力によるサポート 首都圏における情報発信事業 東京日本橋の新たな県の情報発信拠点「奈良まほろば館」において、県産品の販売を行うとともに、イベントスペースで県内の観光案内等を実施することにより奈良の魅力を発信 　支援内容：市町村のイベント展示の実施　 　県予算額：23,000千円 市町村 奈良県 文化観光局観光振興課③県庁力によるサポート 観光ボランティアガイド育成強化事業 県内各地域で活躍中の観光ボランティアガイドに対して、資質向上、相互交流のための研修を実施 　支援内容：観光ボランティアガイド研修会　　　　　　　　 実施回数　年２回　参加人員　各回150名程度 　支援対象：県内全観光ボランティアガイド団体 　県予算額：805千円 ボランティア団体 奈良県 文化観光局ならの魅力創造課- 28 - 地域の経済活性化・魅力づくりへのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 「歩く奈良」推進事業・ひろげよう！「歩く奈良」推進事業 県内のウォークルートの現地調査・情報収集を実施するとともに、奈良県を歩く魅力について、より効果的な情報発信を実施 　支援内容：各市町村と県が連携し、案内サインの補完作成、　　　　　　　　 ウォークルートマップの作成、情報発信用ウェブサイト　　　　　　　　 の製作等を実施し、県内を歩いて楽しむしくみを構築 　県予算額：9,528千円 市町村 奈良県 文化観光局ならの魅力創造課
④国からの助成 観光圏整備事業費補助金 観光交流人口の拡大による自立的な地域経済の確立を図り、国際競争力の高い観光地を形成するため、内外観光客の宿泊旅行回数・滞在日数の拡大を目指し、二泊三日以上の滞在型観光を促進する「観光圏」を形成するための取り組みを支援 　スキーム：4/10（上限） 　助成対象：観光圏整備法に基づき国土交通大臣認定を受けた　　　　　　　　 「観光圏整備実施計画」に基づき実施する事業 協議会（市町村、県、観光事業者、農林水産業者、商工業者、ＮＰＯ等） 国土交通省 文化観光局観光振興課ならの魅力創造課⑥アドバイス・相談 観光地域づくり実践プラン 地域の活性化等を目的として、多様な地域資源を最大限活用しながら、地域の幅広い関係者が一体となって推進する、観光を軸とした地域づくりの取り組みを総合的に支援 － 国土交通省 文化観光局観光振興課⑥アドバイス・相談 観光地域プロデューサー事業 地域の取り組みを企画・演出するとともに必要な調整・合意形成を図り、具体的な集客を実施し、その効果を地域全体に還元させるプロデューサーが求められており、旅行業界ＯＢ等の人材供給源を活用することにより、観光地域プロデューサーの育成・活動の普及促進を行う － 国土交通省 文化観光局観光振興課②団体等への助成 地域づくり団体交流促進事業 県外地域づくり関係者に奈良での学びの機会を提供するとともに、県内外関係者の相互交流のため、「ならで学ぶ地域づくり実践ゼミ」を開催 　開催負担金：250千円 奈良県地域づくり団体協議会 奈良県 地域振興部地域づくり支援課③県庁力によるサポート 地域づくり情報発信事業 ＨＰの運営及びメールマガジンの発行 　支援内容：地域づくり情報及び広報の場の提供 　支援対象：市町村・地域づくり団体 　県予算額：378千円 市町村 奈良県 地域振興部地域づくり支援課③県庁力によるサポート 新世紀人材養成事業 地域資源を活用した、魅力あるまちづくり戦略に関する知識やノウハウを備えた地域づくりリーダーを養成するため、県立大学と協力して「新世紀まほろば塾」を運営 　支援内容：まちづくりに関する講座や現地研修を実施 　支援対象：地域づくり実践家、市町村職員　等 　県予算額：315千円 市町村・個人 奈良県 地域振興部地域づくり支援課③県庁力によるサポート 定住促進事業 ＨＰの運営や定住促進イベントの開催、奈良県定住・交流推進協議会の設置・運営 　支援内容：市町村に対し、総務省が支援する移住・交流推進機構　　　　　　　　 からの情報伝達を行うとともに、情報交換の場として奈　　　　　　　　 良県定住・交流推進協議会を設置　 　県予算額：766千円 市町村 奈良県 地域振興部地域づくり支援課④国からの助成 地方の元気再生事業 持続可能な地方再生の取組を抜本的に進めるため、地域住民や団体の発意を受け、地域主体の様々な取組を立ち上がり段階から包括的・総合的に支援 　スキーム：10/10 市町村、民間業者等 内閣官房地域活性化統合事務局 地域振興部地域づくり支援課④国からの助成 地域再生基盤強化交付金 地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域における交通の円滑化及び産業振興のための道整備や地域の人々の生活環境の改善のための汚水処理施設整備について支援 　スキーム：通常の国庫補助事業における補助率と同じ　　　　　　　　 （ただし５年間のパッケージで事業認定し、年度間融　　　　　　　　　通が可能） 市町村 内閣府地域再生事業推進室 地域振興部地域づくり支援課④国からの助成 地域資源活用構想策定等支援調査 地域資源を活用した地域づくりの構想策定、地域づくりのきっかけとなる活動について、地域の状況に応じ地元の官民一体となった取組を調査分析し、その情報発信等を通じた施策展開を図ることで、自立的な地域づくりの取組を支援 　スキーム：10/10（調査テーマ１つにつき、上限1,000千円） 市町村 国土交通省 地域振興部地域づくり支援課⑤公的団体からの助成 講師等派遣事業 地域づくり団体及び都道府県協議会が行う研修会、講習会等への講師招へいに係る謝金及び旅費に対して助成 　助成内容：謝金、旅費（それぞれ上限100千円） 地域づくり団体 (財)地域活性化センター 地域振興部地域づくり支援課- 29 - 地域の経済活性化・魅力づくりへのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 地域づくり活動支援事業 地域づくり団体が行う地域づくり誌やホームページの作成等についてのアドバイザー招へいに係る謝金及び旅費について助成 　支援内容：謝金、旅費（それぞれ上限100千円） 地域づくり団体団体 (財)地域活性化センター 地域振興部地域づくり支援課⑥アドバイス・相談 地域振興アドバイザー派遣制度 地域の活性化･交流を促進するために､様々な課題を抱えている市町村へ各分野の専門家を派遣し､助言を行うことにより､自主的な地域づくり活動等を側面から支援し､地域の活性化に資する 　支援内容：謝金（第1回分のみ）、旅費（交通費､宿泊費） － 国土交通省 地域振興部地域づくり支援課⑥アドバイス・相談 地域活性化応援隊派遣相談会 地域における活性化の取組を具体的・実質的なものへと後押しするため、省庁等が連携して職員が地域に出向くとともに、地域の活性化に関する専門家（地域活性化伝道師：現在全国で２３４名が任命）を派遣 　（各都道府県にて年１回程度開催） － 内閣官房地域活性化統合事務局 地域振興部地域づくり支援課⑥アドバイス・相談 頑張る地方応援プログラム（地域人材力活性化事業） 市町村のニーズに応じた人材力活性化メニューを提供することにより、人材育成やノウハウの蓄積を支援 　支援内容：市町村のニーズに応じて総務省職員を派遣先進　　　　　　　　 市町村で活躍している職員や民間専門家をデータ　　　　　　　　 ベースに登録し他市町村に紹介　　　　　　　　 データベースに登録された人材を「地域力創造アド　　　　　　　　 バイザー」として派遣 － 総務省 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 全国地域リーダー養成塾 地域づくりのリーダーを養成するため、一流講師陣により、少数精鋭の体系的・実践的な研修を実施 　支援内容：研修回数　７回　　　　　　　　 先進地への現地調査 － (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 地域おこし研修会受託事業 地域の課題にあった講師を選定し、講義・グループワーク等のカリキュラムによる研修会を開催 　支援内容：地域の課題に応じたカリキュラムを提案 　助成割合：講師謝金の1/2 － (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 地域づくりアドバイザー事業 市町村等が地域づくりに関して助言を行う専門家を招聘するために要する謝金・交通費・宿泊費などの経費に助成 　支援内容：助成金額　300千円（上限） 　助成割合：10/10 － (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課①市町村への助成 文化財保存事業補助金(埋蔵) 発掘調査補助 　個人住宅の建設等に伴う発掘調査、出土遺物保存処理等に対す   る助成      スキーム：国50% （直接補助）県25%  市町村25%      助成対象：奈良市外16市町村 　   県予算額：18,123千円 市町村 奈良県 教育委員会文化財保存課
①市町村への助成 文化財保存事業補助金(有形）

建造物保存修理（県指定） 　市町村が事業主体となる文化財の保存と活用のための建造物の   修理等に対する助成 　   スキーム：県50%　市町村50% 　   助成対象：奈良市 　   県予算額：425千円伝統的建造物群保存修理補助（国指定） 　重要伝統的建造物群保存地区の保存のために行われる修理・修   景等に対する助成      スキーム：国50%（直接補助） 県10%　市町村40%      助成対象：橿原市　宇陀市 　   県予算額：5,700千円美術工芸品防災対策補助（国指定） 　市町村が事業主体となる文化財の保存と活用のための美術工芸   品の防災対策等に対する助成      スキーム：国50%（直接補助）  県定額      助成対象：奈良市 　   県予算額：360千円
市町村 奈良県 教育委員会文化財保存課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当
①市町村への助成 文化財保存事業補助金（記念物）

史跡地公有化補助（国指定） 　史跡・名勝等の保存と活用のために実施される買上げ等の公有化   事業に対する助成      スキーム：国80%（直接補助）  県6.67・10%  市町村10・13.33%      助成対象：奈良市、橿原市、桜井市、御所市、香芝市、斑鳩町、　　　   　　　　　 田原本町 　   県予算額：104,341千円史跡地環境整備事業補助（国指定） 　史跡・名勝等の保存と活用のために実施される環境整備事業に対   する助成      スキーム：国50%（直接補助）  県15・25%  市町村25・35%      助成対象：奈良市、天理市、桜井市、香芝市、宇陀市、斑鳩町、　　　   　　　　　 田原本町、広陵町 　   県予算額：59,681千円天然記念物食害対策補助（国指定） 　カモシカによる食害を防止するための柵設置に対する助成      スキーム：国2/3（直接補助）県1/6  市町村1/6      助成対象：五條市、野迫川村、下北山村 　   県予算額：1,910千円
市町村 奈良県 教育委員会文化財保存課

④国からの助成 文化財保存事業費及び文化財保存施設整備費関係国庫補助
建造物・美術工芸品・記念物・埋蔵文化財・伝統的建造物群の保存・修理・調査、名勝・史跡・天然記念物等についての保護、史跡地等の公有化、史跡地の環境整備等の文化財保護法に基づく文化財の保存・活用にかかる事業への補助 　スキーム：有形文化財修理（建造物・美工）　　　　　　　　　 国50%～85%　県3%～5%　市町村10%～47%　　　　　　　　史跡地公有化（記念物）　　　　　　　　　 国80%　県6.67%、10%　市町村10%、13.33%　　　　　　　　史跡地環境整備（記念物）　　　　　　　　　 国50%　県15.25%　市町村25%、35%　　　　　　　　埋蔵文化財発掘調査　　　　　　　　　 国50%　県25%　市町村25%

文化財所有者・管理者、市町村 文化庁 教育委員会文化財保存課
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(1) 地域の農業へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 農業委員会等連絡調整事業 市町村農業委員会事務費に対する交付金及び補助金 　スキーム：国10/10 　助成対象：38市町村（上北山村を除く） 　県予算額：54,353千円 市町村 奈良県 農林部総務室②団体等への助成 農産物直売所支援事業（協定直売所店舗看板設置補助） 県と協定を結んだ農産物直売所「地の味 土の香」が実施する統一店舗看板の設置に対し費用の一部を助成 　スキーム：県1/2　協定直売所運営団体1/2 　助成対象：協定直売所 　県予算額：1,500千円 協定直売所運営団体 奈良県 農林部マーケティング課
②団体等への助成 奈良県農産物を生かした「食」支援事業 県と協定を結んだ農産物直売所「地の味 土の香」や商店街におけるファーマーズマーケット等で実施する調理・飲食設備等の整備に対し費用の一部を助成 　スキーム：県1/2　協定直売所運営団体、商店街組合等1/2　　　　　　　　（上限2,000千円/件） 　助成対象：協定直売所運営団体、商店街組合等 　県予算額：10,000千円 協定直売所運営団体、商店街組合等 奈良県 農林部マーケティング課
①市町村への助成 農業経営基盤強化事業事務取扱交付金 国有農地等の管理、処分及び貸付料等徴収事務に要する経費に対する交付金 　スキーム：国10/10 　助成対象：奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、桜井市、　　　　　　　　五條市、御所市、生駒市、香芝市、葛城市、宇陀市、　　　　　　　　三郷町、斑鳩町、川西町、田原本町、上牧町、　　　　　　　　広陵町、河合町 　県予算額：90千円 市町村 奈良県 農林部農業経営課
①市町村への助成 地籍調査事業 国土調査法に基づき一筆ごとの土地を調査・測量し、地籍図・地籍簿を作成する事業に対する助成 　スキーム：県3/4(国1/2　県1/4)　市町村1/4 　助成内容：地籍調査に伴う一筆地調査、測量等の事業費 　助成対象：奈良市、天理市、五條市、生駒市、宇陀市、山添村、 　　　　　　　　吉野町、下市町、黒滝村、野迫川村、下北山村、　　　　　　　　上北山村 　県予算額：145,200千円 市町村 奈良県 農林部農業経営課
①市町村への助成 農業経営基盤強化資金利子助成事業 農業経営基盤強化資金（認定農業者に対し、㈱日本政策金融公庫が長期設備資金を融資）の借入者への利子助成に対する助成 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象：事業実施市町村 　県予算額：3,119千円 市町村 奈良県 農林部農業経営課①市町村への助成 米政策改革推進対策事業 米政策改革推進対策に関する助言指導等に係る事務経費に対する助成 　スキーム：県10/10   助成対象：37市町村（川上村、上北山村を除く） 　県予算額：12,289千円 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課①市町村への助成 農地・水・環境保全向上対策先進的営農推進事業（先進的営農推進事務事業） 先進的営農に取り組む活動組織との協定締結・履行確認等に要する事務経費を助成 　助成内容：定額   助成対象：天理市、橿原市、葛城市、桜井市、宇陀市、斑鳩町、　　　　　　　　 広陵町 　県予算額：200千円 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課①市町村への助成 農業生産総合推進対策事業 県産農産物の安定的な生産供給体制に向けた、効果的な取組みに対する助成 　スキーム：県1/2以内 　助成対象：明日香村   県予算額：200千円 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課

４４４４．．．．地域地域地域地域のののの農林業農林業農林業農林業へのへのへのへのサポートサポートサポートサポート
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当②団体等への助成 農地・水・環境保全向上対策先進的営農推進事業（営農基礎活動支援・先進的営農支援事業） 環境負荷低減に向けた地域の取組や化学肥料及び化学合成農薬の使用を大幅に削減する先進的な営農活動に対する助成 　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4  市町村1/4 　助成対象：集落等を単位とする活動組織、先進的営農の実践者 　県予算額：1,266千円 集落等を単位とする活動組織、先進的営農の実践者 奈良県 農林部農業水産振興課②団体等への助成 有機野菜等振興事業 有機野菜等の販路先を拡大し消費者への安定供給を図るとともに、有機野菜等の生産を増大させるため、意欲ある農家に支援を実施   スキーム：県10/10（上限300千円）   助成対象：生産出荷グループ・法人（有機農家 ５か所、エコ　　　　　　　　 ファーマー等 20か所） 　県予算額：5,500千円 生産出荷グループ・法人 奈良県 農林部農業水産振興課④国からの助成 地域有機農業推進事業 有機農業の振興の核となるモデルタウンの育成に対して助成 　スキーム：10/10 市町村地域協議会 農林水産省 農林部農業水産振興課⑥アドバイス・相談 農業改良普及事業 集落営農や地産地消、鳥獣害防除等、地域の課題について市町村からの相談や質疑に対応市町村及び関係機関と連携しつつ各種事業を実施 － 奈良県 農林部農業水産振興課農林振興事務所
①市町村への助成 中山間地域等直接支払事業 農業の生産条件が不利な中山間地域で農業生産活動を行う農業者に対する支援 　スキーム：通常基準　県3/4（国2/4　県1/4）　市町村1/4 　　　　　　　　特認基準　県2/3（国1/3　県1/3）　市町村1/3 　助成内容：田21,000円/10a（急傾斜）　8,000円/10a 　　　　　　　　畑11,500円/10a（急傾斜）　3,500円/10a 　助成対象：奈良市、天理市、桜井市、五條市、御所市、宇陀市、 　　　　　　　　山添村、曽爾村、御杖村、明日香村、吉野町、大淀町、 　　　　　　　　下市町、東吉野村 　県予算額：245,043千円 市町村 奈良県 農林部担い手・農地活用対策課
①市町村への助成 中山間地域等直接支払事業 中山間地域等直接支払事業を実施する市町村に係る事務経費を助成　スキーム：国10/10　助成対象：奈良市、天理市、桜井市、五條市、御所市、宇陀市、　　　　　　　　山添村、曽爾村、御杖村、明日香村、吉野町、大淀町、　　　　　　　　下市町、東吉野村　県予算額：2,694千円 市町村 奈良県 農林部担い手・農地活用対策課
①市町村への助成 農地・水・環境保全向上対策活動支援事業 農地・水・環境保全向上活動支援事業を行う市町村に対する事務経費に対する助成 　スキーム：国10/10 　助成対象：奈良市、大和郡山市、天理市、橿原市、桜井市、五條　　　　　　　　市、葛城市、宇陀市、平群町、斑鳩町、安堵町、川西町、　　　　　　　　田原本町、広陵町、下市町、明日香村、御杖村 　県予算額：2,250千円 市町村 奈良県 農林部担い手・農地活用対策課
②団体等への助成 農地・水・環境保全向上対策活動支援事業 農地・農業用水等の資源を適切に保全管理し、その質的向上を図るため、地域ぐるみで効果の高い共同活動を行う活動組織に助成 　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4（直接補助） 　助成内容：田4,400円/10a　畑(含樹園)2,800円/10a　　　　　　　　 草地800円/10a 　助成対象：地域協議会 　県予算額：32,754千円 地域協議会 奈良県 農林部担い手・農地活用対策課
②団体等への助成 遊休農地解消活動支援事業 遊休農地解消活動に取り組む活動組織に補助する地域協議会に助成 　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4（直接補助） 　助成内容：田4,400円/10a　畑(含樹園)2,800円/10a　　　　　　　　 草地800円/10a 　助成対象：地域協議会 　県予算額：2,825千円 地域協議会 奈良県 農林部担い手・農地活用対策課- 33 - 地域の農林業へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 担い手アクションサポート事業 担い手向けのサポート活動を一元的に行う。さらに、法人化への支援、簡易経営診断の実施、不在村地主の特定・意向確認、集落営農の立ち上げや経営安定に必要な活動に対する助成など、きめ細かな支援活動を実施 　スキーム：定額及び1/2 市町村地域担い手育成総合支援協議会 農林水産省 農林部担い手・農地活用対策課④国からの助成 地域担い手経営基盤強化総合対策実験事業 融資を主体とした農業用機械・施設等の導入に際し、融資残の自己負担部分について助成 　スキーム：3/10以内 市町村地域担い手育成総合支援協議会 農林水産省 農林部担い手・農地活用対策課④国からの助成 耕作放棄地再生利用緊急対策交付金 耕作放棄地を再生・利用する取組やこれに付帯する施設等の整備・農地利用調整、営農開始後におけるフォローアップ等の地域の取組を総合的・包括的に支援 　スキーム：定額及び1/2 県協議会等 農林水産省 農林部担い手・農地活用対策課①市町村への助成 都市・農山村交流促進モデル地区推進事業 都市・農山村交流を推進するための地域における受入体制の整備及び宿泊・体験等グリーン・ツーリズムに取り組む人材を育成する市町村に対し助成 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象：全市町村 　県予算額：1,760千円 市町村 奈良県 農林部担い手・農地活用対策課②団体等への助成 都市・農山村交流促進モデル地区推進事業 都市・農山村交流を推進するための地域における受入体制の整備及び宿泊・体験等グリーン・ツーリズムに取り組む人材を育成する受入地域協議会に対し助成 　スキーム：県1/2　受入地域協議会1/2 　助成対象：受入地域協議会 　県予算額：1,760千円 受入地域協議会 奈良県 農林部担い手・農地活用対策課④国からの助成 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 農山漁村における定住や二地域居住、都市との地域間交流を促進することにより、農山漁村の地域活性化を図る市町村等に対して、直接支援 　スキーム：1/2等 市町村等 農林水産省 農林部担い手・農地活用対策課④国からの助成 広域連携共生・対流等対策交付金 都市と農山漁村との交流を推進するため、都市と農山漁村が連携して共通の目標を達成するための先導的取組を行うＮＰＯ等に対して支援（農家民宿への助成含む） 　スキーム：定額及び10/10 団体等 農林水産省 農林部担い手・農地活用対策課④国からの助成 農村コミュニティ再生・活性化支援事業 ＮＰＯ法人や団体等の多様な主体の参画により地域づくりを推進していくため、これらの団体が実施する都市から農山漁村への定住を促進するための活動や農村での地域産業の連携により農村経済を活性化させるための活動に対して支援 　スキーム：1/2以内 団体等 農林水産省 農林部担い手・農地活用対策課⑥アドバイス・相談 奈良グリーン・ツーリズム講座 グリーン・ツーリズムの受入側となる地方公共団体職員とその他個人や団体に対し、グリーン・ツーリズムの意義や実践方法を研修 － 奈良県 農林部担い手・農地活用対策課①市町村への助成 水と農地活用促進事業 国庫補助事業の対象とならない小規模な農業基盤整備事業を実施する市町村への助成 　スキーム：県3/10　市町村7/10　　　　　　　　 （京奈和関連は県5/10　市町村5/10） 　助成対象：奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、　　　　　　　　 桜井市、葛城市、斑鳩町、安堵町、田原本町、　　　　　　　　 高取町、広陵町 　県予算額：76,150千円 市町村 奈良県 農林部耕地課
①市町村への助成 農業基盤総合整備支援事業 農村振興基本計画に基づき、営農条件整備を総合的(複数工種）に実施する市町村への助成 　スキーム：団体営中山間地域総合整備事業　　　　　　　　　 県6.5/10（国5.5/10　県1/10）　市町村3.5/10　　　　　　　　　 　（Ｈ21新規以降は県５％　過疎のみ10％）　　　　　　　　むらづくり交付金　　　　　　　　　 国5/10　県0.5/10　市町村4.5/10 　助成対象：大和郡山市、天理市、五條市、葛城市、田原本町 　県予算額：171,302千円 市町村 奈良県 農林部耕地課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 基盤整備促進事業 営農条件整備のため、単工種の小規模農業基盤の施備を行う市町村への助成 　スキーム：県5.5/10（国5/10　県0.5/10）　市町村4.5/10　　　　　　　　　中山間　国5.5/10　県0.5/10　市町村4/10　　　　　　　　　過　 疎　国5.5/10　県1/10　市町村3.5/10 　助成対象：田原本町、明日香村 　県予算額：61,480千円 市町村 奈良県 農林部耕地課
①市町村への助成 団体営ため池整備事業 農業用ため池の災害を未然に防止するため、ため池の改修整備を行う市町村に助成   スキーム：県6/10（国5/10　県1/10）　市町村・地元4/10 　助成対象：葛城市 　県予算額：3,025千円 市町村 奈良県 農林部耕地課①市町村への助成 団体営河川工作物応急対策事業 頭首工や樋門等の農業用河川工作物に係る改修及び補強を行う市町村に助成 　スキーム：県9.2/10（国5/10　県4.2/10）　市町村・地元0.8/10 　助成対象：大和高田市 　県予算額：9,250千円 市町村 奈良県 農林部耕地課①市町村への助成 基幹水利施設管理事業 国営事業で造成された基幹水利施設の維持管理を行う市町村に助成 　スキーム：県6/10（国3/10　県3/10）　市町村・地元4/10 　助成対象：奈良市、天理市、五條市、宇陀市、下市町、山添村 　県予算額：42,463千円 市町村 奈良県 農林部耕地課①市町村への助成 農地及び農業用施設災害復旧事業 農地及び農業用施設災害復旧事業を行う市町村への助成 　スキーム：基本補助率　農地 国5/10 市町村・地元5/10　　　　　　　　　　　　　　　　 施設 国6.5/10 市町村・地元3.5/10 　助成対象：全市町村　 県予算額：81,510千円 市町村 奈良県 農林部耕地課
①市町村への助成 カワウ食害防止対策事業 カワウによるあゆ等水産資源への被害を軽減するため、市町村が行う一定数のカワウ駆除事業に助成　 スキーム：県1/2以内　 助成対象：五條市、十津川村　 県予算額：544千円 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課①市町村への助成 観賞魚養殖生産向上研究事業費補助金 奈良県郡山金魚漁業協同組合が行う観賞魚の生産向上等に係る試験研究事業に対する助成　 スキーム：県1/3以内　 助成対象：大和郡山市　 県予算額：300千円 大和郡山市 奈良県 農林部農業水産振興課①市町村への助成 高級観賞魚生産奨励事業 奈良県郡山金魚漁業協同組合が行う高級観賞魚の生産量の増大や経営体の増加に繋がる事業に対する助成　 スキーム：県1/3以内　 助成対象：大和郡山市　 県予算額：300千円 大和郡山市 奈良県 農林部農業水産振興課
(2) 地域の林業へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 森林整備地域活動支援事業 市町村長との協定に基づき計画的に森林整備を実施する森林所有者等に対し交付金を交付　 スキーム：県3/4（国1/2　県1/4）市町村1/4　　　　　　　　市町村推進費   国1/2  市町村1/2　 助成内容：交付単価　15,000円/ha  5,000円/ha　 助成対象：奈良市外18市町村　 県予算額：259,580千円 市町村 奈良県 農林部林政課

- 35 - 地域の農林業へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 山村振興等農林漁業対策事業 山村の特性に応じた事業実施により、地域づくりを促進する事業に対する助成 　スキーム：県5.5/10(国4.5/10  県1/10) *事業種目により異なる 　助成内容：農林漁業振興事業、自然景観保全推進事業、　　　　　　　　 山村・都市交流促進事業等 　助成対象：宇陀市 　県予算額：47,841千円 市町村 奈良県 農林部林政課
①市町村への助成 林業構造改善事業 地域の特性に応じた林業経営の安定化や林産物の供給を図るための基盤強化を促進する事業に対する助成 　スキーム：県6/10(国5/10  県1/10)　*事業種目により異なる 　助成内容：路網、効率化施設、地域産物活用施設等の整備 　助成対象：川上村、十津川村 　県予算額：18,413千円 市町村 奈良県 農林部林政課
①市町村への助成 県産材安定供給促進事業(高密度作業路開設事業) 集約化区域における高密度の低コスト作業路の開設に対する助成 　スキーム：県4/10（国3/10　県1/10） 　助成対象：五條市、宇陀市、御杖村、吉野町、下市町、黒滝村、　　　　　　　　 天川村、上北山村、川上村、東吉野村 　県予算額：31,709千円 市町村 奈良県 農林部林政課
①市町村への助成 県産材安定供給促進事業(県産材生産促進事業) 搬出コストの不採算により伐り捨てられている未利用間伐材の出材に対する助成 　助成内容：県2,000円/m3　市町村1,500円/m3 　助成対象：奈良市、五條市、宇陀市、曽爾村、御杖村、下市町、　　　　　　　　天川村、十津川村、下北山村、上北山村、川上村、　　　　　　　　東吉野村 　県予算額：25,000千円 市町村 奈良県 農林部林政課
①市町村への助成 県産材を使用した木育推進事業 小・中学生に木への親しみや県産材の利用に理解を深めるため、県産材を使用した学習机を導入する小・中学校の所管市町村に対する助成 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象：事業実施市町村 　県予算額：1,500千円 市町村 奈良県 農林部林政課
①市町村への助成 林業労働者退職金共済制度推進事業 退職金共済制度の掛け金に対する助成 　スキーム：県15/100  市町村15～40/100　事業者70～45/100 　助成内容：18,000円～26,000円／月  対象加入者 244人 　助成対象：五條市、宇陀市、曽爾村、御杖村、吉野町、黒滝村、 　　　　　　　　天川村、野迫川村、十津川村、下北山村、上北山村、 　　　　　　　　川上村、東吉野村 　県予算額：10,116千円 市町村 奈良県 農林部林政課
①市町村への助成 やまびこ住宅整備事業 林業就職希望Ｕターン者等の住宅建設費用に対する助成 　スキーム：県1/2（国1/3　県1/6）　市町村1/2 　助成対象：上北山村 　県予算額：250千円 市町村 奈良県 農林部林政課
②団体等への助成 森林環境教育事業（体験学習実施事業） 指導者養成セミナーの基本的な指導者養成研修を終了した者が実施する森林体験学習に対して費用の一部を助成　 スキーム：県10/10　 助成内容：経費の1/2以内（上限5万円）　 助成対象：基本的な指導者養成研修を終了した団体の指導者、　　　　　　　　 ボランティアリーダー等　 県予算額：2,000千円

基本的な指導者養成研修を終了した団体の指導者、ボランティアリーダー等 奈良県 農林部林政課
③県庁力によるサポート 森林環境教育事業（指導者養成セミナー） 団体の指導者等を対象とした森林環境教育の指導者養成 　スキーム：県10/10 　支援内容：基本的な指導者養成ほか各種研修会の開催 　支援対象：団体の指導者、ボランティアリーダー等 　県予算額：2,900千円 地域団体・個人 奈良県 農林部林政課- 36 - 地域の農林業へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 森林環境教育事業（人材・フィールド支援事業） 森林体験学習の指導者、活動できるフィールドの登録、道具資材の配置を行い、紹介・斡旋を実施　 スキーム：県10/10　 支援内容：森林体験学習を実施する団体、個人に対して指導者等　　　　　　　　 の紹介・斡旋及び道具の貸出を実施　 支援対象：森林体験学習を実施する団体、個人　 県予算額：3,373千円 地域団体・個人 奈良県 農林部林政課
③県庁力によるサポート 森林環境教育事業（副読本配布事業） 森林林業への理解を深めるため、副読本を配布 　スキーム：県10/10 　支援内容：県内小学５年生を対象に、学校を通じて配布 　支援対象：（市町村教育委員会）県内小学５年生 　県予算額：3,000千円 地域団体・個人 奈良県 農林部林政課
③県庁力によるサポート 奈良県版新生産システム構築事業 地域産材を利用した新たな産直住宅に向けたスキームを構築するため、先導的地域を育成し、そのノウハウを県下に普及　 スキーム：県10/10　 支援内容：協議会を設置し、①各工程の検証とコストダウンの提                 言、②相談会開催、③講演会・先進事例調査　 県予算額：1,600千円 地域団体・個人 奈良県 農林部林政課⑥アドバイス・相談 林業普及指導事業 林業経営に必要な技術の普及指導及び森林の施業の指導 － 奈良県 農林部農林振興事務所⑥アドバイス・相談 林業普及指導事業 専門的な森林施業、生産技術、知識の提供 － 奈良県 農林部森林技術センター①市町村への助成 奈良の元気な森林づくり推進事業 緊急間伐マネージャーの設置を市町村に委託　 スキーム：県10/10　 委託対象：宇陀市外20市町村  　県予算額：11,395千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課①市町村への助成 条件不利森林整備特別対策事業 モデル的に取り組む立地等条件の不利な森林の整備に対する助成　 スキーム：国10/10　 助成対象：宇陀市外12市町村　 県予算額：100,200千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課①市町村への助成 未整備森林緊急公的整備導入モデル事業 モデル的に取り組む未整備森林の整備を市町村に委託　 スキーム：国10/10　 委託対象：宇陀市外13市町村　 県予算額：50,000千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課①市町村への助成 森林環境保全緊急間伐事業 環境保全を図ることを目的とした放置人工林の整備を市町村に委託　 スキーム：県10/10　 委託対象：宇陀市外20市町村　 県予算額：394,792千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課①市町村への助成 森林造成事業 計画的に実施する森林整備に対する助成　 スキーム：県4/10～7/10 (国3/10～5/10   県1/10～2/10)　           市町村等　3/10～6/10　 助成対象：市町村、森林組合等　 予算額：416,832千円 市町村森林組合等 奈良県 農林部森林整備課①市町村への助成 林道整備事業（補助林道開設事業） 市町村が実施する林道の開設事業に対する助成　 スキーム：県6/10（国5/10　県1/10）市町村4/10　 助成対象：宇陀市、野迫川村　 県予算額：130,664千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課- 37 - 地域の農林業へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 林道整備事業（林道改築事業） 市町村が実施する林道の改築事業（既設林道の拡幅、改良、舗装等を一体的に施工）に対する助成 　スキーム：県6/10（国5/10　県1/10）市町村4/10   助成対象：十津川村   県予算額：28,890千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課①市町村への助成 林道整備事業（林道環境保全事業） 市町村が実施する林道の環境保全事業（既存の林道の不安定法面等の保全改良）に対する助成 　スキーム：県6/10（国5/10　県1/10）市町村4/10 　助成対象：十津川村、下北山村、上北山村、川上村 　県予算額：69,120千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課①市町村への助成 林道整備事業（林道舗装事業） 市町村が実施する林道の舗装事業に対する助成 　スキーム：県6/10（国5/10　県1/10）市町村4/10 　助成対象：天川村、上北山村 　県予算額：11,520千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課①市町村への助成 搬出用基幹的作業道整備モデル事業 森林整備のための基幹的作業道の開設に対する助成 　スキーム：国10/10 　助成対象：十津川村 　予算額：35,000千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課
①市町村への助成 県単独林道事業 市町村が実施する林道整備等のうち国庫補助対象外の事業に対する助成 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象：五條市、宇陀市、御杖村、吉野町、天川村、野迫川村、　　　　　　　　 十津川村、下北山村、上北山村、川上村 　県予算額：59,000千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課
①市町村への助成 県単独治山事業（市町村治山事業） 市町村が実施する災害に伴う林地の小規模崩壊の復旧等に対する助成 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成対象：全市町村 　県予算額：21,834千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課
①市町村への助成 林道災害復旧事業 市町村・森林組合管理林道の災害復旧事業に対する助成 　スキーム：県5/10～6.5/10（国5/10～6.5/10）　　　　　　　　市町村等3.5/10～5/10（基本補助率） 　助成対象：林道を管理する市町村・森林組合 　県予算額：99,300千円 市町村森林組合 奈良県 農林部森林整備課
②団体等への助成 林道災害復旧事業 市町村・森林組合管理林道の災害復旧事業に対する助成 　スキーム：県5/10～6.5/10 (国5/10～6.5/10)　　　　　　　　市町村等3.5/10～5/10 　助成対象：林道を管理する市町村・森林組合 　県予算額：99,300千円 市町村森林組合 奈良県 農林部森林整備課
②団体等への助成 森林造成事業　（再掲） 計画的に実施する森林整備に対する助成　 スキーム：県4/10～7/10 (国3/10～5/10   県1/10～2/10) 　　　　　　　 市町村等3/10～6/10　 助成対象：市町村、森林組合等　 県予算額：416,832千円 市町村、森林組合等 奈良県 農林部森林整備課
①市町村への助成 里山林機能回復整備事業 ＮＰＯやボランティア団体等の協力を得ながら、放置され荒廃した里山林の景観や機能を回復する事業に対する助成   スキーム：県10/10   助成内容：森林整備費用304,500円/ha　　　　　　　　 竹林整備費用313,200円/ha   助成対象：奈良市外12市町村　 県予算額：3,753千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 森林病害虫等防除事業（駆除事業） 松くい虫被害から森林を保護するために、松くい虫の被害を受けた松の処理に対する助成 　スキーム：県3/4　市町村1/4 　助成内容：伐倒・薬剤処理に要する経費 　助成対象：十津川村 　県予算額：222千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課
①市町村への助成 森林病害虫等防除事業（樹幹注入事業） 松くい虫被害から森林を保護するために、被害の未然防止対策に対する助成 　スキーム：県3/4　市町村1/4 　助成内容：薬剤注入に要する経費 　助成対象：生駒市、山添村 　県予算額：918千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課
①市町村への助成 森林病害虫等防除事業（予防事業） 松くい虫被害から森林を保護するために、特別防除を委託 　スキーム：県10/10 　助成内容：薬剤の空中散布に要する経費 　助成対象：吉野町、下市町 　県予算額：3,556千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課④国からの助成 美しい森林づくり基盤整備交付金 地域の自主性、裁量性を活かした森林整備に対して支援　スキーム：1/2 市町村等 農林水産省 農林部森林整備課
(3) 鳥獣害対策へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 農地環境整備計画策定事業 中山間地域での鳥獣害対策、耕作放棄地対策のための計画を策定する市町村への助成 　スキーム：県5/10  市町村5/10 　助成対象：明日香村 　県予算額：3,000千円 市町村 奈良県 農林部耕地課①市町村への助成 鳥獣被害防除事業（有害獣捕獲施設設置事業） 銃猟規制区域でのイノシシ等による農林産物被害対策に対する助成　 スキーム：県1/2　市町村1/10　事業者4/10   助成内容：捕獲柵及び防護柵の設置   助成対象：天理市、桜井市、五條市、御所市外　 県予算額：3,370千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課①市町村への助成 鳥獣被害防除事業（有害獣駆除事業） シカ、イノシシ、カラス等からの農林作物被害対策に対する助成 　スキーム：県1/3　市町村1/3　事業者1/3 　助成内容：銃による駆除に要する経費 　助成対象：奈良市、大和郡山市、天理市、桜井市外 　県予算額：6,924千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課④国からの助成 鳥獣害防止対策事業 有害鳥獣被害防止の取り組みに対して助成 　スキーム：ソフト事業　10/10　　　　　　　 ハード事業　1/2 市町村地域協議会 農林水産省 農林部農業水産振興課
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(1) 地域の道路・河川整備へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当
①市町村への助成 市町村道路整備事業費補助金 京奈和自動車道の早期整備のため、関係市町村に対し、市町村道整備事業補助金を交付 　スキーム：県1/2　市町村1/2 　助成内容：京奈和自動車道（大和・御所道路、五條道路）の中心線　　　　　　　　から200m以内で行われる市町村道の整備における用地　　　　　　　　補償費、工事費の1/2を補助 　助成対象：京奈和自動車道（大和・御所道路、五條道路）沿線市町　　　　　　　　 （大和郡山市、天理市、川西町、三宅町、田原本町、　　　　　　　　　橿原市、大和高田市、御所市、五條市） 　県予算額：40,000千円 市町村 奈良県 土木部道路建設課
③県庁力によるサポート 道路整備による支援 都市部や中山間地域における安全で安心なまちづくりや地域づくりを行うため、住民の生活の質の向上に計画的かつ積極的に取り組む市町村を支援 　支援内容：市町村が策定するまちづくりや地域づくり計画を実現　　　　　　　　 するための道路整備を推進 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 土木部道路建設課④国からの助成 交通安全施設整備事業費補助 市町村の行う交通安全施設整備事業に対し助成 　スキーム：1/2（通学路に係る場合は5.5/10） 市町村 国土交通省 土木部道路・交通環境課④国からの助成 （仮称）地域活力基盤創造交付金 平成20年度まで市町村道整備事業として、地方道路整備臨時交付金が助成されていたが、道路特定財源制度の一般財源化に伴い平成21年度より廃止され、それに代わるものとして創設される制度。制度内容は現時点では未確定であるが、地方の実情に応じて、道路を中心に関連する他のインフラ整備やソフト事業にも活用できる制度となる予定。 　スキーム：補助率（地方道路整備臨時交付金）市町村の財政状況　　　　　　　　により5.5／10～7/10(予定） 市町村 国土交通省 土木部道路建設課（道路管理課、地域デザイン推進課）④国からの助成 地域連携推進事業費（生活環境整備事業） 地区の関係者が一体となって面的に質の高い道路整備を行う「くらしの道づくり計画」地内で行われる道路改築事業等に対し補助 　スキーム：1/2（明日香村のみ2/3） 市町村 国土交通省 土木部道路建設課④国からの助成 道整備交付金事業 「地域再生計画」に基づき農・林道と一体となって整備する市町村道整備事業（改築、修繕）に対しての交付金 　スキーム：1/2 市町村 内閣府・国土交通省 土木部道路建設課④国からの助成 地方道路整備臨時貸付金 市町村の財政負担軽減と平準化を図るため、道路事業の一部に対して、無利子で貸付 　スキーム：償還期間20年以内 市町村 内閣府・国土交通省 土木部道路建設課④国からの助成 橋梁長寿命化修繕計画策定費 今後老朽化する道路橋の急速な増大に対応するため、従来の事後的な修繕及び架替えから、予防的な修繕及び架替えへと円滑な転換を図るため、橋梁長寿命化修繕計画を策定する市町村に策定費用（点検を含む）を交付 　スキーム：1/2 市町村 国土交通省 土木部道路管理課④国からの助成 地域連携推進事業費（街路事業費補助） 都市計画事業として行われる道路の改築事業への補助 　スキーム：5.5/10 県、市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 交通連携推進事業費補助 他の交通機関との連携及び結節機能強化等を道路整備事業において、まちづくりと一体的に積極的に推進することを目的とし、交通結節点改善事業、踏切除却・改良事業、連続立体交差事業、連続立体交差関連公共施設整備事業を実施　 スキーム：1/2 県、市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 シンボルロード整備 都市内の主要な公共空間である道路空間を、市民に親しまれ、生活に潤いを与えるシンボルの場として、計画的かつ総合的に対応していく路線を「シンボルロード」として位置づけ、事業を実施する地方公共団体に対し助成 　スキーム：5.5/10 県、市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課⑥アドバイス・相談 奈良県市町村道整備促進期成同盟会研修事業 県内市町村道路整備を促進するための財源確保を行うための団体において、道路整備に必要な研修会等を開催費用は各市町村からの負担金より運営県担当課と市町村と一体となり事業運営を実施 － 奈良県市町村道整備促進期成同盟会 土木部道路建設課

５５５５．．．．地域地域地域地域のののの基盤基盤基盤基盤づくりのためのづくりのためのづくりのためのづくりのためのサポートサポートサポートサポート

- 40 - 地域の基盤づくりのためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 大和川流域総合治水対策事業県費補助金 大和川流域総合治水対策として、保水機能を高める事業に対する助成 　スキーム：国1/3（直接補助）　　　　　　　　県（財源対策債充当額の30％を上限） 　助成内容：流域貯留浸透施設整備事業にかかる経費の一部を　　　　　　　　 助成 　県予算額：0 市町村 奈良県 土木部河川課④国からの助成 総合流域防災事業費補助（流域貯留浸透施設） 総合治水対策特定河川の流域において、貯留、浸透又は貯留浸透機能をもつ施設の整備等を市町村が行う事業に対し補助　 スキーム：一般公共事業債の財源対策分の3/10 市町村 国土交通省 土木部河川課
(2) 地域のまちづくりへのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 町家等利活用推進事業 地域の特色を活かした良好な景観の形成によるまちの再生や、地域の活性化を図るため、県内の町家等の利活用を推進　 支援内容：町家利活用フォーラムの開催、ホームページの開設等　 支援対象：歴史的な街なみを有する地区においてまちづくりを　　　　　　　　 行っている組織及び県民等《《《《HHHH21212121でででで終了終了終了終了》》》》　 　 　 　 県予算額：753千円 まちづくり活動組織・個人・市町村 奈良県 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 街並み環境整備事業 ゆとりとうるおいのある住宅地の形成のために、市町村が住環境の整備改善を行う事業に対し助成 　スキーム：街なみ整備　 　 　国1/2　市町村1/2　　　　　　　　街なみ整備助成　国1/3　市町村1/3　事業者1/3 市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 歴史的環境形成総合支援事業 魅力的な歴史的風致を持つまちづくりを推進することにより、地域の誇りを育み、地域の活性化を図るため、歴史的風致維持向上計画重点区域内の歴史的風致形成建造物の復原・修理等を中心としたハード・ソフト両面にわたる取り組みを総合的に支援　 スキーム：コア事業　1/2　　　　　　　 附帯事業　1/3 県、市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 まちなみデザイン推進事業 再開発、良好なまちなみ形成に向けた調査等を行う地権者等からなる協議会組織に、地方公共団体を通じて助成　 スキーム：1/3 協議会組織等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 都市再生推進事業 都市の構造と環境を経済社会の変化に対応し、豊かな都市生活や経済活動を実現できるものへと再構築を進めるための助成 　スキーム：要綱に基づく各事業毎の補助率 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 土地区画整理事業補助金 良好な宅地の造成と公共施設の整備改善を図り、健全な市街地の形成を促進するために実施される土地区画整理事業に対し補助金を交付　 スキーム：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 都市再生土地区画整理事業 防災上危険な密集市街地及び空洞化が進行する中心市街地等都市基盤が貧弱で整備の必要な既成市街地において、土地区画整理事業の実施により都市基盤の整備と併せて街区の再編を行い、もって土地の有効活用を促進するとともに、安全・安心で快適な、活力ある市街地への再生・再構築を行う　 スキーム：1/3（一般地区）　　　　　　　　1/2（重点地区） 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 暮らし・にぎわい再生事業 中心市街地の再生を図るため、国による中心市街地活性化基本計画の認定を受けた意欲のある地区について、都市機能のまちなか立地及び空きビルの再生並びにこれらに関連する賑わい空間施設整備や計画作成・コーディネートに要する費用を助成　 スキーム：1/3 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課- 41 - 地域の基盤づくりのためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 市街地再開発事業 市街地内の都市機能が低下していること等が認められる地域において、建築物及び建物敷地の整備並びに公共施設の整備等を行うことにより、市街地の土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図ることを目的とし、土地の高度利用と都市機能の更新を図るべき地区において、「地区内の建築物の全面的な除却」、「中高層の不燃化共同建築物の建築」、「公園、緑地、街路等の公共施設の整備」を行う事業に対し補助　 スキーム：1/3 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 住宅市街地基盤整備事業 住宅及び宅地の供給を特に促進する必要がある三大都市圏等における住宅宅地事業を促進するために、関連する道路、公園、下水道、河川等の公共施設及び生活関連施設の整備等に補助　 スキーム：通常補助事業に準じる 県、市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 優良建築物等整備事業 土地の合理的利用の誘導、優良建築物の整備促進による市街地環境の整備、市街地住宅の供給促進を図る。　 スキーム：1/3 市町村民間事業者等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 まちづくり計画策定担い手支援事業 密集市街地等において、地権者組織等による都市計画の提案素案の作成を支援することにより、市町村による地区計画等の都市計画決定を促し、これにより自立的な建替を促進し、市街地の整備改善等を図る。　 スキーム：重点密集市街地　　　　　　　　定額　　　　　　　　重点密集市街地以外の地域　1/2 NPO法人等団体 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課都市計画室⑤公的団体からの助成 まちなか再生総合プロデュース事業 まちなか空間の再生を目的として実施する事業のうち実質的成果があり、モデル事業になるもので、プロデューサー等が実質的、継続的な取り組みを行う事業に対する委託費を助成 　助成金額：10,000千円（上限） 　助成割合：2/3 市町村 (財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 なら・まちづくりコンシェルジュ 地域からの要請に応じ、まちづくりに精通した職員が歴史的町並み地区等の現場へ出向いて、まちづくりの情報提供・相談を継続的に行うことにより、県民によるまちづくりを発掘・支援（対象：地域住民、まちづくり活動組織等） － 奈良県 まちづくり推進局地域デザイン推進課⑥アドバイス・相談 まちづくりアドバイザー派遣制度 地域からの要請に応じ、建築関係団体（事務局:(社)奈良県建築士会）に所属する専門家が学習会等でアドバイスを実施（対象：地域住民、自治会等） － (社)奈良県建築士会 まちづくり推進局地域デザイン推進課
(3) 上・下水道整備へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 簡易水道等整備推進事業 市町村が整備する簡易水道事業の公債費償還に対する助成   スキーム：過疎債、辺地債　県16％（１０年分割補助）　　　　　　　　その他地方債　　県20％（１０年分割補助）   助成内容：国庫補助対象事業費   助成対象：13市町村   県予算額：101,857千円 市町村 奈良県 健康安全局消費・生活安全課④国からの助成 簡易水道等施設整備費国庫補助金 市町村が行う簡易水道事業等(新設、拡張、改良)に要する経費の一部に対して補助 　スキーム：4/10～1/4 市町村等 厚生労働省 健康安全局消費・生活安全課④国からの助成 水道水源開発等施設整備国庫補助金 市町村が行う水道事業（給水人口5,000人以上）の水道水源開発施設、広域化施設、 高度浄水施設、管路近代化等に要する経費の一部に対して補助 　スキーム：1/2～1/3 市町村等 厚生労働省 健康安全局消費・生活安全課①市町村への助成 浄化槽設置整備補助事業 市町村が実施する合併処理浄化槽設置者への助成事業に対する補助 　スキーム：国（直接補助1/3）　県1/3　市町村1/3 　助成対象：奈良市外18市町村 　県予算額：70,402千円 市町村 奈良県 景観・環境局環境政策課- 42 - 地域の基盤づくりのためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 農業集落排水事業 農業集落における汚水、汚泥又は雨水を処理する施設の整備又は改築を行う市町村への助成　 スキーム：国5/10　市町村5/10　 助成対象：奈良市、天理市　 県予算額：134,330千円 市町村 奈良県 農林部耕地課①市町村への助成 農業集落排水特別対策事業 農業集落排水事業実施による過年度下水道事業債等の償還について助成　 スキーム：県1.5/10（10ヶ年分割交付） 市町村8.5/10　 助成対象：奈良市、天理市、五條市、平群町　 県予算額：82,674千円 市町村 奈良県 農林部耕地課④国からの助成 下水道事業費補助 市町村の下水道事業整備を促進するために、市町村公共下水道事業計画に基づく実施計画事業に対し助成　 スキーム：1/2及び6/10 市町村 国土交通省 まちづくり推進局下水道課④国からの助成 都市水環境整備下水道事業費補助 「清流ルネッサンスⅡ」の計画に位置付けられた市町村の下水道事業整備を促進するために、市町村公共下水道事業計画に基づく実施計画事業に対し助成　 スキーム：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局下水道課④国からの助成 下水道防災事業費補助 市町村の防災事業(浸水・地震）及び改築整備を推進するために、市町村公共下水道事業計画に基づく実施計画事業に対し助成 　スキーム：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局下水道課④国からの助成 汚水処理施設整備交付金 「地域再生計画」に基づき公共下水道・浄化槽と一体となって整備する市町村下水道事業整備の促進に対して交付金を交付 　スキーム：1/2 市町村 内閣府・国土交通省 まちづくり推進局下水道課
(4) 公共工事の技術管理等へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑥アドバイス・相談 公共工事の品質確保に関する取組アドバイス 「総合評価落札方式」など公共工事の品質確保に関する取組について市町村からの様々な相談や質疑等について対応し、市町村の事務手続きをサポートする窓口※総合評価落札方式、低入札価格調査制度、施工体制点検特別調査など － 奈良県 土木部技術管理課⑥アドバイス・相談 設計積算・技術基準に関するサポート 建設工事における設計積算及び技術基準に関して、市町村からの様々な相談や質疑等に対応 － 奈良県 土木部技術管理課⑥アドバイス・相談 土木積算システム支援 土木工事等発注における予定価格算出について、県が使用している積算システムを希望する市町村に提供 － 奈良県 土木部技術管理課⑥アドバイス・相談 公共事業再評価実施支援 再評価を実施する市町村の公共事業について、県が設置している「事業評価監視委員会」に諮れることとし、その審議の場の提供 － 奈良県 土木部技術管理課⑥アドバイス・相談 市町村職員土木技術研修 県職員向けの土木技術に係る研修（橋梁下部工設計研修等）に対し、希望する市町村職員の受入を実施 － 奈良県 土木部技術管理課⑥アドバイス・相談 建設ＣＡＬＳ支援 建設ＣＡＬＳ(工事等の情報の電子化)の導入に関する取組について、市町村からの様々な相談や質疑等に対応 － 奈良県 土木部技術管理課⑥アドバイス・相談 ＰＦＩアドバイザー派遣事業（地方公共団体が直接財団へ送付する。） ＰＦＩの基礎的な事項に関すること及びＰＦＩの具体的な検討事業に関することにたいして助言・指導を行う 　支援内容：アドバイザー派遣にかかる費用(金額の明示は無し） 　助成割合：10/10 － (財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課

- 43 - 地域の基盤づくりのためのサポート



(1) 市町村の行財政問題の解決に向けたサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 活力あふれる市町村応援補助金 活力ある市町村等が独自に取り組む創意と工夫あふれる事業へ助成 　支援事業：市町村発案事業(ｿﾌﾄ事業)、地域づくりアドバイザー　　　　　　　　 支援事業、広域連携事業（ｿﾌﾄ事業）、一般事業 　スキーム：市町村：3/4、1/2、1/3(事業、財政力等により区分)　　　　　　　　　 財政力指数0.7以上は一部対象外　　　　　　　　市町村の広域連携団体：1/2 　県予算額：250,000千円 市町村、市町村の広域連携団体 奈良県 地域振興部市町村振興課
①市町村への助成 市町村振興資金貸付事業 市町村が住民福祉の増進を図るために行う事業に対する貸付 　貸付内容：貸付対象事業  広域振興、過疎・辺地等振興､一般　　　　　　　　 地域振興、合併支援　　　　　　　　 貸付期間　15年間（うち１年据置）　　　　　　　　 貸付利率  財政融資資金利率　　　　　　　　　　　　　　　 特例事業は財政融資資金利率－2.5％　　　　　　　　　　　　　　　 ただし、下限利率を1.0％とする　　　　　　　　 償還方法　元金均等年賦償還　 県予算額：500,000千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
①市町村への助成 市町村財政健全化貸付事業 財政健全化法の早期健全化基準を上回り、財政健全化計画を策定し、積極的に取り組む団体に対して、初期段階に特例措置を講じることにより当該団体が計画どおり財政健全化が図れるよう支援　 貸付内容：貸付期間　15年間（うち3年据置）　　　　　　　　 地方債の借換にあっては、借換前の地方債の残期間　　　　　　　　 貸付利率  無利子　　　　　　　　 償還方法　元金均等年賦償還　　　　　　　　 支援期間　計画策定年度から1団体3ヶ年を上限 　県予算額：1,500,000千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
①市町村への助成 市町村合併推進事業（市町村合併支援交付金） 市町村合併により発生する臨時的財政需要や合併後の一体的なまちづくり等に要する経費を支援するため交付 　スキーム：県10/10 　助成内容：交付限度額＝合併関係市町村数×100,000千円　　　　　　　　合併後人口が3万人に満たない場合は交付せず  　県予算額：100,000千円 合併市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
①市町村への助成 市町村合併推進事業（市町村合併推進支援事業） 市町村合併の啓発事業に対し補助 　スキーム：県1/2　市町村等1/2 　助成内容：補助限度額　1,800千円市町村合併を目指して設置された法定の合併協議会の運営に要する経費の一部を支援するため交付 　スキーム：県10/10 　助成内容：交付限度額　5,000千円 　県予算額：15,000千円

1.市町村及び一部事務組合等2.市町村が設置する法定の合併協議会 奈良県 地域振興部市町村振興課①市町村への助成 同和対策事業債利子補給事業 平成13年度までに許可された同和対策事業に係る地方債（旧地対財特法第５条債等を除く）の利子に対する補給金 　助成対象：16市町村 　県予算額：141,000千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課①市町村への助成 市町村事務処理交付金 市町村へ移譲を行った事務の執行に係る経費を交付   スキーム：県10/10 　算定方法：交付金額＝基準額×前年度処理件数　　　　　　　　 基準額＝１時間当り人件費×平均処理時間＋事務費 　県予算額：26,000千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課②団体等への助成 住民自治振興支援事業 地縁型住民自治組織の全県組織である奈良県自治連合会の実施する各種事業（研修事業、自治功労者表彰式、全国自治連合会参加等）に対し助成　 スキーム：1/2　 県予算額：700千円 奈良県自治連合会 奈良県 地域振興部市町村振興課

６６６６．．．．市町村市町村市町村市町村のののの行財政運営等行財政運営等行財政運営等行財政運営等ののののサポートサポートサポートサポート

- 44 - 市町村の行財政運営等のサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当
②団体等への助成 地方自治振興事業（行政運営支援事業補助金） 奈良県市町村総合事務組合が実施する、市長会、町村会、町村議長会、市町村職員研修センター事業に対し助成　 支援内容：①要望活動事業(市長会、町村会、町村議長会） 　　　　　　　　②研修事業（市長会、町村会、町村議長会） 　　　　　　　　③新たな過疎法制推進事業 　　　　　　　　④軽自動車税申告事務の電子化に伴う事業 　　　　　　　　⑤市町村職員研修センター事業 　スキーム：1/2 　県予算額：10,500千円 奈良県市町村総合事務組合 奈良県 地域振興部市町村振興課
②団体等への助成 地方自治振興事業（政策立案支援事業補助金） 奈良県市議会議長会が実施する、市議会議員、議会事務局職員への研修事業に対し助成 　スキーム：1/2 　県予算額：850千円 奈良県市議会議長会 奈良県 地域振興部市町村振興課
③県庁力によるサポート 市町村サポート事業 市町村の抱える課題の解決に、県と市町村が一体となって対応するため、県内市町村が行うサービスの向上や行財政改善の取り組みに対して支援 　支援内容：①市町村行財政改善検討会及び作業部会の開催　　　　　　　　 ②地域力再生検討事業を活用した検討会等の検討事　　　　　　　　　　項の調査・検討等　 支援対象：県・市町村で構成する作業部会　　　　　　　　（複数の市町村で構成する作業部会を含む）　 県予算額：34,000千円

作業部会（複数の市町村で構成する作業部会） 奈良県 地域振興部市町村振興課
③県庁力によるサポート 市町村行政経営力向上支援事業（奈良県・市町村長サミット実施事業） 月例会議、行政課題研究会の開催 　支援内容：①月例会議の開催　　　　　　　　 ②行政課題研究会の開催 　支援対象：全市町村 　県予算額：2,000千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
③県庁力によるサポート 市町村行政経営力向上支援事業（市町村人材養成支援事業）

市町村からの実務研修員の受け入れ、市町村との相互派遣研修及び知事と県内市町村の職員での特別研修の実施による人材育成支援及び連携強化 　支援内容：①プロジェクト選択型募集を実施することによる配属　　　　　　　　　　先での実務研修の充実及び政策課題研修等、研修　　　　　　　　　　内容の充実　　　　　　　　 ②相互派遣研修の実施　　　　　　　　 ③知事と県内市町村の職員での特別研修の実施 　支援対象：全市町村 　県予算額：1,500千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
③県庁力によるサポート 市町村行政経営力向上支援事業（県・市町村「行政経営」情報交換会） 行政経営全般について、県・市町村の実務担当者が情報等の交換・共有を図ることにより、住民満足度の高い奈良県づくりを推進 　支援内容：市町村のニーズに応じた部会を設置 　支援対象：全市町村 　県予算額：1,500千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
③県庁力によるサポート 市町村財政健全化支援事業 市町村の財政健全化（健全化法対応・公会計導入等）についての助言や研修会の開催、また県民への分かりやすい行財政情報の提供を実施　 支援内容：公会計制度改革研究会の開催　　　　　　　　 健全化計画策定における助言　　　　　　　　 分かりやすい行財政情報（行政組織・財政・税徴収　　　　　　　　 状況）の提供 　支援対象：全市町村 　県予算額：4,000千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
③県庁力によるサポート 市町村税税収強化事業 県と市町村とが協働・協力し、市町村税の税収強化への取り組みを実施　 支援内容：①市町村税税収強化推進会議の開催　　　　　　　　 ②市町村税一斉滞納整理強化期間を設け、取組強化 　支援対象：全市町村 　県予算額：2,200千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課- 45 - 市町村の行財政運営等のサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当
③県庁力によるサポート 県・市町村の役割分担検討協議会事業

奈良県の実情に応じた今後のあるべき役割分担の姿を描き、その実現を図るため、協議会を設置　 事業の概要：①県と市町村の担うべき役割の明確化　　　　　　　　　  ②小規模町村に対する県の支援　　　　　　　　　  ③市町村の新たな広域連携のあり方　　　　　　　　　  ④権限移譲に関するフレームの構築　　　　　　　　　　など、実現に向けて課題整理、調整の実施　 支援内容：協議会・幹事会の開催　　　　　　　　 個別事務分析、役割分担の方向性の取りまとめ　 支援対象：全市町村　 県予算額：24,000千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
④国からの助成 地域活性化・生活対策臨時交付金 地方公共団体が「地域活性化に資する施策」または「生活対策」（平成20年10月30日新たな経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議決定）に対応した施策を行うために作成した地域活性化・生活対策実施計画に基づく事業に対し、国が交付金を交付することにより、地域活性化等の速やかかつ着実な実施を図る（H20国２次補正対応）　 スキーム：10/10 市町村 内閣官房地域活性化統合事務局 地域振興部市町村振興課
④国からの助成 定額給付金給付事業 景気後退下での住民の不安に対処するため、住民への生活支援を行うとともに、あわせて、住民に広く給付することにより、地域の経済対策に資することを目的とする（H20国２次補正対応）　 スキーム：10/10　 助成内容：実施に要する経費(給付費及び事務費)　　　　　　　　 給付額　12千円/人　　　　　　　　　（65歳以上及び18歳以下は20千円/人) 市町村 総務省 地域振興部市町村振興課④国からの助成 国民投票制度準備等関係経費市町村交付金 日本国憲法改正手続法の平成22年5月18日の施行にあたり、「投票人名簿」を調製するシステム構築にかかる費用についての交付金　 スキーム：10/10 市町村 総務省 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 シンポジウム等助成事業 シンポジウム開催に対する助成（①わがまちづくりシンポ、②地域活性化シンポ、③花と緑のフェスティバル、④スポーツと地域づくりシンポ、⑤子育て支援シンポジウム）　 助成金額：3,000千円(上限)（会場借り上げ代は当該団体負担）　 助成割合：10/10 県、市町村 (財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 広域連携推進助成事業 複数の市町村が共同して、または広域行政圏が主体となって行う地域連携や交流を目的としたソフト事業への助成　 助成金額：3,000千円（上限）　 助成割合：10/10 市町村、広域行政機構 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 地域資源活用推進助成事業 地域の自然・歴史・産業等の地域資源を発見し、積極的な活用を図る目的で市町村等が実施するソフト事業への助成　 助成金額：3,000千円（上限）　 助成割合：10/10 市町村、広域行政機構 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 移住・交流受入システム支援事業 市町村が移住・交流者の受入システム構築に取り組むため、専門的知見を有する法人や個人等による指導・助言を受けるための経費に対して助成　 助成金額：2,000千円（単独自治体が実施した場合の上限）　　　　　　　　 4,000千円（複数自治体が実施した場合の上限）　 助成割合：10/10 市町村 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 合併市町村住民組織活性化支援事業 合併後に主たる事務所が置かれていない旧市町村の地域において、住民組織等が、自主的・主体的に実施する当該地域を活性化する事業に合併市町村が補助する事業に対して助成　 助成金額：3,000千円（上限）　 助成割合：10/10 H11以降に合併した市町村、H21までに合併予定の市町村 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 各種施設助成事業 自治宝くじの普及宣伝、かつ社会福祉、社会教育、体育、環境保護その他公益の増進等に寄与すると認められる事業への助成　 助成金額：上限、下限ともに明確な設定金額は無し　 助成割合：10/10 県、市町村 (財)日本宝くじ協会 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 ｅ－地域資源活用事業 観光コンテンツ作成、システム構築、共通プラットフォーム整備及び市区町村等の団体間の連携調整・協議会間の調整にかかる費用について助成　 助成金額：10,000千円（上限）　 助成割合：2/3 市町村（当該事業について広域連携していることが条件） (財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課- 46 - 市町村の行財政運営等のサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 共同調査研究事業 地方分権時代における、情報化、国際化、地域活性化、少子高齢化等の地方公共団体が抱える諸課題の解決に資することを目的とする。　 助成金額：総事業費の2/5　　　　　　　　 （総事業費は6,000千円～15,000千円を目安とする） 県、市町村 (財)地方自治研究機構 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談市町村合併相談コーナー 市町村や住民から市町村合併に関する様々な相談や意見・質疑等について答える窓口 － 奈良県 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談市町村合併等推進アドバイザー派遣 市町村や公共的団体等が行う、市町村合併に関する講演会及びシンポジウム等に、アドバイザーや講師を派遣 － 奈良県 地域振興部市町村振興課①市町村への助成 県民税徴収取扱費交付金 助成内容：納税義務者数×3,300円　他県予算額：2,378,600千円 市町村 奈良県 総務部税務課①市町村への助成 地方消費税市町村交付金 助成内容：清算後収入×1/2県予算額：11,675,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課①市町村への助成 利子割交付金 助成内容：税収×59.4%県予算額：1,067,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課①市町村への助成 配当割交付金 助成内容：税収×59.4%県予算額：637,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課①市町村への助成 株式等譲渡所得割交付金 助成内容：税収×59.4%県予算額：229,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課①市町村への助成 ゴルフ場利用税交付金 助成内容：税収×7/10助成対象：ゴルフ場所在市町村県予算額：729,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課①市町村への助成 自動車取得税交付金 助成内容：税収×66.5%県予算額：1,443,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課①市町村への助成 特別地方消費税交付金 助成内容：税収×1/2県予算額：1,000千円助成箇所：奈良市 市町村 奈良県 総務部税務課
③県庁力によるサポート 奈良県個人住民税徴収強化事業

県税務職員市町村派遣 　個人住民税滞者に対する徴収強化のため、県職員と市町村職員 　の相互併任による滞納整理チームを市町村に常駐派遣 　 　支援内容：半年から１年間、滞納整理チームを常駐派遣し滞納　　　　　　　　　　整理を支援 　 　支援対象：県へ職員派遣が可能で協議が成立した市町村県による個人県民税直接徴収　 地方税法第４８条の規定に基づき、市町村の滞納案件で同意が　 あるものを県が引継ぎ直接滞納整理を実施 　 　支援内容：市町村に代わり徴収又は財産の差押えを実施 　 　支援対象：県内市町村のうち徴収引継の協議がととのった市町　　　　　　　　　　村 市町村 奈良県 総務部税務課
③県庁力によるサポート 協働徴収推進事業(合同公売推進事業) 差押え不動産の公売・換価を市町村と合同で実施、税収確保のため公売の効率性を高める 　支援内容：公売・換価に係る技術的支援を実施 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部税務課③県庁力によるサポート 地方消費税啓発強化事業 税収確保のため、地方消費税制度の説明と県内消費の拡大を目的とした啓発事業を市町村・県が一体となり実施 　支援内容：大規模店舗・市町村庁舎等で啓発を実施 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部税務課- 47 - 市町村の行財政運営等のサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 地方消費税啓発事業 市町村・県の共同により奈良県地方消費税啓発推進協議会を設置、地方消費税収の確保を目的とした啓発を実施 　支援内容：奈良県地方消費税啓発推進協議会への分担金の拠出 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部税務課③県庁力によるサポート 刊行物等による県政広報事業 「県民だより奈良」の発行　 県内全戸配布の県政広報紙で県の施策、イベント等を紹介　 点字、テープ版も作成　 　 支援内容：「情報ファイル」のコーナーで市町村イベントを紹介　　　　　　　　　　（6ヵ月は20イベント、残り6ヵ月は5イベント紹介）　 　 支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部知事公室広報広聴課③県庁力によるサポート 広報活動関係費 広報関係各種団体負担金（奈良県広報協会負担金） 　県と市町村が広報レベルでの連携強化を図る 　 　支援内容：広報研修を年２回開催、日本広報協会広報コンクール　　　　　　　　　　への優秀作品の推薦 　 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部知事公室広報広聴課
①市町村への助成 統計調査委託 工業統計調査平成21年経済センサス基礎調査平成21年全国消費実態調査2010年世界農林業センサス平成22年国勢調査第3次試験調査統計調査員確保対策 　スキーム：国10/10   委託対象：調査該当市町村 　県予算額：131,575千円 市町村 奈良県 総務部知事公室統計課
③県庁力によるサポート 奈良県市町村民経済分析事業 地域の経済動向を分析するため、市町村民経済計算を作成、その活用についてブロック別に市町村説明会を開催　 支援内容：冊子を作成し提供　　　　　　　　　 説明会　平成22年3月開催予定　 支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部知事公室統計課③県庁力によるサポート 職員研修事業(オープンセミナー開催事業) 県民生活に直結する行政課題を題材とした「オープンセミナー」を開催、市町村担当職員等の参加を募集 　支援内容：職員の資質向上研修 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部自治研修所③県庁力によるサポート 職員研修事業(人権問題研修事業) 人権問題への正しい理解、積極的な問題解決への判断力と実践力の習得のため「人権問題研修」を開催、市町村役付職員の参加を募集 　支援内容：職員の資質向上研修 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部自治研修所③県庁力によるサポート 職員研修事業（県・市町村職員合同研修事業） 市町村職員研修センター・県自治研修所が実施する研修のうち内容的に共通するものを合同で実施、研修実施は民間へ委託、市町村・県職員の双方より参加を募集 　支援内容：職員の資質向上研修、職員間の交流 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部自治研修所③県庁力によるサポート 市町村人材育成支援事業（地域別ゼミナール研修事業） 市町村・県職員が市町村からの要望に基づく課題について、地域別に少人数のグループ研修を実施 　支援内容：地域の課題解決を行う人材の育成・資質向上の研修 　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部自治研修所①市町村への助成 県有財産所在市町村交付金 県有資産のうち貸付資産の所在する市町村等に交付金を交付 　助成内容：固定資産税相当額 　助成箇所：奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、　　         　 桜井市、五條市、御所市、生駒市、宇陀市、三宅町、  　　        　田原本町、曽爾村、吉野町、大淀町、十津川村、    　　      　上北山村 　県予算額：190,424千円 市町村 奈良県 総務部管財課
①市町村への助成 土地利用対策関係事務費助成 国土利用計画法に基づく市町村届出事務に要する経費を交付 　スキーム：県10/10 　算定方法：基準額×市町村届出処理件数 　助成対象：届出実績のあった市町村 　県予算額：1,149千円 市町村 奈良県 地域振興部資源調整課- 48 - 市町村の行財政運営等のサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 人口動態調査市町村交付金 人口動態調査にかかる市町村への交付金 　スキーム：県10/10（国10/10） 　助成内容：旅費、庁費、需用費、データ安全対策経費 　助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村） 　県予算額：1,094千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 健康安全局医療管理課
(2) 地域のＮＰＯ・自治会等との協働に向けたサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 市町村自治振興法人支援事業 財団法人である自治会に対し新公益法人制度対応のための助言・相談を実施　 支援内容：①自治会役員・市町村担当者に対する説明会実施　 　　　　　　　②行政書士等による専門的な手続き相談実施　 支援対象：自治会系財団法人　 県予算額：500千円 財団法人（自治会） 奈良県 地域振興部市町村振興課④国からの助成 「新たな公」によるコミュニティ創世支援モデル事業 国土形成計画が掲げる「新たな公」による地域づくりを通じて地域活性化や国土管理上の諸課題に対応するため、官民の主体が協働し、地域資源を活用してコミュニティを創成しようとする活動に対し支援　 スキーム：10/10 地域団体、ＮＰＯ等（法人格なき協議会も可） 国土交通省 地域振興部地域づくり支援課⑤公的団体からの助成 コミュニティ助成事業（一般コミュニティ） コミュニティ活動に必要な施設及び設備の整備への助成 　助成金額：1,000千円～2,500千円 　助成割合：10/10 市町村・コミュニティ組織 (財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 コミュニティ助成事業（コミュニティーセンター） 多目的な総合施設（コミュニティセンター）の建設整備への助成　 助成金額：15,000千円（上限）　 助成割合：3/5以内 市町村・コミュニティ組織 (財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 コミュニティ助成事業（緑化推進） 植栽、緑地帯、花壇などの造成、フラワーポットの整備や苗木、種子、用具の整備への助成　 助成金額：500千円～2,000千円　 助成割合：10/10 市町村・コミュニティ組織 (財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 地域イベント助成事業 コミュニティが主体となって実施する、創意と工夫に富み、地域の活性化に貢献するイベントへの市町村の補助に対して助成　 助成金額：1,000千円（上限）　 助成割合：10/10 市町村 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 健やかコミュニティモデル地区育成事業 活力あるコミュニティを基礎とする健やかな地域社会づくりを推進することを目的とした、コミュニティ活動のモデルとなるような事業への助成 　助成金額：2,000千円（上限） 　助成割合：10/10 市町村 (財)地域社会振興財団 地域振興部市町村振興課①市町村への助成 まほろばふるさとづくり事業 市町村に対し、地域コミュニティと協働した美しい地域づくりに要する経費の助成　 スキーム：県10/10 （500千円上限）　 助成箇所：県内25箇所　 県予算額：10,000千円 市町村 奈良県 くらし創造部協働推進課②団体等への助成 地域貢献活動助成事業 ＮＰＯ等が地域の課題に主体的に対応できるような自主的な活動や市町村との協働活動に対し助成　スキーム：県1/2　地域団体1/2　助成対象：ＮＰＯ・ボランティア団体、地域団体（外部有識者で構成　　　　　　　　する審査委員会で助成対象事業を採択）　　県予算額：7,000千円 ＮＰＯ、ボランティア団体、地域団体 奈良県 くらし創造部協働推進課
③県庁力によるサポート 協働推進円卓会議運営事業 ＮＰＯ、企業、大学、行政等が協働推進の具体策について意見交換を行う場（プラットフォーム）として協働推進の全体像を議論するとともに、課題解決に向けての最適な役割分担や検討を進める。　 支援内容：協働情報・方策に関する意見交換　 支援対象：ＮＰＯ等地域活動団体　 県予算額：939千円 市町村・地域団体・ＮＰＯ団体 奈良県 くらし創造部協働推進課- 49 - 市町村の行財政運営等のサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート ＮＰＯ等と行政の交流セミナー事業 ＮＰＯ等と行政が相互理解を深め、より一層の協働推進を促すためのセミナーを開催　 支援内容：協働セミナー　 支援対象：全市町村、ＮＰＯ等地域活動団体　　 県予算額：733千円 市町村・地域団体・ＮＰＯ団体 奈良県 くらし創造部協働推進課③県庁力によるサポート 親切・美化県民運動事業（クリーンアップならキャンペーン事業） 毎年９月を「クリーンアップならキャンペーン月間」とし、集中して美化活動を展開 　支援内容：ゴミ袋の配布 　支援対象：全市町村 　県予算額：1,683千円 市町村 奈良県 くらし創造部協働推進課③県庁力によるサポート 落書き消去活動支援事業 平城遷都1300年祭の来訪者を落書きのないきれいな状態で迎えるため、観光動線沿いを中心に、公共施設・民間施設を問わず、落書き消去活動をボランティアキャンペーン事業と連動して展開する。 　支援内容：消去するために必要な物資の供与及び貸与 　　　　　　　　警察と連携し条例を適用して取締りを強化 　支援対象：県、市町村、自治会、ＮＰＯなどの実施主体 　県予算額：900千円 市町村・地域団体・ＮＰＯ団体 奈良県 くらし創造部協働推進課③県庁力によるサポート もてなしアドバイザー派遣事業 様々な分野のもてなし活動の実践者をアドバイザーとして登録し、団体等の要請に応じて派遣　 支援内容：アドバイザーの派遣（旅費等の実費は申請者の負担）　 支援対象：市町村、ＮＰＯ、地域づくり団体、ボランティアグループ　　　　　　　　 等　 県予算額：95千円 市町村・地域団体・ボランティア団体 奈良県 くらし創造部協働推進課⑥アドバイス・相談ふるさとサポーターの配置（社会貢献活動促進事業） 地域コミュニティ強化のため、県職員・教職員が地域の担い手・コーディネーター役として、率先して地域貢献活動を牽引する。　 地域の行事、活動などに庁内で参加呼びかけ　 地域に係る県行事の職員や地域への参加呼びかけ　 地域情報の収集・県情報の提供など、県と地域との情報の橋渡し － 奈良県 くらし創造部協働推進課③県庁力によるサポート みんなで・守ロード事業 県管理の道路において、地元自治会、ボランティア団、企業、店舗等が自主的に行う草刈、清掃、緑化等の活動に対する支援及び啓発　 支援内容：活動用物品支給又は傷害・賠償保険加入　 支援対象：地元自治会、ボランティア団体　等　 県予算額：3,363千円 自治会・地域団体・ＮＰＯ団体 奈良県 土木部道路管理課③県庁力によるサポート みんなで・守ロードプラス事業 地元自治会、ボランティア団体による不法投棄多発路線の清掃、花壇等の設置による環境美化活動に対する支援　支援内容：花苗等の支給　支援対象：みんなで・守ロード事業に参加する地元自治会、ボラン　　　　　　　　ティア団体　等　県予算額：300千円 自治会・地域団体・ＮＰＯ団体 奈良県 土木部道路管理課
③県庁力によるサポート 河川美化愛護啓発事業 河川愛護意識の醸成・啓発を図るため、地元住民団体を行う河川の草刈活動等に対する物品支給等の支援　 支援内容：活動用物品支給又は傷害・賠償保険加入　 支援対象：地元自治会、学校関係団体、河川愛護団体等(草刈・　　　　　　　　 清掃を年１回以上、実施延長50ｍ以上、最小参加　　　　　　　　 人員5名) 　県予算額：1,511千円 自治会・地域団体 奈良県 土木部河川課⑤公的団体からの助成 なら花いっぱい運動緑化フェア全県展開推進事業 2010年秋に開催する全国都市緑化ならフェアに向け、地域で花づくりを行う団体・グループ・自治会等に物資提供や助言等の支援を実施　 助成割合：現物支給 団体、グループ、自治会等 全国都市緑化ならフェア実行委員会 まちづくり推進局緑化フェア推進室
(3) 地域の国際化に向けたサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 地域国際化協会等先導的施策支援事業 国内で実施する地域の国際化に資する先導的なもので、宝くじの普及広報の効果が発揮できる事業に対する助成　 助成金額：2,000千円（上限）　 助成割合：10/10 民間国際交流組織 (財)自治体国際化協会 文化観光局国際観光課- 50 - 市町村の行財政運営等のサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 自治体国際協力促進事業 地方自治体の国際協力を一層推進するための先駆的な国際協力事業に対する助成　 助成金額：5,000千円（複数の市町村で実施する事業の上限）　 　　　　　　　3,000千円（単独の市町村で実施する事業の上限）　 助成割合：10/10 市町村、ＮＧＯ (財)自治体国際化協会 文化観光局国際観光課⑤公的団体からの助成 地域国際化施策支援特別対策事業 地方公共団体等が行う国際交流又は多文化共生の事業で、特に重要性、必要性の高い事業の推進を図るための緊急的な助成 　助成金額：3,000千円（上限） 　助成割合：10/10 市町村 (財)自治体国際化協会 文化観光局国際観光課

- 51 - 市町村の行財政運営等のサポート



(1) 地域づくり・観光交流の促進のためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 過疎地域自立促進特別措置法推進事業 過疎地域の自立促進を図るため、過疎地域自立促進特別措置法に基づき過疎対策事業を推進　 支援内容：関係市町村への連絡や情報提供などによる密接な情　　　　　　　　 報共有 　支援対象：過疎市町村（14市町村）　 県予算額：712千円 市町村（過疎地域） 奈良県 地域振興部地域づくり支援課③県庁力によるサポート 新たな過疎対策検討事業 新たな過疎対策法の制定等、総合的な過疎対策を推進するための要望活動を実施（現行「過疎自立促進特別措置法」期限　平成21年度末）   支援内容：国等への要望活動等   支援対象：過疎市町村（14市町村）   県予算額：434千円 市町村（過疎地域） 奈良県 地域振興部地域づくり支援課
③県庁力によるサポート 奈良県の過疎地域における集落実態調査事業 過疎地域における集落機能等の実態を把握して、これらの地域における課題を整理、２集落程度を対象に集落対策推進モデル事業を実施   支援内容：調査結果を新過疎計画策定のための基礎資料として　　　　　　　　提示、自立・活性化に取り組む集落に外部講師を派遣　　　　　　　　するなどの人的支援   支援対象：過疎市町村（14市町村）   県予算額：6,850千円 市町村（過疎地域） 奈良県 地域振興部地域づくり支援課
③県庁力によるサポート 移動副知事室実施事業 「中南和・東部地域振興方策」を推進するため、市町村等からの要望等に対応　 支援内容：担当副知事が、定期的に該当地域を訪問し、市町村や　　　　　　　　 地域づくり団体からのまちづくりや地域振興のための　　　　　　　　 要望、提案、相談等に対応　 支援対象：中南和・東部地域の24市町村、地域づくり団体等　 県予算額：3,000千円 市町村（中南和・東部地域）、地域づくり団体 奈良県 地域振興部地域づくり支援課④国からの助成 地域間交流施設整備事業 地域資源を有効活用し地域間交流を促進するため、宿泊施設、スポーツレクリエーション施設、資料展示施設、交流住宅団地のための生活関連施設の整備に要する経費に対して補助　 スキーム：1/3以内 過疎地域市町村等 総務省 地域振興部地域づくり支援課④国からの助成 過疎地域集落等整備事業(定住促進団地整備事業) 地域における定住を促進するため、基幹的な集落等に住宅団地を造成するために必要な経費に対して補助　 スキーム：1/2以内 過疎地域市町村 総務省 地域振興部地域づくり支援課④国からの助成 過疎地域集落等整備事業(集落等移転事業) 基礎的条件が著しく低下した集落又は孤立散在する住居を基幹的な集落等に移転させるために必要な経費に対して補助　 スキーム：1/2以内 過疎地域市町村 総務省 地域振興部地域づくり支援課④国からの助成 過疎地域集落等整備事業（季節居住団地整備事業） 漸進的な集落移転を誘導するための季節居住団地を造成するために必要な経費に対して補助　 スキーム：1/2以内 過疎地域市町村 総務省 地域振興部地域づくり支援課④国からの助成 過疎地域集落等整備事業（定住促進空き家活用事業） 地域の空き家を活用し、地域における定住を促進するための空き家の改修に必要な経費に対して補助　 スキーム：1/2以内 過疎地域市町村 総務省 地域振興部地域づくり支援課④国からの助成 集落活性化推進事業 地方の条件不利地域における公益サービスの維持確保、産業の活性化及び地域間交流の促進を図るため、市町村・ＮＰＯ等が行う地域内の既存ストックを活用した施設整備等を支援　 スキーム：1/2以内 過疎、山村、半島、離島、豪雪の各法指定地域 国土交通省 地域振興部地域づくり支援課④国からの助成 地域における人材の受け入れ体制の整備支援モデル調査 ＵＪＩターンを希望する団塊世代等の円滑な再チャレンジの実現を図ることを目的に、地方公共団体、地域の代表、地元企業、ＮＰＯ等が参画する地域協議会が一体となって取り組む居住・就業体験機会の提供、移住ガイダンス等の活動を実地に支援し、地域のニーズにも適った有益な人材の受け入れ体制の整備・強化のあり方等について調査・検討を行う　 スキーム：調査請負金額3,000千円～4,000千円程度 行政、地域住民、ボランティア等から構成される協議会等 国土交通省 地域振興部地域づくり支援課

７７７７．．．．中南和中南和中南和中南和・・・・東部地域東部地域東部地域東部地域ののののサポートサポートサポートサポート
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 地域再生を担う人づくり支援調査 地域自らが考え、実行できる体制を強化するため、集中的に研修会、実証実験等を実施　 集落等における地域づくりの実証実験（モデル調査）　 「地域リーダー研修会」の実施 　 　スキーム：調査請負費金額1,000千円～2,500千円程度 行政、地域住民、ボランティア等から構成される協議会等 国土交通省 地域振興部地域づくり支援課⑥アドバイス・相談 水源地域対策アドバイザー派遣制度 水資源の地域づくりや地域振興を支援するため、水源地域の市町村に対して地域活性化の専門家を派遣 － 国土交通省 地域振興部資源調整課①市町村への助成 世界遺産登録推進事業 世界遺産登録に向けた発掘調査に対する助成　 スキーム：国1/2（直接補助） 県1/4　市町村1/4　 助成対象：明日香村　 県予算額：3,000千円 市町村 奈良県 文化観光局文化課
②団体等への助成 バスを利用した周遊観光支援事業 県・地元市・奈良交通による実行委員会を設立し、金剛・葛城エリアで乗降自由臨時路線バスを運行するとともに、観光情報の発信を行い、誘客の推進・地域活性化のための着地整備を実施　 支援内容：事業実施への負担金　 スキーム：負担金（県5,500千円、御所市500千円、五條市500　　　　　　　　　　　　　 千円）、運賃収入500千円　 県予算額：5,500千円 実行委員会 奈良県 文化観光局ならの魅力創造課②団体等への助成 過疎地域における観光需要の創出事業 新たな雇用機会の創出を図るため、地域住民と専門家等からなる協議会により総合産業である観光産業を創出　 支援内容：事業実施の委託　　 県予算額：10,400千円 地元協議会 奈良県 文化観光局ならの魅力創造課③県庁力によるサポート ドライバー向け中南和・東部地域観光情報発信事業 宇陀周辺地域をモデルケースとして、道路利用者に向けた観光振興事業を展開　 支援内容：情報発信拠点の整備（国施設使用にかかる調整、　　　　　　　　 県施設の改修）　　　　　　　　 観光客の移動についての調査分析、評価及び改善案　　　　　　　　 の検討　 支援対象：宇陀地域（桜井・東吉野を含む）   県予算額：20,000千円 市町村・広域連合 奈良県 土木部道路建設課
(2) 生活環境の維持・向上のためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①市町村への助成 山間地域ケーブルテレビ施設整備事業（ケーブルテレビ施設整備助成交付金） 施設整備事業を実施した市町村に、起債償還金の一部を事業完了の翌年度から２ヵ年で分割交付　 スキーム：7.5％　 助成対象：宇陀市、吉野町　 県予算額：55,094千円 市町村 奈良県 総務部情報システム課①市町村への助成 携帯電話等エリア整備事業（携帯電話等エリア整備事業補助金） 携帯電話の不感地域解消を目的とした携帯電話用鉄塔施設を整備する市町村に対する補助　 スキーム：国2/3　市町村1/3　 助成対象：天理市、下市町、野迫川村、十津川村、東吉野村　 県予算額：167,560千円 市町村 奈良県 総務部情報システム課①市町村への助成 携帯電話等エリア整備事業（携帯電話等エリア整備事業助成交付金） 施設整備事業を実施した市町村に対し、起債償還金の一部を事業完了の翌年度から２ヵ年で分割交付　 スキーム：過疎地域1/25、辺地2/75　 助成対象：吉野町、天川村、野迫川村、十津川村、東吉野村　 県予算額：3,668千円 市町村 奈良県 総務部情報システム課④国からの助成 地域情報通信基盤整備推進交付金 地域の特性に応じた情報通信基盤の整備を支援し、地域間の情報格差（デジタルディバイド）を是正することにより、地域住民の生活の向上及び地域経済の活性化を図るための交付金   スキーム：1/3（市町村）　1/4（第３セクター） 市町村 総務省 総務部情報システム課④国からの助成 地域イントラネット基盤施設整備事業 地域の教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化を図るため、学校、図書館、公民館、市役所などを高速、超高速で接続する地域公共ネットワークの整備に取り組む地方公共団体を支援　 スキーム：1/3（市町村）　1/4（第３セクター） 市町村 総務省 総務部情報システム課- 53 - 中南和・東部地域の活性化のためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 共聴施設整備事業 地上アナログテレビ放送を行う放送局から遠隔の地にあり又は山間地等地理的条件により、地上系テレビジョン放送局の電解強度が一定の基準に達しない地域において、難視聴解消を目的とした共聴施設の改修又は新設により、デジタル放送対応の整備を図る   スキーム：改修・新設1/2（Ｈ21年度～新設2/3予定） 市町村共聴施設の設置者 総務省 総務部情報システム課①市町村への助成 公共交通活性化支援事業(デマンド交通支援事業) 地域の実情やニーズに合った効率的な輸送手段となるデマンド交通の立上げ経費を助成　 スキーム：県1/4　 助成内容：車両購入費、設備整備費　 助成対象：市町村、ＮＰＯ等　 県予算額：1,350千円 市町村 奈良県 土木部道路・交通環境課
②団体等への助成 バス生活交通対策事業

広域的・幹線的路線維持対策費補助(国庫協調補助)　 市町村による利用促進策を毎年、生活交通対策連絡協議会にて公　 表 　 　運行費補助 　 　 　スキーム：県1/2（国1/2直接補助） 　 　 　助成内容：運行欠損額 　 　 　助成対象：乗合バス事業者 　 　車両購入費補助 　 　 　スキーム：県1/3（国1/3直接補助） 　 　 　助成内容：ノンステップバス購入費 　 　 　助成対象：乗合バス事業者　県予算額：176,362千円
乗合バス事業者 奈良県 土木部道路・交通環境課

②団体等への助成 バス生活交通対策事業 広域的・幹線的路線維持対策費補助(県単補助)　 国庫補助対象外の広域的・幹線的な路線に対する助成（沿線市   村による利用促進が必要） 　 　スキーム：県1/2、市町村1/2 　 　助成内容：運行欠損額　 　 助成対象：乗合バス事業者　県予算額：22,472千円 乗合バス事業者 奈良県 土木部道路・交通環境課
②団体等への助成 公共交通活性化支援事業（デマンド交通支援事業） 地域の実情やニーズに合った効率的な輸送手段となるデマンド交通の立上げ経費を助成　 スキーム：県1/4　 助成内容：車両購入費、設備整備費　 助成対象：市町村、ＮＰＯ等　 県予算額：1,350千円 市町村、ＮＰＯ等 奈良県 土木部道路・交通環境課④国からの助成 地域公共交通活性化・再生総合事業 地域公共交通活性化・再生法の目的を達成するため、同法を活用し、地域の多様なニーズに応えるためにコミュニティバス、乗合バス・タクシー、鉄道等の多様な事業に取り組む地域の協議会に対し、パッケージで一括支援する柔軟な制度を新設することで、地域の創意工夫ある自主的な取り組みを促進　 スキーム：法定計画策定経費　定額　　　　　　　　実証運行（3年間）　1/2 市町村主体の協議会 国土交通省 土木部道路・交通環境課①市町村への助成 遠距離児童生徒通学費補助事業 学校統合等による通学費の保護者負担を軽減するため、町村の遠距離児童生徒通学費に対する助成   スキーム：県1/2　町村1/2   助成内容：補助対象額＝{(通学費－特別交付税)×1/2}－国庫   助成対象：下市町　野迫川村　十津川村　東吉野村　山添村   県予算額：17,811千円 町村 奈良県 教育委員会学校教育課
④国からの助成 へき地児童生徒援助費等補助金 へき地学校及び人口の過疎現象に起因する児童・生徒の減少に対処するための学校統合による児童・生徒の通学条件の緩和を図るためスクールバスを購入する事業に対して補助等　 スキーム：スクールバス・ボート購入費　　　　　　　　　 1台(隻)3,040千円を限度として購入費の1/2の額　　　　　　　　遠距離通学費　1/2　　　　　　　　宿舎居住費　1/2 市町村 文部科学省 教育委員会学校支援課③県庁力によるサポート 拡張事業等（宇陀市室生区ブランチ調査業務） 宇陀市室生区への県営水道送水のための調査、課題抽出、整備案の検討・決定、工程の決定等　 支援対象：宇陀市 市町村 奈良県水道局 水道局業務課
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　事務の概要総 務 部 知 事 公 室行政経営課 県・市町村「行政経営」情報交換会に関すること。権限移譲に関すること。統計課 統計に関すること。防災統括室 災害対策に関すること。国民保護に関すること。消防救急課 消防に関すること。消防防災ヘリコプター（防災航空隊）に関すること。安全・安心まちづくり推進課 安全・安心まちづくり推進・連携事業（青色防犯パトロール等）に関すること。自主防犯・防災施策の企画・調整に関すること。自主防犯・防災に関する啓発、講演会、情報提供に関すること。自主防犯・防災の人材育成（リーダー研修）に関すること。自主防犯団体・自主防災組織の結成、活性化の支援（市町村との連携・アドバイザー派遣等）に関すること。総 務 部税務課 県税（個人県民税）に関すること。市町村交付金等に関すること。税務職員の市町村派遣に関すること。情報システム課 電子自治体の推進に関すること。公的個人認証サービスに関すること。県下地域の情報基盤の整備に関すること。地 域 振 興 部市町村振興課 市町村支援のあり方検討に関すること。市町村振興に関すること（市町村行財政改善検討会、活力あふれる市町村応援補助金、（財）地域活性化センター等助成　等）。市町村その他の地方公共団体の行政（人事・給与、法令、行革等）支援に関すること。市町村の人材養成への支援に関すること。市町村財政健全化への支援（健全化資金貸付金、地方交付税、地方債等）に関すること。市町村税税収確保への支援。市町村の行財政情報の分析・情報提供に関すること。市町村の合併に関すること（制度的な相談、旧法下の合併における「合併の効果と課題」・「先進的な取組事例」等についての情報提供、財政支援策等の相談、市町村合併支援アドバイザー派遣　等）。選挙事務に関すること（県選挙管理委員会）。定額給付金に関すること。地域づくり支援課 地域活性化、交流促進及び地域づくりの推進に関すること。中南和・東部地域の振興に関すること。過疎地域・半島地域の振興に関すること。交流居住・定住促進に関すること。構造改革特区・地域再生計画等に関すること。関西文化学術研究都市の建設の推進に関する企画及び調整に関すること。大学との連携及び大学の地域貢献の支援に関すること。県立大学に関すること（大学との連携）。大学の誘致に関すること。資源調整課 土地利用の調整（各種開発事業に係る事前協議）に関すること。国土利用計画法の施行に関すること。土地に係る情報の収集等に関すること。地価調査に関すること。土地取引の規制に関すること。水資源対策に関すること。水源地域対策特別措置法の施行に関すること。文 化 観 光 局観光振興課 観光情報、観光統計調査に関すること。修学旅行誘致に関すること。コンベンション誘致に関すること。

市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧((((HHHH21212121年度年度年度年度))))担当所属
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　事務の概要市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧((((HHHH21212121年度年度年度年度))))担当所属文 化 観 光 局ならの魅力創造課 地域の魅力創造に関すること。長期滞在の促進に関すること。国際観光課 国際交流、国際協力等国際化の推進に関すること。外国人誘客の促進に関すること。国際会議の誘致に関すること。文化課 文化芸術の振興に関すること。世界遺産の登録、保全に関すること。福 祉 部福祉政策課 社会福祉及び社会福祉事業に関すること（地域福祉の推進、市町村社会福祉協議会等の認可及び運営指導、地域福祉権利擁護事業等）。民生委員の委嘱（解職）及び指導監督（奈良市以外）に関すること。災害救助（災害救助法、災害要援護者対策）に関すること。遺家族等援護（中国帰国者援護を含む）に関すること。旧軍人及び旧軍属に関すること。監査指導室 社会福祉法人及び社会福祉施設の指導監査に関すること。介護サービス事業所及び施設の指導監査に関すること。援護室 生活保護に関すること（市村福祉事務所からの生活保護制度の適正実施に関する相談対応）。行旅病人及び行旅死亡人取扱に関すること。障害福祉課 身体障害者福祉に関すること。知的障害者福祉に関すること。心身障害者扶養共済に関すること。その他心身障害者福祉に関すること（発達障害、高次脳機能障害等）。長寿社会課 介護保険制度（被保険者、保険料、要介護・要支援認定、保険給付、サービス事業者、介護支援専門員等）に関すること。老人福祉法（特別養護老人ホーム、社会福祉法人の設立等）、老人保健施設等に関すること。高齢者の生きがい対策（老人クラブ、健やか奈良支援財団等）に関すること。その他高齢福祉（敬老事業等）に関すること。保険福祉課 国民健康保険に関すること。後期高齢者医療制度に関すること。老人、乳幼児、心身障害者、母子家庭等の医療費の助成に関すること。福祉事務所 生活保護法による福祉の措置に関すること。児童福祉法による福祉の措置に関すること。知的障害者福祉法第１１条の規定による連絡調整等(知的障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するための援助と必要な保護の実施に関し市町村相互間の連絡調整等）の業務に関すること。母子及び寡婦福祉法による福祉の措置に関すること。老人福祉法第６条の２の規定による連絡調整等（６５歳以上の者等に対する居宅介護等の福祉の措置の実施に関し、市町村相互間の連絡調整等）の業務に関すること。身体障害者福祉法第１０条の規定による連絡調整等（身体障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するための援助と必要な保護の実施に関し市町村相互間の連絡調整等）の業務に関すること。民生委員（管内町村）の指導に関すること。その他生活困窮者の更生及び援護事務に関すること。社会福祉総合センター 社会福祉に関する情報提供、研修等を行うこと。総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 医療法に規定する病院として、障害者等に対し、医療を提供すること。肢体不自由児施設、知的障害児通園施設及び盲ろうあ児施設として、肢体不自由児、知的障害児及び難聴児に対し、その障害に応じた療育訓練等を行うこと。
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　事務の概要市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧((((HHHH21212121年度年度年度年度))))担当所属福 祉 部総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 身体障害者更生援護施設として、肢体不自由者に対し、その更生に必要な治療又は指導を行い、その更生に必要な訓練を行うこと。身体障害者更生援護施設として、身体障害者で雇用されることの困難なもの又は生活に困窮するもの等に対し必要な訓練を行い、かつ、職業を与え、自活させること。重症心身障害児(重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している満十八歳以上の者を含む。)に対し、療育訓練等を行うこと。障害者等のリハビリテーションに関し、調査研究するとともに、講習会、研修会等を開催すること。心身障害者福祉センター その他福祉センターの設置目的を達成するために必要なこと（障害者スポーツ教室、文化教室）。視覚障害者福祉センター 点字刊行物等の貸出し及び閲覧事業を行なうこと。点訳奉仕事業の指導育成及び点字図書の奨励事業を行うこと。視覚障害者に関する諸相談に応ずること。身体障害者更生相談所 身体障害者福祉法第十一条の規定による障害者等の福祉に関する業務を行うこと（身体障害者に係る専門的知識及び技術を要する相談指導、補装具の要否判定、自立支援医療の給付判定）。知的障害者更生相談所 知的障害者福祉法第十二条の規定による知的障害者の福祉に関する業務を行うこと（知的障害者に係る専門的知識及び技術を要する相談指導、医学的心理学的判定）。筒井寮 視覚障害及び聴覚障害のある児童を入所させ、保護するとともに独立自活に必要な指導及び援助を行うこと。登美学園 知的障害のある児童を入所させ、保護するとともに独立自活に必要な指導及び援助を行うこと。こ ど も 家 庭 局こども家庭課 保育所、認可外保育施設に関すること。認定こども園に関すること。地域の子育て支援拠点に関すること。放課後児童対策に関すること。乳児院、児童養護施設、里親、助産施設に関すること。児童虐待防止施策に関すること。こども家庭相談センター、児童自立支援施設（精華学院）に関すること。児童家庭相談、児童家庭支援センターに関すること。児童厚生施設（児童館・児童遊園）に関すること。児童委員・主任児童委員に関すること。母子福祉及び寡婦福祉の施策に関すること。児童手当、児童扶養手当、特別児童扶養手当に関すること。女性の保護及び自立支援の施策に関すること。配偶者暴力対策に関すること。少子化対策室 少子化対策に関すること。こども家庭相談センター 児童及び女性の各般の問題の相談に応ずること。児童虐待に関する相談に応じ、個々の事案に対応すること。児童の心理判定等を行うこと。児童及び女性の一時保護を行うこと。要保護女性の相談等に関すること。配偶者暴力に関する相談に応じ、個々の事案に対応すること。精華学院 非行児童等の自立支援に関すること。健 康 安 全 局地域医療連携課 保健医療計画に関すること。医療審議会、地域医療等対策協議会に関すること。公立病院の再編に関すること。周産期医療、産婦人科医療、小児医療、災害医療、救急医療、へき地医療に関すること。医師・看護師確保対策に関すること。医師・看護師等医療従事者の免許に関すること。医師・看護師等修学資金貸与に関すること。自治医科大学に関すること。
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　事務の概要市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧((((HHHH21212121年度年度年度年度))))担当所属健 康 安 全 局健康増進課 健康増進事業に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。母子保健に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。感染症の予防に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。精神保健及び精神障害者の福祉に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。難病対策に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。アスベストに関連する健康問題に関すること。消費・生活安全課 消費者行政に関すること。消費生活相談に関すること。保健所 健康の保持及び増進に関すること。母子保健に関すること。感染症の予防に関すること。がん等の生活習慣病対策に関すること。精神保健福祉相談に関すること。難病対策に関すること。原子爆弾被爆者の援護に関すること。市町村健康増進計画の推進及び健康づくりに関すること。栄養改善及び栄養調査に関すること。医師、歯科医師、看護師等の医療従事者・製菓衛生師及び栄養士免許の申請等に関すること。歯科保健に関すること。食育に関すること。狂犬病の予防、動物愛護及び飼い犬の管理等に関すること。生活衛生相談に関すること。食品衛生関係営業許可申請等に関すること。食品衛生・食品表示に関すること。病院、診療所及び施術所等の開設、変更等に関すること。廃棄物対策・環境政策の推進に関すること。精神保健福祉センター 精神保健及び精神障害者の福祉に関する知識の普及を図ること。障害者自立支援法に基づく支給要否決定その他の事務における市町村への技術援助に関すること。く ら し 創 造 部協働推進課 ボランティア活動及びNPO等の活動の推進（活動助成等）に関すること。多様な主体との協働の推進（協働の進め方・職員の意識の醸成）に関すること。青少年・生涯学習課 青少年対策の総合企画及び調整に関すること。青少年健全育成の総合的推進に関すること。その他の青少年対策に関すること（他課の所掌に属するものを除く。）。生涯学習の振興及び推進体制の整備に関すること。芸術文化活動の振興に関すること。スポーツ振興課 生涯スポーツ振興に関すること。競技力向上に関すること。人権施策課 人権啓発活動地方委託（国庫事業）に関すること。人権啓発活動（啓発紙・誌、啓発イベント、研修・講座）の推進に関すること。人権相談に関すること。隣保館、地方改善事業に関すること専修学校及び各種学校修学資金等返還促進事業に関すること。男女共同参画課 男女共同参画行政（国、県、市町村）に関すること。男女共同参画の広報啓発に関すること。女性に対する暴力防止に向けた広報啓発に関すること。女性の人材情報に関すること。女性センター 男女共同参画社会の実現に向けた、人材育成や能力発揮を支援するための講座・セミナーの開催に関すること。女性の悩み（一般相談、法律相談）に関すること。働く女性のための支援に関すること。女性政策に関わる国、都道府県、市町村が発行する資料や講座・セミナーの開催に役立つ図書情報の収集と提供に関すること。
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　事務の概要市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧((((HHHH21212121年度年度年度年度))))担当所属景 観 ・ 環 境 局環境政策課 環境政策の総合企画及び調整（環境総合計画の策定・進捗管理、環境白書の作成等）に関すること。環境保全意識の高揚に関すること（こどもエコクラブ、環境保全　功労賞等の表彰、環境情報サイト「エコなら」（HP）の運営）。地球温暖化対策の推進に関すること（地域協議会・実行計画・推進計画）。環境保全活動の推進に関すること（奈良県環境県民フォーラム）。環境影響評価に関すること（アセスメント手続き、環境配慮指針等）。環境の監視に関すること。公害の防止に関する法令の施行に関すること（大気汚染防止法、水質汚濁防止法、ダイオキシン類対策特別措置法等大気汚染（アスベスト含む）、騒音、振動、悪臭、水質汚濁（河川・湖沼・地下水）、土壌汚染、浄化槽）。公害の苦情及び紛争の処理に関すること（奈良県公害審査会）。廃棄物対策課 一般廃棄物の適正処理に関すること。一般廃棄物処理施設に関すること。循環型社会形成推進交付金事業に関すること。容器包装リサイクルに関すること。一般廃棄物処理事業等についての合理化事業計画に関すること(下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法における計画の承認)。風致景観課 風致地区（区域・種別の指定、行為規制）に関すること。歴史的風土保存区域、歴史的風土特別保存地区（区域の指定、行為規制）に関すること。近郊緑地保全区域（行為規制）に関すること。屋外広告物（条例、屋外広告業登録）に関すること。採石及び砂利採取(河川砂利を除く)の業の登録、採取の認可、業務管理者試験に関すること。自然環境課 自然公園（行為規制）に関すること。自然公園及び長距離自然歩道の整備・利用に関すること。景観保全地区、環境保全地区（行為の届出）に関すること。商 工 労 働 部商工課 商工業の振興に関すること。中小企業協同組合等に関すること(他課の所掌に属するものを除く。)。商工会等に関すること。セーフティーネット対策資金を含む商工業の金融に関すること。信用保証協会に関すること。貸金業者に関すること。高圧ガス、液化石油ガス、火薬類、猟銃等の製造・販売の規制に関すること。電気工事業及び電気用品販売の規制に関すること。商業振興課 商業の振興に関すること。大規模小売店舗の進出による周辺の生活環境の調整（市町村への意見聴取等）に関すること。物産及び工芸品の振興に関すること。産業支援課 産業の支援に関すること。新産業の創出に関すること。中小企業の経営革新に関すること。科学技術の振興に関すること。産学官連携に関すること。企業立地推進課 企業及び研究所の立地促進及び支援に関すること。宿泊施設の立地促進及び支援に関すること。雇用労政課 労働福祉、労働情報に関すること。雇用の促進や職業能力開発に関すること。緊急雇用対策に関すること。工業技術センター 技術の交流、技術情報の提供等に関すること。計量器に関すること。しごとｉセンター 就業の相談に関すること。職業の情報提供に関すること。就業に必要な技術講習に関すること。内職のあつ旋に関すること。－  59  －



　事務の概要市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧((((HHHH21212121年度年度年度年度))))担当所属農 林 部総務室 農業会議及び農業委員会に関すること。（農業委員会法、交付金・補助金に関すること。）マーケティング課 農産物の新たな商品開発及び販路拡大に関すること。農産物の生産、流通、加工及び消費の総合調整に関すること。農業経営課 農業金融（貸付金）に関すること。農地法の施行に関すること（農地の権利移動、農地の転用許可等）。国有農地及び開拓財産の管理・処分に関すること。地籍調査に関すること。農業水産振興課 農業技術の改良及び普及に関すること。地域営農対策に関すること。主要農産物の生産及び流通に関すること。園芸農産物の生産及び流通に関すること。地域特産物の生産及び流通に関すること。米殻の集荷及び供給に関すること。青果物の価格安定に関すること。肥料、農薬及び生産資材に関すること。農業機械等に関すること。農業気象に関すること。水産業に関すること。畜産課 畜産の振興に関すること。家畜の改良増殖に関すること。家畜及び畜産物の流通対策に関すること。自給飼料及び流通飼料に関すること。牧野及び草地改良に関すること。家畜の衛生及び環境改善に関すること。獣医事及び動物薬事に関すること。畜産流通振興室 奈良県食肉流通センターに関すること。耕地課 土地改良事業に関すること。土地改良区に関すること。換地事務に関すること。農地及び農業用施設の災害復旧事業に関すること。担い手・農地活用対策課 農地活用推進に関すること。農業振興地域制度に関すること（県基本方針、計画変更県協議・同意、関係機関との調整等）。農業経営基盤強化促進に関すること（担い手育成、農地利用集積等）。農業後継者及び農業担い手の育成に関すること。経営構造対策事業に関すること（農業用施設整備）。農林振興事務所 農業生産、農業経営又は農村生活の改善に係る技術及び普及指導に関すること。林業経営に必要な技術の普及指導及び森林の施業の指導に関すること。土地改良、林道及び治山工事の調査、設計、施行及び監督に関すること。農業総合センター 農業生産、農産物、農業経営及び農村生活に関する調査及び試験研究に関すること。農業及び農村生活に関係ある物の分析又は鑑定に関すること。農業の情報提供及び相談に関すること。農業者の育成に関すること。病害虫防除所 植物の検疫及び病害虫の防除に関すること。フラワーセンター 花き等の栽培展示に関すること。花き等の栽培の指導に関すること。農業大学校 農業者の育成に関すること。家畜保健衛生所 家畜の伝染病の予防及び家畜衛生の向上に関すること。家畜の改良、増殖及び奨励に関すること。獣医事及び動物薬事に関すること。うだ・アニマルパーク うだ・アニマルパークに関すること。（畜産技術センター） 家畜に関する調査及び試験研究に関すること。家畜の飼養管理及び改良増殖に関すること。畜産の環境保全に関すること。飼料の生産及び試験研究に関すること。－  60  －



　事務の概要市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧((((HHHH21212121年度年度年度年度))))担当所属農 林 部林政課 山村振興事業の総合企画及び調整に関すること。林業構造改善事業に関すること。木材利用及び木材産業体制の整備促進に関すること。入会林野整備促進事業に関すること。森林組合等に関すること。林業技術の改善普及に関すること。林産物の生産指導及び奨励に関すること。林業後継者及び林業の担い手の育成に関すること。地域森林計画及び森林施業計画に関すること。森林整備地域活動支援交付金に関すること。森林環境税による森林環境教育に関すること。森林整備課 林道事業に関すること。治山事業に関すること。森林の整備に関すること（植栽、間伐等）。森林環境税による緊急間伐に関すること。林業用種苗に関すること。森林国営保険に関すること。保安林の指定・解除及び保安施設地区の指定に関すること。森林法に基づく林地開発行為の許可申請全般に関すること。鳥獣保護及び狩猟に関すること（鳥獣保護区、狩猟免許・免許更新・狩猟者登録、有害鳥獣駆除）。緑化推進に関すること（森を育てる県民の集いの開催、緑の募金等(財)奈良県緑化推進協会関連）。森林保護に関すること。森林環境税による里山林整備に関すること。森林技術センター 林業経営、造林、木材の加工、木材化学、その他林業に関する試験研究、分析及び指導に関すること。土 木 部用地対策課 補償基準等の整備及び運用に関すること。土地収用（事業の認定（他の機関が認定庁となる事業を除く。）及び代執行）に関すること。公有地の拡大の推進に関する法律に関すること。技術管理課 建設工事の積算基準の作成に関すること。建設工事の設計積算の電算処理に関すること。建設工事の品質管理に関すること。建設工事の検査に関すること。建設副産物対策に関すること。建設業指導室 建設業に関すること。道路・交通環境課 バス生活交通対策（地域交通に係るアドバイス、デマンド交通の普及促進及び支援制度の情報提供等）に関すること。鉄道及び航空等交通網に関すること。リニア中央新幹線の建設促進に関すること。市町村の道路の交通安全施設整備に係る国庫補助事業に関すること。道路建設課 道路整備の企画及び調査に関すること。道路の新設及び改良に関すること。市町村道に関すること(交通安全施設を除く。)。その他道路に関すること(他課の所掌に属するものを除く。)。京奈和自動車道等の幹線道路に関すること。市町村道路整備事業費補助金（京奈和自動車道関連）に関すること。道路管理課 道路の災害防除、橋梁補修及び舗装補修に関すること。橋梁の長寿命化修繕計画策定に関すること。その他道路に関すること(他課の所掌に属するものを除く。)。河川課 河川整備(ダムを含む。)の企画、調査及び計画に関すること。河川整備(ダムを含む。)及びその施設等の維持管理に関すること。水防及び洪水情報等の伝達に関すること。河川の管理に関すること。河川の砂利に関すること。河川の災害復旧に関すること。砂防課 災害に関すること（他課の所掌に属するものを除く。）。土木事務所 事務所管内の道路、河川、建築確認等に関すること。収用委員会事務局 土地収用法に基づく裁決申請手続に関すること。－  61  －



　事務の概要市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧((((HHHH21212121年度年度年度年度))))担当所属まちづくり推進局地域デザイン推進課 都市の景観形成に関すること。街路事業に関すること。連続立体交差事業に関すること。土地区画整理事業に関すること。市街地再開発事業に関すること。まちづくり交付金事業に関すること。住宅市街地基盤整備事業に関すること。歴史的環境形成総合支援事業に関すること。地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律に関すること。密集市街地における防災対策に関すること。中心市街地の活性化に関する法律に関すること。都市計画室 都市計画決定に関すること。都市計画制限の許可に関すること。都市計画区域に関すること。市街化区域及び市街化調整区域に関すること。地域地区に関すること。（用途地域、高度地区、精算緑地地区等）建築基準法５１条関連都市施設等に関すること。（汚物処理場、ごみ焼却場、火葬場、市場等）駐車場法に関すること。公園緑地課 都市公園の整備及び管理に関すること（他課の所掌に係るものを除く）。都市緑化の推進に関すること（他課の所掌に係るものを除く）。下水道課 公共下水道及び都市下水路に関すること（全体計画、実施計画、補助事業の交付申請、事業認可の指導、水洗化促進連絡協議会等）。住宅課 公営住宅に関すること。住環境整備事業に関すること。地域住宅交付金事業に関すること。住宅相談窓口の設置・運営に関すること。住生活基本計画に関すること。あんしん賃貸支援事業に関すること。その他住宅に関すること。建築課 建築基準法の施行に関すること。都市計画法に基づく開発行為及び宅地造成等規制に関すること。建築士及び不動産鑑定士に関すること。宅地建物取引業に関すること。住宅金融支援機構との契約業務（災害関連融資業務）に関すること。福祉のまちづくり、建築物の耐震改修に関すること。その他建築に関すること。営繕課 市町村の公共建築物の保全についての相談及び技術指導に関すること。警 察 本 部各警察署 遺失・拾得物に関する事務。犯罪、事故その他の事案に係る市民生活の安全と平穏に関する事務一般（風俗営業、古物営業、質屋営業、警備業、銃砲刀剣類所持、火薬類、危険物、公害関係、保健衛生、雇用、麻薬、覚せい剤、けん銃）。地域安全情報の提供、防犯教室、防犯訓練の実施。酩酊者、家出人、迷い子その他応急の救護を要する者の保護。ストーカー行為等の規制。配偶者からの暴力防止及び被害者の保護。少年の非行防止、少年相談、被害少年の保護及び少年関係ボランティアの指導・育成。暴力団による不当行為の防止。交番・駐在所の運用。雑踏警備及び水難、山岳遭難等の救助の実施。交通安全教育（教室）及び交通安全運動の実施。交通事故発生状況等の情報。交通信号機、標識等の整備、交通規制及び道路使用許可事務。違法駐車、迷惑駐車の排除。災害警備活動、災害警備訓練の実施。－  62  －



　事務の概要市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧市町村相談窓口一覧((((HHHH21212121年度年度年度年度))))担当所属教育委員会事務局総務室 教育委員会の会議に関すること。教育に関する調査統計に関すること。教育委員会の点検・評価に関すること。学校支援課 学校施設並びに設備等の管理及び整備に関すること。教職員課 教職員の任免、給与その他人事に関すること。教職員の定数並びに学級編制に関すること。教育職員の免許及び認定講習に関すること。市町村教育委員会に関すること。学校教育課 市町村立学校等の設置及び廃止に関すること。小学校・中学校・高校教育に関すること。いじめ・不登校等に関すること。公立高等学校等の入学に関すること。特別支援教育企画室 特別支援教育に関すること。人権・社会教育課 社会教育推進のための事業に関すること。人権教育の推進に係る企画調整及び事業に関すること。同和問題関係史料センターに関すること。保健体育課 学校体育に関すること。学校保健・学校安全・学校給食に関すること。全国高校総体開催推進室 全国高校総体開催に関すること。文化財保存課 有形文化財・無形文化財・民俗文化財に関すること。埋蔵文化財・史跡名勝天然記念物に関すること。銃砲刀剣類の登録及び刀剣類の製作の承認に関すること。文化財保存事務所 文化財等の修理等の受託に関すること。教育研究所 教育関係職員の研修に関すること。市町村立小・中学校等の学校経営及び教育活動に関すること。情報教育に関する学校の指導に関すること。家庭教育の調査、研究に関すること。幼児教育の調査、研究に関すること。教育相談に関すること。教育に関する専門的、技術的事項の調査研究に関すること。学校支援に関すること。水 道 局総務課 県営水道の給水料金に関すること。業務課 各市町村への県営水道の給水に関すること。県営水道施設の維持管理に関すること。応急給水栓の整備等に関すること。

－  63  －


